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Ⅰ 国民健康保険をめぐる動向

3



１. 改革後の国保運営
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【施行期日】 平成30年4月1日（４①は公布の日（平成27年５月29日）､2は公布の日及び平成29年4月1日､３及び４②～④は平成28年4月1日）

１．国民健康保険の安定化
○国保への財政支援の拡充により、財政基盤を強化 (27年度から約1700億円､29年度以降は毎年約3400億円)

○平成30年度から、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等の
国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化

２．後期高齢者支援金の全面総報酬割の導入
○被用者保険者の後期高齢者支援金について、段階的に全面総報酬割を実施

(26年度:1/3総報酬割→27年度:1/2総報酬割→28年度:2/3総報酬割→29年度:全面総報酬割)

３．負担の公平化等
①入院時の食事代について、在宅療養との公平等の観点から、調理費が含まれるよう段階的に引上げ

(27年度:1食260円→28年度:1食360円→30年度:1食460円。低所得者､難病･小児慢性特定疾病患者の負担は引き上げない)

②特定機能病院等は、医療機関の機能分担のため、必要に応じて患者に病状に応じた適切な医療機関を紹介する等
の措置を講ずることとする（紹介状なしの大病院受診時の定額負担の導入）

③健康保険の保険料の算定の基礎となる標準報酬月額の上限額を引き上げ (121万円から139万円に)

４．その他
①協会けんぽの国庫補助率を｢当分の間16.4％｣と定めるとともに､法定準備金を超える準備金に係る国庫補助額の
特例的な減額措置を講ずる

②被保険者の所得水準の高い国保組合の国庫補助について、所得水準に応じた補助率に見直し
(被保険者の所得水準の低い組合に影響が生じないよう、調整補助金を増額)

③医療費適正化計画の見直し、予防･健康づくりの促進
･都道府県が地域医療構想と整合的な目標(医療費の水準､医療の効率的な提供の推進)を計画の中に設定
･保険者が行う保健事業に、予防･健康づくりに関する被保険者の自助努力への支援を追加

④患者申出療養を創設 (患者からの申出を起点とする新たな保険外併用療養の仕組み)

持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律に基づく措置として、持続可能な医療保険制度を構築するため、
国保をはじめとする医療保険制度の財政基盤の安定化、負担の公平化、医療費適正化の推進、患者申出療養の創設等の措置を講ずる。

持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律の概要
（平成27年５月27日成立）
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【改革前】 市町村が個別に運営 【改革後】 都道府県が財政運営責任を担う

市町村
都道府県

・ 財政運営責任（提供体制と双方に責任発揮）

・ 市町村ごとの納付金を決定

市町村ごとの医療費水準、所得水準を考慮することが
基本

・ 市町村ごとの標準保険料率等の設定

・ 市町村が行った保険給付の点検、事後調整

・ 市町村が担う事務の標準化、効率化、
広域化を促進

・ 資格管理（被保険者証等の発行）

・ 保険料率の決定、賦課・徴収

・ 保険給付

・ 保健事業

（構造的な課題）

・年齢が高く医療費水準が高い

・低所得者が多い

・小規模保険者が多い

都道府県が市町村ごとに決定した
国保事業費納付金を市町村が納付

・国の財政支援の拡充

・都道府県が、国保の運営
に中心的役割を果たす市町村

市町村

市町村

市町村

市町村

国保運営方針
(県内の統一的方針)

給付費に必要な費用を、
全額、市町村に支払う（交付金の交付）

※被保険者証は都道府県名のもの
※保険料率は市町村ごとに決定

※事務の標準化、効率化、広域化を進める

○平成30年度から、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確

保等の国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化

・給付費に必要な費用は、全額、都道府県が市町村に交付

・将来的な保険料負担の平準化を進めるため、都道府県は、市町村ごとの標準保険料率を提示

（標準的な住民負担の見える化）

・都道府県は、国保の運営方針を定め、市町村の事務の効率化・広域化等を推進

○市町村は、地域住民と身近な関係の中、資格管理、保険給付、保険料率の決定、賦課・徴収、保健

事業等、地域におけるきめ細かい事業を引き続き担う

国保制度改革の概要（運営の在り方の見直し）
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改革の方向性

１．運営の在り方

(総論)

○ 都道府県が、当該都道府県内の市町村とともに、国保の運営を担う

○ 都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業運営の確保

等の国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化

○ 都道府県が、都道府県内の統一的な運営方針としての国保運営方針を示し、市町村が

担う事務の効率化、標準化、広域化を推進

都道府県の主な役割 市町村の主な役割

２．財政運営 財政運営の責任主体
・市町村ごとの国保事業費納付金を決定
・財政安定化基金の設置・運営

・国保事業費納付金を都道府県に納付

３．資格管理
国保運営方針に基づき、事務の効率化、 標
準化、広域化を推進

※４．と５．も同様

･ 地域住民と身近な関係の中、
資格を管理(被保険者証等の発行)

４．保険料の決定

賦課・徴収

標準的な算定方法等により、市町村ごとの標

準保険料率を算定・公表

・ 標準保険料率等を参考に保険料率を決定

・ 個々の事情に応じた賦課･徴収

５．保険給付

・給付に必要な費用を、全額、市町村に対して

支払い

・市町村が行った保険給付の点検

･ 保険給付の決定

･ 個々の事情に応じた窓口負担減免等

６．保健事業 市町村に対し、必要な助言･支援
・ 被保険者の特性に応じたきめ細かい保健事
業を実施 （データヘルス事業等）

国保制度改革の概要（都道府県と市町村の役割分担）
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財政安定化支援事業

50％ 50％

調整交付金（国）

（９％）※１

8,200億円

調整交付金（国）

（32％） ※１

22,900億円

定率国庫負担

公費負担額

国 計 ： 34,300億円

都道府県計： 11,300億円

市町村計： 1,800億円

医療給付費等総額： 約109,900億円

都道府県繰入金

（９％） ※１

6,400億円

前期高齢者交付金

○国保・被用者保険の65歳か
ら74歳の前期高齢者の偏在
による保険者間の負担の不
均衡を、各保険者の加入者数
に応じて調整。

前期高齢者交付金

34,900億円
※３

保険者支援制度

保険料軽減制度

100億円
単位

市町村への地方財政措置：1,000億円

○ 低所得者の保険料軽減分を公費で
支援。
事業規模： 4,400億円

（都道府県 3/4、市町村 1/4）

○普通調整交付金（７％）

都道府県間の財政力の不均
衡を調整するために交付。

○特別調整交付金（２％）

画一的な測定方法によって、
措置できない都道府県・市町
村の特別の事情（災害等）を
考慮して交付。

保険者努力支援制度

※４

特別高額医療費共同事業

高額医療費負担金

保険者支援制度

保険者努力支援制度

特別高額医療費
共同事業

高額医療費負担金

保険料

（26.700億円）

法定外一般会計繰入

約2,500億円 ※２

保険料軽減制度

平成31年度の国保財政 （平成31年度予算案ベース）

※１ それぞれ保険給付費等の９％、32％、９％の割合を基本とするが、定率国庫負担等のうち一定額について、財政調整機能を強化する観点から国の調整交付金に振りかえる等の法律上の措置がある
※２ 平成２８年度決算（速報値）における決算補填等の目的の一般会計繰入の額
※３ 退職被保険者を除いて算定した前期高齢者交付金額であり、実際の交付額とは異なる
※４ 平成３１年度は、平成29年度に特例基金に措置した500億円のうち残330億円は取り崩ししない

○ 都道府県・市町村の医療費適正化、予
防・健康づくり等の取組状況に応じ支援。

予算額：約900億円

○ 著しく高額な医療費（１件420万円超）に

ついて、都道府県からの拠出金を財源に

全国で費用負担を調整。国は予算の範

囲内で一部を負担。 国庫補助額：60億円

○ 高額な医療費（１件80万円超）の発生に

よる国保財政の急激な影響の緩和を図る

ため、国と都道府県が高額医療費の１/４

ずつを負担

事業規模：3,700億円、国庫補助額：900億円

○ 低所得者数に応じ、保険料額の一定

割合を公費で支援
事業規模： 2,600億円、国庫補助額：1,300億円

（国 1/2、都道府県 1/4、市町村 1/4）
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＜平成27年度から実施＞（約1,700億円）

○ 低所得者対策の強化
（低所得者数に応じた自治体への財政支援を拡充）

＜平成30年度から実施＞（約1,700億円）

（単位：億円）

○ 国保の財政運営を都道府県単位化する国保改革とあわせ、毎年約3,400億円の財政支援の拡充
を行う。

1,700億円

○財政調整機能の強化

（精神疾患や子どもの被保険者数など自治体の責めによらない要因への対応） 800億円

○保険者努力支援制度

（医療費の適正化に向けた取組等に対する支援）
８４０億円

（平成31年度は910億円）

○財政リスクの分散・軽減方策

（高額医療費への対応） 60億円

※ 保険料軽減制度を拡充するため、平成26年度より別途500億円の公費を投入
※ 平成27～30年度予算において、2,000億円規模の財政安定化基金を積み立て

【参考】

国保改革による財政支援の拡充について

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

低所得者対策の強化 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700

財政調整機能の強化・
保険者努力支援制度等

－ － － 1,700 1,7７0

財政安定化基金の造成
＜積立総額＞

２００
＜200＞

４００
＜600＞

1,100
＜1,700＞

300
＜2,000＞

－
＜2,000＞ 9



平成31年度の公費について（拡充分の全体像）

○財政調整機能の強化

（財政調整交付金の実質的増額）

【800億円程度】

○保険者努力支援制度

･･医療費の適正化に向けた

取組等に対する支援

【800億円程度】

＜特調（都道府県分）＞【100億円程度】

・子どもの被保険者【100億円程度】

＜特調（市町村分）＞【100億円程度】

・精神疾患【70億円程度】、非自発的失業【30億円程度】

＜暫定措置（都道府県分）＞【250億円程度】

※制度施行時の激変緩和に活用

＜都道府県分＞【500億円程度】

・医療費適正化の取組状況（都道府県平均）【200億円程度】
・医療費水準に着目した評価【150億円程度】
・各都道府県の医療費適正化等に関する取組の実施状況【150億円程度】

＜市町村分＞【412億円程度】

※別途、特調より88億円程度追加

＜普調＞【350億円程度】

合計
1,000億円の
インセンティブ
制度

10

※平成31年度の予算総額は平成30年度と同規模を維持する。なお、保険者努力支援制度分については、平成31年度予算に912億円を
計上したことにより、特例基金を活用せず、また、特調の活用額を縮小する。

※特別高額医療費共同事業への国庫補助を拡充し、60億円を確保。
※2020年度以降の公費の在り方については、施行状況を踏まえ、地方団体と十分に協議を行った上で決定するものとする。 10



市町村
運営協議会に
おける議論

運営方針・納付金等
に関する議論

国 都道府県 市町村

7月13日：
平成31年度の公費の在り方を提示

秋の試算の実施10月22日及び10月末日：
平成31年度試算用の仮係数を提示

納付金等の確定
・確定係数により算定を行い、
納付金・標準保険料率を確定

保険料率の算出
・都道府県から示された納付金額を踏ま
え、法定外繰入や基金繰入金等を加味
して平成31年度の保険料率を算出

予算審議(3月議会)
・31年度予算を決定

予算審議(3月議会)
・31年度予算を決定

平成31年度納付金等の算定スケジュール

（連携会議等
における協議）

条例改正/告示
・概ね3月～6月
に保険料率決定

国保改革施行

平成31年度保険料の
賦課

11

Ｈ30.6

Ｈ30.12

Ｈ30.4

Ｈ30.10

Ｈ31.6

Ｈ31.3

12月21日
平成30年度国民健康保険料等の動向の
とりまとめ・公表

11月中旬 H31概算介護納付金に係る介護
２号被保険者数の過大・過小申請〆切

Ｈ30.11

1月末日（予定） H31概算前期交付金・納付
金・後期高齢者支援金に係る過大・過小申請
〆切

Ｈ31.1

12月26日：
平成31年度本算定用の確定係数を
提示

1月30日：所得等の額を告示

11



納付金算定上の係数について

平成30年1月 平成30年11月 平成31年１月

本算定（確定係数） 秋の試算（仮係数） 本算定（確定係数）

対象予算 平成30年度予算ベース 平成31年度予算ベース

追加公費 約1,600億円 約1,600億円 約1,670億円

内
訳

普通調整交付金 約300億円 約350億円 約350億円

暫定措置 約300億円 約250億円 約250億円

特別調整交付金 約100億円（子ども） 約100億円（子ども） 約100億円（子ども）

保険者努力（都道府県） 約500億円 約500億円 約500億円

保険者努力（市町村）
約340億円

（別途特調より160億円）
約300億円

（別途特調より約200億円）
約412億円

（別途特調より約88億円）

特別高額医療費共同事業 約60億円 約60億円 約60億円

その他
・前期高齢者交付金等がほぼ確定額に
・特調による追加激変緩和措置として
100億円を交付

・特調による追加激変緩和措置として
確保した一定額（84億円）を提示

・保険者努力支援制度は9月に評価を
行い、交付見込額(速報値)を提示

・特調による追加激変緩和措置として
確保した一定額（100億円）を提示

・前期高齢者交付金等がほぼ確定額に
・保険者努力支援制度の交付見込額
を提示

※追加公費のうち、精神、非自発分（約100億円）については未反映。追加公費の総額部分については四捨五入を行っている。

○ 平成31年度の予算総額は平成30年度と同規模を維持する。なお、保険者努力支援制度分については、平成
31年度予算に912億円を計上したことにより特例基金を活用せず、また、特調の活用額を縮小する。

○ 消費税率の引上げに伴う診療報酬本体分の改定影響や団塊世代の高齢化等を考慮して、例外的な措置とし
ての国特別調整交付金による追加激変緩和100億円を維持する。また、経営努力分の経過措置についても平
成30年度の算定方式を維持する。

12



○ 平成30年度においては、追加公費の投入(1,700億円規模)が行われるため、全体的には、平成29年度から平成30年度にかけての保険料の

伸びはほぼ抑制・軽減されることとなる。

○ ただし、国保の財政運営の仕組みが変わる（納付金方式の導入等）ことに伴い、一部の市町村においては、被保険者の保険料負担が上昇

する可能性がある。

○ 平成31年度において追加公費の投入規模が平成30年度とほぼ変わらないため、被保険者数の減少により、1人当たり効果額は増加する。

○ 加えて、都道府県の平成30年度特別会計予算に決算剰余金が見込まれる場合には、当該剰余金の一部を活用することも考えられる。

（前期交付金等の返還財源分は留保しておく。）

被保険者の保険料負担が改革の前後で急激に増加することを回避するための重層的な仕組みを用意

○ 納付金の算定にあたって、各都道府県は、市町村ごとの医療費水準や所得水準の差を、納付金にどの程度反映させるかを定めることになるが、激

変が生じにくい反映方法を用いることを可能とする。

ア）市町村ごとの「納付金の設定」の際の対応

○ 都道府県繰入金（給付費の９％相当）の活用により、市町村ごとの状況に応じたきめ細やかな激変緩和措置を講じることが可能な仕組みを設ける。

イ）「都道府県繰入金」による対応

○ 施行当初の激変緩和の財源を確保するため、各都道府県ごとの「特例基金」を国費により設け、これを計画的に活用することが可能な仕組みを設

ける。（平成30～35年度の時限措置。基金の規模は全国で300億円【6年間で活用】）

ウ）「特例基金」による対応

４段階の激変緩和措置（平成31年度）

※ 決算補填目的等のための法定外一般会計繰入を削減したことによる変化は緩和措置の対象外

○ 施行当初の激変緩和財源の充実に関する地方団体からの要請を踏まえ、平成30年度から投入する1,700億円のうちの300億円を追加激変緩和財

源として確保し、都道府県ごとの柔軟な活用を可能とする。（施行当初の暫定措置。平成31年度は全国で250億円【単年度で活用】）。さらに、平成31

年度は、特別調整交付金による追加激変緩和措置として約100億円を継続。

エ）「追加激変緩和財源」による対応

13



都道府県国保運営方針の策定

○ 国保改革に伴い、国保の保険者としての事務は、都道府県と市町村で役割分担をして行うこととなり、都道府県は

財政運営の責任主体として安定的な財政運営に責任を持つとともに、県内市町村の国保事業の広域化や効率化を推

進する役割も果たすこととなる。

○ そこで、改革後は、都道府県と市町村が一体となって、財政運営、資格管理、保険給付、保険料の賦課徴収、保健

事業その他の保険者の事務を共通の認識の下で実施するとともに、各市町村が国保事業の広域化や効率化を推進で

きるよう、都道府県が、国保法第82条の２に基づき、県内の統一的な国民健康保険の運営方針を定める。

○ 市町村は、国保法第82条の２に基づき、都道府県国保運営方針を踏まえた国民健康保険の事務の実施に努める。

■ 主な記載事項

〈任意項目〉

（５） 医療費適正化に関する事項
・ 後発医薬品の使用促進に関する事項、医療費通
知の共同実施 等

（６） 市町村が担う事務の効率化、広域化の推進に関す
る事項

（７） 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策
との連携に関する事項

（８） 施策の実施のために必要な関係市町村相互間の
連絡調整等

■ 主な記載事項

〈必須事項〉

（１） 国保の医療費、財政の見通し

（２） 市町村の保険料の標準的な算定方法に関する事項
・標準的な保険料の算定方式、市町村規模別の標準的な
収納率 等

（３） 保険料の徴収の適正な実施に関する事項
・複数の自治体による滞納整理事務の共同実施、収納担
当職員に対する研修会の共同実施 等

（４） 保険給付の適正な実施に関する事項
・海外療養費の審査等の専門的な知見を要する事務の共
同実施、保険医療機関による大規模な不正請求が発覚し
た場合における不正利得の回収に関する事項等

全都道府県で策定済み（平成30年3月末現在）

（参考）国保運営方針の対象期間 ３年間（32年度） ６年間（35年度）

都道府県数 ３７ １０ 14



○ 国保改革を契機として、都道府県は、国保運営方針を策定し、
①事務処理の広域化・集約化・共同化による効率化等や、
②都道府県内統一の標準的な基準の整備等によるサービスの均質化、均一化
を推進することとしている。

○ 各都道府県の平成3０年度の取組状況を整理すると、概ね以下のとおり。（本算定時の提出帳票を基に集計）

都道府県内における国保関係事務等の広域化・集約化・共同化に向けた動向

①事務処理の共同化等による効率化等

主な項目 内容例 都道府県数

保健事業、医療費適正化
対策の共同化

重症化予防の取組の共同実施等
特定健診受診促進広報

26

被保険者への広報事業の
共同化

国保制度全般に係る広報・外国
語版の作成等の共同実施

26

各種統計資料作成事務の
共同化

事業月報・年報等に係る資料作
成事務の共同実施等

14

保険料収納対策の共同化
広域的な徴収組織の活用等 18

被保険者証等の発行事務
の共同化

様式や更新時期を統一した上で
行う発行事務

19

②統一基準の整備等によるサービスの均質化、均一化

主な項目 内容例 都道府県数

一部負担金の減免基準の
統一

減免基準の段階的統一等 14

保険料の減免基準の統一 減免理由や基準の段階的統一等 10

出産育児一時金等の支給
額等の統一

出産育児一時金・葬祭費の支給
額や申請方法の統一等

16

短期被保険者証等の交付
基準の統一

短期被保険者証・資格証明書の
交付基準の統一

6

療養費の標準的な取扱基
準の策定

療養費の標準的な取扱基準の策
定等

11

⇒ 引き続き、国保運営方針に基づき、具体的な取組を推進

15



２．保険者機能の強化

16



国保改革の中での保険者への期待

○ 今回の国保改革により財政運営の都道府県単位化と公費拡充が

実施され、国保制度は従来に比べて大きく安定化することが期待さ

れる。

○ 一方、被保険者の年齢構成が高い、医療費水準が高い、所得水準

が低い等、国保が抱える構造的な課題については、国保改革施行後

も引き続き対応していく必要がある。

○ このため、国保制度の持続可能性を高める観点から、都道府県及

び市町村が保険者機能を発揮し、より一層の医療費適正化を進める

ことが重要。

○ これに際しては、庁内横断的な連携の下で、被保険者の健康づくり

や地域づくりなどを進めることも重要。

17



＜特定健診・保健指導の推進＞

18



特定健診・特定保健指導の制度について

○ 根拠法：「高齢者の医療の確保に関する法律」

○ 実施主体：医療保険者

○ 対象：４０歳以上７４歳以下の被保険者・被扶養者

○ 内容（健診）：高血圧症、脂質異常症、糖尿病その他の内臓脂肪の蓄積に起因する生活
習慣病に関する健康診査を実施

○ 内容（保健指導）：健診の結果、健康の保持に努める必要がある者に対して特定保健指
導を実施。

○ 実施計画：医療保険者は５年ごとに特定健診等実施計画を策定
＊第３期からは６年ごと

○ 計画期間：第１期（2008（平成20）年度～2012（平成24）年度）（５年間）
第２期（2013（平成25）年度～2017（平成29）年度）（５年間）
第３期（2018（平成30）年度～2023年度）（６年間）

○ 健診項目及び対象者：特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（厚
生労働省令）等により規定

制度概要

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき医療保険者は特定健診・保健指導を実施

19



特定健診・保健指導の見直し（2018年度～2023年度）

○ 医療保険制度では、内臓脂肪の蓄積等に起因する糖尿病等の発症・重症化を予
防し、医療費適正化に資するよう、保険者が共通で取り組む法定義務の保健事業
として、特定健診・保健指導（リスクが高い者に専門職が個別指導）を実施。

（※）特定健診は、2016年度時点で約2756万人が受診。前年度比で50万人増。2015年度時点で特定健診
の全保険者の平均実施率が50％を超えている。70％目標に達していないが、保険者、医療関係者、
健診実施機関、現場の関係者の取組により、制度は着実に定着。

○ 特定保健指導の2016年度時点の平均実施率は19％。全保険者目標45％を上回る
優良な保険者もあるが、健保組合・共済組合は、３割弱の保険者が実施率５％未
満（協会けんぽ 実施率14％）。保険者間の差が大きく、実施率向上が課題。

○ このため、保険者機能の責任の明確化の観点から、厚生労働省において、2017
年度の実績から、各保険者別に特定健診・保健指導の実施率を公表する。

厳しい保険財政と限られた人的資源の中、特定保健指導の質を確保しつつ、対
象者の個別性に応じた現場の創意工夫や運用改善を可能とし、効果的・効率的な
実施により、実施率の向上につながるよう、特定保健指導の運用ルールを緩和。

○ 詳細健診（医師が必要と認める場合に実施）に「血清クレアチニン検査」を追加し、
糖尿病性腎症の重症化予防を強化。問診の質問票に新たに「食事をかんで食べる
時の状態」に関する質問を追加し、歯科の保健指導や受診勧奨にもつなげる。

20



特定健診･特定保健指導の実施状況（保険者種別推移）

（１）特定健診の保険者種類別の実施率

（２）特定保健指導の保険者種類別の実施率

※上段（ ）内は、2016年度保険者数
下段（ ）内は、2016年度特定健診対象者数

※（ ）内は、2016年度特定保健指導対象者数

（注）全国健康保険協会の2015年度の特定保健指導の実施率の低下は、不審通信への対処のため、約１年間、協会けんぽのシステムについて、ネットワーク接
続から遮断したこと等により、健診結果のデータをシステムに効率的に登録することができず、初回面接の件数が大きく落ち込んだことが影響している。

総数
（3,377保険者）
（5,360万人）

市町村国保
（1,738保険者）
（2,065万人）

国保組合
（163保険者）
（144万人）

全国健康
保険協会

（１保険者）
（1,590万人）

船員保険
（１保険者）
（５万人）

健保組合
（1,389保険者）
（1,206万人）

共済組合
（85保険者）
（351万人）

2016年度 51.4% 36.6% 47.5% 47.4% 48.5% 75.2% 76.7%

2015年度 50.1% 36.3% 46.7% 45.6% 46.8% 73.9% 75.8%

2014年度 48.6% 35.3% 45.5% 43.4% 40.9% 72.5% 74.2%

2013年度 47.6% 34.2% 44.0% 42.6% 40.1% 71.8% 73.7%

2012年度 46.2% 33.7% 42.6% 39.9% 38.9% 70.1% 72.7%

2011年度 44.7% 32.7% 40.6% 36.9% 35.3% 69.2% 72.4%

2010年度 43.2% 32.0% 38.6% 34.5% 34.7% 67.3% 70.9%

2009年度 41.3% 31.4% 36.1% 31.3% 32.1% 65.0% 68.1%

2008年度 38.9% 30.9% 31.8% 30.1% 22.8% 59.5% 59.9%

総数
（469万人）

市町村国保
（88万人）

国保組合
（13万人）

全国健康
保険協会

（147万人）

船員保険
（0.9万人）

健保組合
（169万人）

共済組合
（51万人）

2016年度 18.8% 24.7% 9.1% 14.2% 7.2% 19.2% 23.2%

2015年度 17.5% 23.6% 8.9% 12.6%（注） 6.9% 18.2% 19.6%

2014年度 17.8% 23.0% 9.1% 14.8% 5.9% 17.7% 18.1%

2013年度 17.7% 22.5% 9.0% 15.3% 7.1% 18.0% 15.7%

2012年度 16.4% 19.9% 9.5% 12.8% 6.3% 18.1% 13.7%

2011年度 15.0% 19.4% 8.3% 11.5% 6.5% 16.7% 10.6%

2010年度 13.1% 19.3% 7.7% 7.4% 6.3% 14.5% 8.7%

2009年度 12.3% 19.5% 5.5% 7.3% 5.8% 12.2% 7.9%

2008年度 7.7% 14.1% 2.4% 3.1% 6.6% 6.8% 4.2%
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＜データヘルス計画の策定＞
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計画（Plan） 実施（Do）

［健康・医療情報等の分析］
多角的・複合的な視点に立ち、集団全体の健康
問題の特徴をデータから分析。
データの他、質的情報等も分析。

県内平均値との比較
全国平均値との比較
県内保険者・同規模保険者との比較
地区別の分析 性・年齢別の分析
疾病分類別の分析 経年比較

［健康課題の抽出・明確化］
分析結果を踏まえ、集団の優先的な健康課題を
選択。
どのような疾病にどのくらい医療費を要してい
るか、より高額な医療費の原因は何か、それは
予防可能な疾患なのか等を検討。

［目標の設定］
最も効果が期待できる課題を、重点的に対応す
べき課題として目標・対策を設定。

［保健事業対象の明確化］
抽出された課題や目標を十分に踏まえ、
支援方法・優先順位等を検討し、保健
事業を選択、優先順位付けて実施。

健診未受診者
メタボ該当者・予備群
生活習慣病重症化予防対象者
性・年齢別特定健診・特定保健指導
の実施結果
質問票調査の結果
性・年齢別健診有所見者状況

［効率的・効果的な保健指導の実施］
保健事業の対象とする個人を適切に抽
出。
外部有識者等との連携・協力体制を確
保。
対象者のライフスタイルや行動変容の
準備状態にあわせた学習教材を用意。
確実に行動変容を促す支援を実践。

＜より効率的・効果的な方法・内容に改善＞

［現状の整理］
これまで実施した保健事業の考察。

評価（Check）

[ストラクチャー評価（構造）]
保健事業を実施するための
仕組みや体制の評価。

（指標：事業運営状況の管理体
制の整備等）

[プロセス評価（過程）]
事業の目的や目標の達成に

向けた過程（手順）や
活動状況を評価。

（指標：必要データの入手等）

[アウトプット評価（実施量）]
目的・目標の達成のために

行われる事業の結果を評価。
（指標：保健指導実施率等）

[アウトカム評価（結果）]
事業の目的や目標の達成度、
また成果の数値目標を評価。
（指標：健診結果、医療費の

変化等）

改善（Action）

検証結果に基づく、課題解決に向けた計画の修正。
健康課題をより明確にした戦略的取組の検討。

検査データの改善度、行動目
標の達成度、生活習慣の改善
状況等を評価。

「データヘルス計画」とは

○ レセプト・健診情報等のデータの分析に基づく、効率的・効果的な保健事業をＰＤＣＡサイクルで実施するための事業計画。

※ 計画の策定にあたって、電子化された健康・医療情報を分析し、被保険者等の健康課題を明確にした上で、事業の企画を

行う。

出典：国保中央会 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドライン（平成29年12月改訂版）
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保険者（国保・後期広域）によるデータ分析に基づく保健事業（データヘルス）の実施

○ 平成25年６月に閣議決定された「日本再興戦略」において、保険者にデータヘルス計画の策定と事業実施、評価等を求める
とされ、これを受けて、平成26年４月に保健事業の実施等に関する指針の改正等を実施。

日本再興戦略（平成２５年６月１４日閣議決定） 抄

健康保険法等に基づく厚生労働大臣指針（告示）を今年度中に改正し、全ての健康保険組合に対し、レセプト等のデータの
分析、それに基づく加入者の健康保持増進のための事業計画として「データヘルス計画（仮称）」の作成・公表、事業実施、
評価等の取組を求めるとともに、市町村国保が同様の取組を行うことを推進する。

○ 更に、国保保険者・広域連合がデータヘルス計画を策定するに当たって盛り込むべき事項や留意点等をまとめた「手引き」を
策定（平成26年６月（国保）、同７月（後期広域））。各保険者は、これらを踏まえ、順次、「データヘルス計画」の策定・公表を行
い、保健事業を推進。また、国保中央会、連合会において、有識者等による保険者の支援体制を整備。

○ 平成30年度からの第２期データヘルス計画の策定に向けて、国において、平成29年７月から「データヘルス計画（国保・後期
広域）の在り方に関する検討会」を開催し、そこでの議論を踏まえ、平成29年９月に「手引き」を改定。引き続き、全ての保険者
が保険者機能をより一層発揮し、加入者の健康の保持増進に資する取組が円滑に進むよう、国としても支援していく。

＜データヘルス計画（国保・後期広域）の実施スケジュール＞

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

第１期計画の策定 第１期計画の実施 第２期計画期間

ヘルスサポート事業による支援

計画の実施（３年間）
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データヘルス計画策定状況（都道府県別）

都道府県
保険者

数

データヘルス計画策定状況

策定し
ている

策定中の場合

未着手平成30
年度中

平成31
年度中

それ
以降

北海道 157 133 17 1 2 4

青森県 40 38 2 0 0 0

岩手県 33 30 3 0 0 0

宮城県 35 31 4 0 0 0

秋田県 25 25 0 0 0 0

山形県 32 30 2 0 0 0

福島県 59 58 1 0 0 0

茨城県 44 44 0 0 0 0

栃木県 25 25 0 0 0 0

群馬県 35 31 2 0 2 0

埼玉県 63 63 0 0 0 0

千葉県 54 50 3 0 0 1

東京都 62 53 2 1 0 6

神奈川県 33 32 1 0 0 0

新潟県 30 30 0 0 0 0

富山県 15 15 0 0 0 0

石川県 19 19 0 0 0 0

福井県 17 17 0 0 0 0

山梨県 27 26 1 0 0 0

長野県 77 74 1 1 0 1

岐阜県 42 42 0 0 0 0

静岡県 35 34 0 0 0 1

愛知県 54 51 1 1 1 0

三重県 29 25 2 1 0 1

都道府県
保険者

数

データヘルス計画策定状況

策定し
ている

策定中の場合

未着手平成30
年度中

平成31
年度中

それ
以降

滋賀県 19 19 0 0 0 0

京都府 26 24 2 0 0 0

大阪府 43 41 1 0 0 1

兵庫県 41 40 0 1 0 0

奈良県 39 36 3 0 0 0

和歌山県 30 26 3 0 0 1

鳥取県 19 15 3 0 0 1

島根県 19 18 0 1 0 0

岡山県 27 27 0 0 0 0

広島県 23 23 0 0 0 0

山口県 19 19 0 0 0 0

徳島県 24 23 1 0 0 0

香川県 17 17 0 0 0 0

愛媛県 20 20 0 0 0 0

高知県 34 34 0 0 0 0

福岡県 60 60 0 0 0 0

佐賀県 20 20 0 0 0 0

長崎県 21 21 0 0 0 0

熊本県 45 45 0 0 0 0

大分県 18 18 0 0 0 0

宮崎県 26 25 1 0 0 0

鹿児島県 43 41 2 0 0 0

沖縄県 41 40 1 0 0 0

国民健康保険の保健事業の実施状況に関する調べ

計 1,716 1,628 59 7 5 17

（平成30年7月1日現在）
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○ＫＤＢシステム機能改善（健康スコアリングサービス対応）

（１）被用者保険における対応
「未来投資戦略2017」において、「保険者のデータヘルスを強化し、企業の健康経営との連携（コラボヘルス）を推進するため、厚生労働省と日本健康会議が連携して、各保険
者の加入者の健康状態や健康への投資状況等をスコアリングし経営者に通知する取組を、来年度から開始する」ことが示された。これに基づき、日本健康会議の下に健康スコアリ
ングの詳細設計に関するWGを設置され、スコアリングレポートの様式など議論を行い、平成30年度中に全健保組合へ試行的に導入することとされた。
（２）市町村国保における対応
市町村全体の予防・健康づくり施策との連携の促進も視野に、より一層、首長等市町村幹部の国保保健事業への問題意識の醸成をはかるため、市町村国保においても、視覚的
にも分かりやすく、健康課題等に係る訴求効果が高いスコアリングレポートを、KDBシステムにより作成・出力できるようにする（平成３１年度から対応予定）。

「未来投資戦略2018」（平成30年6月15日閣議決定～抜粋～）
ⅱ）勤務先や地域も含めた健康づくり、疾病・介護予防の推進
②保険者によるデータを活用した健康づくり・疾病予防・重症化予防、健康経営の推進
保険者全体で糖尿病や透析の原因にもなる慢性腎臓病等の重症化予防の取組を推進するとともに、企業・保険者連携での予防・健康づくり「コラボヘルス」を推進する。加入
者の健康状態や医療費、予防・健康づくりへの取組状況等を分析、経営者に通知する「健康スコアリング」を、全健康保険組合、国家公務員共済組合に対し、本年度は保険者
単位、平成32年度以降は事業主単位で実施する。他の共済組合等の実施も検討し、来年度に結論を得る。国保・後期高齢者医療広域連合は、来年度中に開始する。

１．健康スコアリングの背景と目的

２．ＫＤＢシステム機能改善の内容

・グラフ等を中心とした自保険者の健康に関するデータ等の見える化を行う。
・医療・健診・介護データの各項目の点数付けにより、「総合スコアリング画面」を新規作成。
・詳細項目を確認できるよう本画面から各既存画面(一部経年推移画面等は新規作成)へ遷移可能。
・健保側の項目と一致させつつ、 KDBの強み・特長を活かすよう以下の要素を取り入れる予定。

- 同規模保険者比較が可能
- 地区別・二次医療圏別のスコアリングが可能
- NDBに無い介護データのスコアリングも可能

３．ＫＤＢシステムの概要

統計情報や個人の健康に関する
データを画面表示または帳票で出
力（PDFまたはCSV形式）可能

保険者等

国保中央会国保連合会

健診 医療 介護

各システムからデータを連携

ＫＤＢシステム

・統計情報（疾病別医療費分析、健診・保健指導結果等））
・個人の健康に関するデータ

・突合処理

健診、医療、介護データ
を個人単位で紐付け

・集計処理

全国統計、保険者別統
計、同規模比較

国保組合

市町村

後期広域連合

都道府県庁
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出典：健康スコアリングの詳細設計に関するWG報告書

健康スコアリングレポート様式

【レポート本紙】

（サンプル）
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＜糖尿病重症化予防の推進＞
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糖尿病性腎症重症化予防の推進

○人工透析は医療費年間総額1.57兆円を要するため、人工透析の主な原疾患である糖尿病性腎症の重症化予防は、健康寿命
の延伸とともに医療費適正化の観点において喫緊の課題である。

○平成27年6月「経済財政運営と改革の基本方針2015」及び平成27年7月の日本健康会議「健康なまち・職場づくり宣言2020」※

等において生活習慣病の重症化予防を推進することとされており、レセプトや健診データを効果的・効率的に活用した取組を全
国に横展開することが必要である。

背景

○保険者努力支援制度の創設（平成28年度より前倒し実施、平成30年度より1000億円規模のインセンティブとして本格実施）

保険者努力支援制度における評価

○厚生労働省・日本医師会・日本糖尿病対策推進会議の三者が連携協定を締結（平成28年３月）。
○国レベルで「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」を策定（平成28年４月）。
○重症化予防WGとりまとめ「糖尿病性腎症重症化予防の更なる展開に向けて」及び事例集を公表（平成29年７月）。

環境整備・ツール提供

○国保ヘルスアップ事業・国保保健指導事業（市町村向け）

財政支援

市町村が実施する保健事業（特定健診未受診者対策、生活習慣病重症化予防等）に係る経費を助成※する
※国保被保険者数に応じた助成限度額：国保ヘルスアップ事業600万～1,800万円、国保保健指導事業400万～1,200万円。財源は特別調

整交付金を活用。

※かかりつけ医等と連携して生活習慣病の重症化予防に取り組む自治体800市町村（平成32年）を目指す

横展開を推進

○都道府県国保ヘルスアップ支援事業（都道府県向け、平成30年度～）

都道府県が実施する保健事業等（基盤整備、現状把握・分析等）に係る経費を助成※する
※国保被保険者数に応じた助成限度額：1,500万～2,500万円。
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取組の実施状況

平成28年度
保険者データヘルス

全数調査
（平成28年3月時点）

平成29年度
保険者データヘルス

全数調査
（平成29年3月時点）

平成30年度
保険者データヘルス

全数調査
（平成30年3月時点）

現在も過去も実施していない 520 250 94

過去実施していたが現在は実施していない 35 23 6

現在は実施していないが予定あり 362 303 247

糖尿病性腎症の重症化予防の取組を行っている 659 1,009 1,282

かかりつけ医等と連携して生活習慣病の重症化予防に取り組む自治体を800市町村、広域連合を24団体以上
とする。その際、糖尿病対策推進会議等の活用を図る。宣言２

重症化予防に取り組む自治体の状況（市町村国保）

５つの要件の達成状況
平成28年3月

時点
平成29年3月

時点
平成30年3月

時点

①対象者の抽出基準が明確であること 622 957 1,249

②かかりつけ医と連携した取組であること 503 846 1,156

③保健指導を実施する場合には、専門職が取組に携わること 566 817 1,087

④事業の評価を実施すること 583 907 1,164

⑤取組の実施にあたり、地域の実情に応じて各都道府県の糖尿病対策
推進会議等との連携（各都道府県による対応策の議論や取組内容の共
有など）を図ること

136 721 1,088

全要件達成数（対象保険者） 118 654 1,003

日本健康会議「健康なまち・職場づくり宣言2020」

全 自 治 体
（1716市町村）

2018年度保険者データヘルス全数調査
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○重症化予防に取り組む市町村及び広域連合の数を増やす。
○取組内容の中身の充実を図る。
○自治体の取組を推進するため、

①都道府県の体制整備（プログラム策定等）を推進し、都道府県による支援を進める。
②関係団体による取組・支援を進める。

糖尿病性腎症重症化予防の基本的な方向性

基本的な方向性

２．重症化予防の周知啓発
・保健指導の手引きを作成し配布※平成31年度3月末

・広報活動（ポスター、リーフレット、動画）※平成31年度3月末

・全国の各ブロックで説明会を開催

４．保険者努力支援制度による評価
○取組の質の向上に向けて評価指標を見直し
・過年度の実施状況等を見つつ、日本健康会議重症化予防WGでの議論も踏まえ、翌年度の評価指標を設定

３．取組に対する財政支援
○市町村が実施する保健事業に対する助成

・国保ヘルスアップ事業、国保保健指導事業
※市町村が実施する特定健診未受診者対策、生活習慣病重症化予防等に係る経費を助成する
※国保被保険者数に応じた助成限度額：国保ヘルスアップ事業～1,800万円、国保保健指導事業～1,200万円

○都道府県が実施する保健事業等に対する助成

・都道府県国保ヘルスアップ支援事業
※都道府県が実施する基盤整備、現状把握・分析等に係る経費を助成する
※国保被保険者数に応じた助成限度額：1,500万～2,500万円

１．重症化予防WGにおける検討の深掘り
・取組状況の把握（調査実施等）
・取組内容の効果検証（研究班等）
・重症化予防の推進支援等の検討
・重症化予防プログラムの改定

具体的な取組

31



＜後発医薬品の活用推進等＞
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■ 先発医薬品に比べて薬価が低い後発医薬品を普及させることは、患者負担の軽減や医療
保険財政の改善に資するものである。

■ しかしながら、後発医薬品推進の本来的な意義は、医療費の効率化を通じて、限られた
医療資源の有効活用を図り、国民医療を守ることである。

○ 有効成分、効能・効果、用法・用量等は先発医薬品と同じ

○ 価格が安い

※ 添加物が異なる場合がある。

※ 先発医薬品との同等性は承認時等に確認。その基準は欧米と同じ

※ 先発品が効能追加を行っている場合、効能・効果等が一部異なるものも。

主な特徴

○ 既承認医薬品（新薬、標準製剤）と同一の有効成分を同一量含む同一投与経路の製剤で、効能・効果、用法・用
量が原則的に同一で、既承認医薬品と同等の臨床効果が得られる医薬品。

○ 欧米では一般名（generic name）で処方することが多いため、こうした製剤のことを「ジェネリック医薬品」と
呼んでいる。

後発医薬品（ジェネリック医薬品）とは

○ 後発医薬品の普及 → 患者負担の軽減
限られた医療費資源の有効活用

使用促進の効果

後発医薬品について

後発医薬品推進の意義・目的
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後発医薬品推進の主な具体策

安定供給・品質の信頼
性確保

情報提供・環境整備 医療保険制度上の事項

 安定供給
• 安定供給に支障を生じた事

例について、メーカーに対
して、原因究明と再発防止
の改善を指導

• 業界団体・メーカーにおい
て安定供給のためのマニュ
アル等の推進をするよう通
知において指導

 医療関係者への情報提供
• 厚生労働省において後発医薬品の品質に関する情

報を掲載した「後発医薬品品質情報」を年２回発
行

• 各都道府県において、後発医薬品使用促進協議会
と保険者協議会が、連携をしながら、情報共有や
医療機関等への働きかけ等を実施

• 地域の中核的な病院等において汎用後発医薬品リ
ストを作成して、地域の医療機関に情報提供を実
施

 診療報酬上の評価等
【医療機関】
• 医療機関における後発医薬品使用体制加

算、外来後発医薬品使用体制加算の要件
の厳格化
（後発医薬品の使用割合の引上げ）

• 一般名処方加算の評価の引上げ

【薬局】
• 薬局における後発医薬品調剤体制加算の

要件を厳格化
（後発医薬品の調剤割合の引上げ）

• 後発医薬品の使用割合が著しく低い薬局
の減算規定を創設

 品質の信頼性確保
• 国立医薬品食品衛生研究所

に設置した「ジェネリック
医薬品品質情報検討会」を
司令塔として品質検査の実
施や情報発信

• メーカーが医療関係者を対
象としてセミナー開催・工
場見学・情報発信を積極的
に実施

 環境整備
• 政府広報の活用やポスター・リーフレット等による普

及啓発の推進

• 医療保険の保険者において後発医薬品を利用した場合
の負担額の違いについて被保険者へ知らせるための通
知を発出

• 保険者毎の後発医薬品の使用割合を公表（2018年度
実績より）

• 後発医薬品の使用促進が進んでいない都道府県から重
点地域を指定し、問題点の調査・分析、モデル事業を
実施

• 第３期医療費適正化計画（2018～2023年度）に基づ
き、各都道府県において使用促進の取組を実施

 薬価改定・算定
• 新規収載される後発医薬品の薬価につい

て、先発品の５割を原則（10品目を超え
る内用薬は４割）とする

• 上市から12年が経過した後発医薬品につ
いて原則として１価格帯とする
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※ 「使用割合」とは、後発医薬品のある先発医薬品」及び「後発医薬品」を分母とした「後発医薬品」の使用割合をいう。
※ 「薬価調査」とは、薬価基準改正の基礎資料を得ることを目的とし、２年に１度、医薬品販売業者等を対象に医薬品価格を調査するもの。

後発医薬品の使用割合の推移と目標

⑦薬価制度の抜本改革、患者本位の医薬分業の実現に向けた調剤報酬の見直し、薬剤の適正使用等
2020年９月までに、後発医薬品の使用割合を80％とし、できる限り早期に達成できるよう、更なる使用促進策を
検討する。

「経済財政運営と改革の基本方針2017」（平成29年６月９日閣議決定）（抄）

○ 品質等に関する信頼性の確保などに引き続き取り組むとともに、特に後発医薬品の使用促進が進んでいない地
域等の要因をきめ細かく分析し、その要因に即した対応を図る。

○ 引き続き後発医薬品の品質確認検査品目数の拡大を行うとともに、ブルーブックの作成・公表を行う。
○ 引き続き中央社会保険医療協議会において議論を進め、その議論を踏まえて平成30年度診療報酬改定を実
施する。

○ 第３期医療費適正化計画の目標について、毎年度進捗状況を把握する。

対応

32.5%
34.9% 35.8% 39.9%

46.9%

56.2%

20%

40%

60%

80%

H17.9 H19.9 H21.9 H23.9 H25.9 H27.9 H29.9 H31 H32.9

65.8％

目標
80%
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「最近の調剤医療費（電算処理分）の動向」における都道府県別後発医薬品使用割合と伸び幅
（数量ベース）(%)

注１） 保険薬局で、レセプト電算処理システムで処理された調剤レセプトのデータをもとに分析したものであり、院内処方（入院、院内調剤）及び紙レ

セプトを含まない数値である （出典：「最近の調剤医療費（電算処理分）の動向」（厚生労働省保険局調査課）） 。

注２） 保険薬局の所在する都道府県ごとに集計したものである。
注３） 「数量」とは、薬価基準告示上の規格単位ごとに数えた数量をいう。
注４） 後発医薬品の数量シェア（置換え率）＝〔後発医薬品の数量〕／（〔後発医薬品のある先発医薬品の数量〕＋〔後発医薬品の数量〕）
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＜重複服薬・多剤投与対策の推進＞
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① 医療機関における処方での減薬

○ 診療報酬で、減薬した医療機関を評価。

多剤・重複投薬の適正化に向けた対策（全体像）

○ 医薬品適正使用の推進は、医薬品の有効性確保や副作用防止、医療費の適正化の観点から重要。その際、薬局や医療機関が、個々の
患者の服薬状況を正確に把握した上で対応できるようにすることが重要。今後、レセプト情報を活用した個々の患者の服薬情報の一元
的な把握による、医療機関・薬局での処方・調剤での減薬の手法について検討していく。

（※）多剤・重複投薬の適正化を含め、患者の安全な服薬の観点から、厚労省の「高齢者医薬品適正使用検討会」において高齢者の医薬品適正使用
の指針に関する検討が進められている（平成30年4～6月を目途に総論編、平成30年度末に詳細編がそれぞれ策定予定）。

② 薬局から医師への減薬の働きかけ

○ 診療報酬で、薬局からの疑義照会を通じた多
剤・重複投薬の適正化等を評価。

医療機関

かかりつけ薬剤師・薬局患者

調剤

医療保険者

レセプト
情報

働きかけ

処方箋・お薬手帳

③ 保険者によるレセプトを活用した取組

○ 保険者はレセプトにより患者（加入者）の服薬状況の把握が可能。
○ 一部の保険者では、レセプト情報を活用して多剤・重複服薬の患者（加入者）への服薬情報の通知や個別訪問・指導を実施。

平成30年度診療報酬改定において、
・ 薬局が医師に疑義照会を行い、処方の変更が行われた
場合の評価を充実。

・ 薬局が医師に減薬の提案を行い、その結果、処方され
る内服薬が減少した場合の評価を新設。

・ お薬手帳の利用を推進。（活用実績が相当程度あると
認められない薬局の評価を見直し）

平成30年度診療報酬改定において、
・ 患者の処方薬剤を調整し減薬した場合の評価の
対象となる医療機関を拡大。

・ 入院・入所先の医療機関等と医薬品の適正使用
に係る連携を行った場合の評価を新設。

2018年4月19日
社会保障WG厚労省資料
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保険者による現行の取組例

○ 保険者は、レセプト情報により患者（加入者）の服薬状況を把握できるため、それを活用して多剤・重複投薬されている
者を抽出して取組を実施することが可能。対象の加入者に個別に訪問・指導を行う取組も行われている。

対象の加入者に服薬情報を通知するパターン 対象の加入者に個別に訪問・指導するパターン

医療保険者

服薬情報のお知らせ
（郵便などで送付）

委託事業者

レセプト

患者
（加入者）

薬局

服薬情報を
薬局に持参

医療機関

薬剤師が、服薬情報をもとに
他の薬局・医療機関と連携して

服薬の調整・見直し

※ 患者が直接、医療機関
へ持参する取組例もあり

医療保険者

患者（加入者）へ
保健師等が

個別に指導（※）

委託事業者

レセプト

薬局 医療機関

通院など

患者

薬局・医療機関へも
指導状況をフィードバック

（※）重複・多剤服薬の指導を、薬の飲み残しや生活習慣の見直し
の指導等とあわせて実施する取組例もある。

（※）服薬指導を、患者が利用する薬局（薬剤師）に直接委託する
ことで、効果的に調剤・処方の見直しへつなげる取組例もあ
る。
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※ 「経済財政運営と改革の基本方針2018」において定められた「新経済・財政再生計画」にのっとり改革を着実に推進するため、
個別政策ごとに進捗状況及び今後の取組の進め方等を取りまとめたもの。

「社会保障分野」の「医療・福祉サービス改革」において、KPI『重複・頻回受診、重複投薬等の防止等の医療費適正化の取組
を実施する保険者【2023年度までに100%】』が設定され、取組事項に「地域別の取組や成果について進捗管理・見える化を
行うとともに、進捗の遅れている地域の要因を分析し、保険者機能の一層の強化を含め、さらなる対応の検討」が示されている。

新経済・財政再生計画 改革工程表2018※（平成30年12月20日）（抜粋）

KPI KPIの定義等
計画開始時の直近
の数値(時点)

目標(値)
（達成時期）

KPIの把握手段

重複・頻回受診、重複投薬の防止等
の医療費適正化の取組を実施する保
険者

重複投薬の防止等の医療費
適正化の取組を実施する保険
者の割合

40.8％(1,403
保険者)
（2018年3月）

100％
(2023年度)

保険者データヘルス
全数調査（厚生
労働省）

【新経済・財政再生計画改革工程表2018 参考資料より】

○市町村が実施する保健事業に対する助成

・国保ヘルスアップ事業、国保保健指導事業
※市町村が実施する重複・多剤服用者への訪問指導等の取組に係る経費を助成する
※国保被保険者数に応じた交付限度額（平成30年度実施分）：国保ヘルスアップ事業 ～1,800万円、国保保健指導事業 ～1,200万円

財政支援

平成30年度実施分

重複服薬者に対する取組
（平成29年度の実施状況を評価）

「同一月に３以上の医療機関より、同一の薬効の薬剤
の投与を受けている」場合といった重複投与者の抽出を
行い、その者に対して何らかのアプローチをするなどの
取組を実施しているか。

平成31年度実施分

重複・多剤投与者に対する取組
（平成30年度の実施状況を評価）

重複・多剤投与者の抽出基準を設定し、対象者を抽出した上で、
その者に対して服薬情報の通知や個別に訪問・指導するなどの取
組を実施しているか。

保険者努力支援制度における評価
※市町村分における評価指標

重複・多剤投与の適正化に向けた取組に対する財政支援等
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３．保険者努力支援制度
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指標⑤ 第三者求償の取組の実施状況

○第三者求償の取組状況

指標① 特定健診･特定保健指導の実施率、メタボリックシンドローム該
当者及び予備群の減少率

○特定健診受診率・特定保健指導受診率
○メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率

保険者共通の指標 国保固有の指標

指標② 特定健診･特定保健指導に加えて他の健診の実施や健診結果等に
基づく受診勧奨等の取組の実施状況

○がん検診受診率
○歯科健診実施状況

指標③ 糖尿病等の重症化予防の取組の実施状況

○重症化予防の取組の実施状況

指標④ 広く加入者に対して行う予防･健康づくりの取組の実施状況
○個人へのインセンティブの提供の実施
○個人への分かりやすい情報提供の実施

指標⑤ 加入者の適正受診・適正服薬を促す取組の実施状況
○重複・多剤投与者に対する取組

指標⑥ 後発医薬品の使用促進に関する取組の実施状況
○後発医薬品の促進の取組
○後発医薬品の使用割合

指標① 収納率向上に関する取組の実施状況

○保険料（税）収納率

※過年度分を含む

指標② 医療費の分析等に関する取組の実施状況

○データヘルス計画の実施状況

指標③ 給付の適正化に関する取組の実施状況

○医療費通知の取組の実施状況

指標④ 地域包括ケアの推進に関する取組の実施状況

○国保の視点からの地域包括ケア推進の取組

指標⑥ 適正かつ健全な事業運営の実施状況

○適切かつ健全な事業運営の実施状況

平成3１年度の保険者努力支援制度について（全体像）

市町村分（５００億円程度）※内、特調より88億円程度を措置

都道府県分（500億円程度）

指標① 主な市町村指標の都道府県単位評価

○主な市町村指標の都道府県単位評価
・特定健診・特定保健指導の実施率
・糖尿病等の重症化予防の取組状況
・個人インセンティブの提供
・後発医薬品の使用割合
・保険料収納率
※ 都道府県平均等に基づく評価

指標② 医療費適正化のアウトカム評価

○都道府県の医療費水準に関する評価

※国保被保険者に係る年齢調整後一人当たり

医療費に着目し、

・その水準が低い場合

・前年度より一定程度改善した場合

に評価

指標③ 都道府県の取組状況

○都道府県の取組状況

・医療費適正化等の主体的な取組状況

（保険者協議会、データ分析、重症化予防

の取組 等）

・医療提供体制適正化の推進

・法定外繰入の削減
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平成31年度保険者努力支援制度(市町村分) 都道府県別市町村平均獲得点

全体（体制構築加点含まず880点満点）

共通１ 特定健診・保健指導・メタボ(150点） 共通２がん検診・歯周疾患健診（55点） 共通3重症化予防（100点）

共通４個人インセンティブ（90点） 共通５重複服薬（50点） 共通６ジェネリック（135点）

固有１収納率（100点） 固有２データヘルス（50点） 固有３医療費通知（25点）

固有４地域包括(25点） 固有５第三者求償（40点） 固有６適正かつ健全な取組（60点）

（得点）
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保険者努力支援制度（30年度・31年度）平均獲得点数割合（市町村分）

※30年度と31年度で配点が異なる指標があるため、平均獲得率（平均獲得点/満点）で比較。
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保険者努力支援制度（30年度・31年度（速報値））1人当たり交付額（市町村分）
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（円）
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平成３１年度保険者努力支援制度（都道府県分） 都道府県別獲得点

指標１（市町村指標の都道府県単位評価：100点） 指標２（都道府県の医療費水準：50点） 指標３（都道府県の取組状況：105点）

（点）
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保険者努力支援制度（30年度・31年度）獲得点数割合（都道府県分）

※30年度と31年度で配点が異なる指標があるため、獲得率（獲得点/満点）で比較。

都道府県分
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平成30年度獲得率（獲得点／210点） 平成31年度獲得率（獲得点／255点）
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保険者努力支援制度（30年度・31年度（速報値））1人当たり交付額（都道府県分）

都道府県分

（円）
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保険者努力支援制度（30年度・31年度（速報値））1人当たり交付額（市町村分＋都道府県分）

市町村分＋都道府県分

（円）
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４． 赤字削減・解消計画
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赤字解消の取組経緯

国保財政の基盤強化 ･ 財政運営の安定化
→「決算補填等を目的とする一般会計繰入」と「繰上充用金の新規増加分」を計画的・段階的に削減・解消

※30年度以前の累積赤字（繰上充用）は、市町村の実情に応じ、可能な限り計画的な削減・解消を目指す

決算補填等を目的とする一般会計繰入や繰上充用の新規増加分については、収納率の向上や医療費適正化の取組にあわせ、保険
料の適正な設定等により、計画的・段階的な解消が図られるよう、実効性のある取組を定める。

赤字市町村については、赤字についての要因分析、必要な対策の整理を行う。これを踏まえ、都道府県は、市町村ごとの赤字の解消
又は削減の目標年次及び赤字解消に向けた取組を定める。

※ 将来的に、都道府県内で保険料率の統一化を図るためには、累積赤字も含めて、赤字の解消が必要となる。

平成30年4月
国民健康保険改革
都道府県も国保の保険者に（3400億円の公費拡充）

平成36年4月

保険者の自主的な財政再建
→収支均衡の実質的な回復

多額の赤字を生じ、国保事業の運営
に支障をきたしている保険者がみうけら
れる。赤字保険者は、財政再建計画を
定め、自主的な財政再建を行うことと
し、おおむね５年以内の国保特別会計
（事業勘定）の収支均衡の実質的な回
復を図る。

昭和34年1月
新国民健康保険法成立

昭和36年4月
国民皆保険の達成

昭和46年11月 平成22年5月
広域化等支援方針の取組

平成30年3月

赤字保険者に赤字解消計画を
義務づけ
→実質収支の均衡・累積赤字解消

国保特別会計（事業勘定）の実質収
支が２年連続して赤字の保険者が策定
するものであるが、恒常的支出に対応
する収入を確保しつつ、原則５年以内
に累積赤字を解消するための計画。

広域化等支援方針に基づく赤字解消の
取組

→まずは繰上充用の計画的解消、次いで、
一般会計繰入による赤字補填分のできる限
り早期の解消

赤字解消の目標年次については、まずは、繰
上充用分の計画的な解消を図り、目標を定め
る。次いで、一般会計繰入による赤字の補てん
分に ついては、保険料の引上げ、収納率の向
上、医療費適正化策の推進等により、できる限り
早期に解消するよう努める。

第１期 国保運営方針 第２期 国保運営方針

実質収支の均衡・繰上充用の解消 繰上充用の解消・一般会計繰入の解消

決算補填等目的の一般会計繰入と前年度繰上充用金の新規増加分の計画的・段階的な解消、削減
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（出所） 国民健康保険事業年報、国民健康保険事業実施状況報告書
（注１） 「決算補てん等のための一般会計繰入金」とは、「一般会計繰入金（法定外）」のうち決算補てん等を目的とした額。

平成27年度より定義を再整理しているため、それ以前の年度との単純な比較は困難。
（注２） 単年度収支差引額は実質的な単年度収支差引額であり各年度いずれも赤字額。

市町村国保の財政収支の状況（推移）

○単年度の収支は恒常的に赤字であり、決算補填等のための一般会計繰入も行われている。

（決算補填等のための一般会計繰入）

（億円）
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（名目上の単年度収支から上記の決算
補填等のための一般会計繰入を控除
した実質的な赤字額）
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（出所）国民健康保険事業年報、国民健康保険事業の実施状況報告、国民健康保険実態調査報告
（注１）一人当たり負担率は、一人当たり保険料（税）調定額を一人当たり旧ただし書き所得で除したものである。
（注２） 「決算補填等目的の法定外一般会計繰入金」については、平成27年度より定義を再整理しているため、それ以前の年度との単純な比較は困難。

（円）

○ 平成28年度の１人当たり繰入金が１万円を超えるのは、埼玉県、東京都、神奈川県、鹿児島県、沖縄県である。

１人当たりの一般会計からの決算補填等目的の法定外繰入（都道府県別状況）
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前年度繰上充用金の状況

（出所）国民健康保険事業年報

○ 前年度繰上充用金は962億円（平成28年度）。うち大阪府内の市町村の合計が308億円であり、全体の約３割を占める。
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都道府県 市町村数
28年度決算
赤字市町村

30赤字解消
市町村

（計画策定時）

計画策定
対象市町村 うち

策定済

1 北海道 157 68 45 23 23

2 青森県 40 11 7 4 4

3 岩手県 33 12 7 5 5

4 宮城県 35 1 1 0 0

5 秋田県 25 4 4 0 0

6 山形県 32 2 2 0 0

7 福島県 59 13 --- 13 ---

8 茨城県 44 34 34 0 0

9 栃木県 25 4 3 1 1

10 群馬県 35 8 8 0 0

11 埼玉県 63 49 17 32 32

12 千葉県 54 24 14 10 10

13 東京都 62 60 0 60 60

14 神奈川県 33 25 25 0 0

15 新潟県 30 11 10 1 1

16 富山県 15 なし --- --- ---

17 石川県 19 4 2 2 2

18 福井県 17 7 4 3 3

19 山梨県 27 4 3 1 1

20 長野県 77 19 19 0 0

21 岐阜県 42 19 16 3 3

22 静岡県 35 22 --- 22 ---

23 愛知県 54 38 7 31 31

24 三重県 29 10 7 3 3

25 滋賀県 19 2 2 0 0

26 京都府 26 9 6 3 3

都道府県 市町村数
赤字市町村

(28年度決算)

30赤字解消
市町村

（計画策定時）

計画策定
対象市町村 うち

策定済

27 大阪府 43 18 7 11 11

28 兵庫県 41 14 10 4 4

29 奈良県 39 9 9 0 0

30 和歌山県 30 9 8 1 1

31 鳥取県 19 6 6 0 0

32 島根県 19 3 3 0 0

33 岡山県 27 5 3 2 2

34 広島県 23 4 2 2 2

35 山口県 19 2 1 1 1

36 徳島県 24 4 3 1 1

37 香川県 17 4 0 4 4

38 愛媛県 20 6 3 3 3

39 高知県 34 14 6 8 8

40 福岡県 60 44 28 16 16

41 佐賀県 20 9 8 1 1

42 長崎県 21 7 6 1 1

43 熊本県 45 14 12 2 2

44 大分県 18 3 1 2 2

45 宮崎県 26 3 1 2 2

46 鹿児島県 43 35 0 35 35

47 沖縄県 41 30 10 20 20

計 1,716 703 370 333 298

赤字解消市町村数 1,013 1,383

赤字解消市町村率 59.0％ 80.6％

※「赤字」の定義：「国民健康保険保険者の赤字削減・解消計画の策定等について」（平成30年1月29日付
保国発0129第２号国民健康保険課長通知）において、定義されているもの（①②ずれかに該当する場合）
① 法定外繰入金のうち決算補填等目的に計上されるもの
② 繰上充用金の新規増加分

赤字削減・解消計画の策定状況（平成30年度）
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５． 法改正事項
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１．オンライン資格確認の導入 【健康保険法、国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法律（高確法）、船員保険法 】
・ オンライン資格確認の導入に際し、資格確認の方法を法定化するとともに、個人単位化する被保険者番号について、個人情報保護の観点から、健康

保険事業の遂行等の目的以外で告知を求めることを禁止（告知要求制限）する。

２．オンライン資格確認や電子カルテ等の普及のための医療情報化支援基金の創設【地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律】

３．NDB、介護DB等の連結解析等 【高確法、介護保険法、健康保険法】
・ 医療保険レセプト情報等のデータベース（ＮＤＢ）と介護保険レセプト情報等のデータベース（介護ＤＢ）について、各DBの連結解析を可能とするととも
に、公益目的での利用促進のため、研究機関等への提供に関する規定の整備（審議会による事前審査、情報管理義務、国による検査等）を行う。
（DPCデータベースについても同様の規定を整備。）

４．高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施等 【高確法、国民健康保険法、介護保険法】
・ 75歳以上高齢者に対する保健事業を市町村が介護保険の地域支援事業等と一体的に実施することができるよう、国、広域連合、市町村の役割等に
ついて定めるとともに、市町村等において、各高齢者の医療・健診・介護情報等を一括して把握できるよう規定の整備等を行う。

５．被扶養者等の要件の見直し、国民健康保険の資格管理の適正化 【健康保険法、船員保険法 、国民年金法、国民健康保険法】
⑴ 被用者保険の被扶養者等の要件について、一定の例外を設けつつ、原則として、国内に居住していること等を追加する。
⑵ 市町村による関係者への報告徴収権について、新たに被保険者の資格取得に関する事項等を追加する。

６．審査支払機関の機能の強化 【社会保険診療報酬支払基金法、国民健康保険法】
⑴ 社会保険診療報酬支払基金（支払基金）について、本部の調整機能を強化するため、支部長の権限を本部に集約する。
⑵ 医療保険情報に係るデータ分析等に関する業務を追加する（支払基金・国保連共通） 。
⑶ 医療の質の向上に向け公正かつ中立な審査を実施する等、審査支払機関の審査の基本理念を創設する（支払基金・国保連共通）。

７．その他
・ 未適用事業所が遡及して社会保険に加入する等の場合に発生し得る国民健康保険と健康保険の間における保険料の二重払いを解消するため、所
要の規定を整備する。【国民健康保険法】

医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法等
の一部を改正する法律案の概要

医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るため、保険者間で被保険者資格の情報を一元的に管理する仕組みの創設及びそ
の適切な実施等のために医療機関等へ支援を行う医療情報化支援基金の創設、医療及び介護給付の費用の状況等に関する情
報の連結解析及び提供に関する仕組みの創設、市町村において高齢者の保健事業と介護予防を一体的に実施する枠組みの構築、
被扶養者の要件の適正化、社会保険診療報酬支払基金の組織改革等の措置を講ずる。

改正の趣旨

平成32年４月１日（ただし、１については公布日から２年を超えない範囲内で政令で定める日、２は平成31年10月１日、３並びに６⑵及び⑶は平成32年10
月１日（一部の規定は平成34年４月１日）、５⑵及び７は公布日、６⑴は平成33年４月１日）

施行期日

改正の概要

57



（１）オンライン資格確認の導入

①保険医療機関等で療養の給付等を受ける場合の被保険者資格の確認について、個人番号カードによるオンライン資格確認を導入する。

②国、保険者、保険医療機関等の関係者は、個人番号カードによるオンライン資格確認等の手続きの電子化により、医療保険事務が円
滑に実施されるよう、協力するものとする。

③オンライン資格確認の導入に向けた医療機関・薬局の初期導入経費を補助するため医療情報化支援基金を創設する（次頁参照）。

（２）被保険者記号・番号の個人単位化、告知要求制限の創設

①被保険者記号・番号について、世帯単位にかえて個人単位（被保険者又は被扶養者ごと）に定めることとする。
これにより、保険者を異動しても個々人として資格管理が可能となる。

※ 75才以上の方の被保険者番号は現在も個人単位なので変わらない。

②プライバシー保護の観点から、健康保険事業とこれに関連する事務以外に、被保険者記号・番号の告知を要求することを制限する。

※ 告知要求制限の内容（基礎年金番号、個人番号にも同様の措置あり）
①健康保険事業とこれに関連する事務以外に、被保険者記号・番号の告知を要求することを制限する。
②健康保険事業とこれに関連する事務以外で、業として、被保険者記号・番号の告知を要求する、又はデータベースを構成することを制限する。
これらに違反した場合の勧告・命令、立入検査、罰則を設ける。

保険者

被保険者番号
被保険者番号

資格情報
提示

オンラインによる資格照会

資格情報を提供

電子証明書
被保険者の資格を保険者間で履歴管理

全レセプトを資格確認、正しい保険者に振分け

支払基金・国保中央会

資格情報

被保険者番号

保険証

加入者(患者)

保険医療機関等

資格情報等の管理について
支払基金・国保中央会に委託

個人番号カード
（マイナンバーカード）

または

資格情報

１．オンライン資格確認の導入

資格情報を履歴管理

資格確認の導入

【期待される効果】

資格の過誤請求等の削減

事務コストの削減 等

個人番号カードは預からない（＊）

ピッ

プライバシー保護の観点から、健康保険事業・関連事務以外に
被保険者番号の告知の要求を制限する措置を創設

「医療情報化支援基金」（次頁）により、
システム整備等を行う医療機関等を支援

＊マイナンバーカードのICチップ内の電子証明書を読み取る。マイナンバーは
使わない。医療機関等でマイナンバーと診療情報が紐付くことはない。

（＊）
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○ 技術革新が進む中で、医療分野においてもＩＣＴを積極的に活用し、効率的かつ質の高い医療提供体制を構築していくこ
とが急務である。このため、平成31年度において、医療情報化支援基金を創設し、医療分野におけるＩＣＴ化を支援する。
（地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律の改正。平成31年10月1日施行）

平成3１年度予算案 300億円

医療情報化支援基金（平成31年度）の対象事業

１ オンライン資格確認の導入に向けた医療機関・薬局のシステム整備の支援

オンライン資格確認を円滑に導入するため、保険医療機関・薬局での初期導入経費
（システム整備・改修等）を補助

２ 電子カルテの標準化に向けた医療機関の電子カルテシステム等導入の支援

国の指定する標準規格を用いて相互に連携可能な電子カルテシステム等を導入する
医療機関での初期導入経費を補助

国
（交付要綱の作成等）

社会保険診療報酬支払基金（※）

申請

医療機関等

交付

交付

〔支援スキーム〕

医療機関等

保険者支払基金・国保中央会

電子カルテの標準化

オンライン資格
確認の導入

資格の過誤請求等の削減
事務コストの削減
個人番号カードによる受診 等

情報の共有・連携
事務コストの削減 等

資格情報の登録
オンラインで
資格情報を提供

オンラインで
資格情報を照会

保険者をまたがって
資格情報を管理

※レセプトオンライン化設備整備事業の実績有り
（平成21～22年度）

消費税財源活用

２．オンライン資格確認や電子カルテ等の普及のための医療情報化支援基金の創設
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参考：オンライン資格確認等の導入スケジュール（イメージ）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

11-12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
等
シ
ス
テ
ム

保
険
者
／
医
療
機
関
・
薬
局

システム開発の
調達作業

中間サーバーの機能を
クラウドに構築

薬剤情報等の
サービス提供開始

特定健診、薬剤情報、
医療費情報等の構築

オンライン資格確認機能の構築
運用
テスト

特定健診データのサービス開始
※特定健診データの登録が可能な保険者から

国の調査研究
で調査、技術
解説書の作成

説明会

新中間サーバー運用開始

5月目途

データの
登録

移行

6月中旬

3月目途

保険証による資格確認開始

２桁番号付きで
レセプト請求開始

（9月診療分、10月請求分から）

医療機関・薬局の
システム改修、運用テスト

国の調査研究
で調査

技術解説書等
を作成

説明会

ベンダで準備

システムで
２桁番号を発行
データの登録

運用テスト・データ登録

3月目途

保険者のシステム改修、運用テスト

2019年1月現在

[保険者]

[医療機関・薬局]

マイナンバーカードによる資格確認開始

マイナンバーカードによる
資格確認開始（順次拡大）

新規発行の保険証に２桁を付番
（全保険者）
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参考：市町村及び国保連合会におけるシステム改修スケジュール

※１ 市町村（テスト環境）での２桁番号のセットアップと情報集約との連携確認、２桁番号付被保険者証の発行テストを実施
※２ 市町村（市町村事務処理標準導入団体、他パッケージ、独自システム）・情報集約・中間サーバーとの連携テストを実施
※３ 市町村（本番環境）での２桁番号のセットアップを実施
※４ 医療保険者等向け中間サーバーへ資格情報を登録（10～12月全件初回登録期間、1～2月差分登録期間）
※５ PIAの対応期限については、国保情報集約システムの運用テストが始まるまでを想定（今後、個情委と調整）

2019年1月現在

2019年度 2020年度 2021年度
4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

マ
イ
ル
ス
ト
ン

被
保
証
切
替

国
保
情
報
集
約

事
務
処
理

標
準

市
町
村

●マイナンバーカードによる資格確認開始
（３月目途～）

★診療報酬改定

●レセプトに２桁付番で請求、
振替サービス（９月診療分～）

●中間サーバ稼動
（医療保険者等向け）

記号・番号 記号・番号＋２桁

被保険者証切替期間（発行済被保険者証）

中間サーバ
連携テスト

システム改修期間

統合
テスト

設計・開発

マスタ登録

統合
テスト設計・開発

中間サーバ
連携テスト

※４

ｾｯﾄｱｯﾌﾟ
運用ﾃｽﾄ

ｾｯﾄｱｯﾌﾟ
運用ﾃｽﾄ

※１

中間サーバ
連携テスト

※２

※１ ※２

※３

※３

PIA

新規発行分（2桁対応）

設計・開発・テスト
※３

PIA

市町村作業

市町村作業

市町村作業

※５

現時点では、以下のスケジュールを想定しているため、このスケジュールを念頭に、予算措置等必要な対応をお願いしたい。なお、システム改修に
係る経費に対しては、国庫補助を予定している。
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３．NDB、介護DBの連結解析等

１．ＮＤＢと介護ＤＢ【高齢者の医療の確保に関する法律、介護保険法】

（１）両データベースの情報の提供（第三者提供）、連結解析

・相当の公益性を有する研究等を行う自治体・研究者・民間事業者等の幅広い主体に対して両データベースの
情報を提供することができることを法律上明確化する。

※相当の公益性を有する研究等の例：国や自治体による施策の企画・立案のための調査、民間事業者による医療分野の研究開発の
ための分析 等（詳細については関係者の議論を踏まえて決定）
特定の商品又は役務の広告、宣伝のための利用等は対象外

※提供する情報は、特定個人を識別できないものであることを法律上明記。その他、具体的な提供手続等については別途検討。

・NDBと介護DBの情報を連結して利用又は提供することができることとする。

・情報の提供に際しては、現行と同様に、申請内容の適否を審議会で個別に審査する。

（２）情報の適切な利用の確保

・情報の提供を受けた者に対し、安全管理等の義務を課すとともに、特定の個人を識別する目的で他の情報と
の照合を行うことを禁止する。

・情報の提供を受けた者の義務違反等に対し厚生労働大臣は検査・是正命令等を行うこととする。また、義務
違反に対しては罰則を科すこととする。

（３）手数料、事務委託

・情報の提供を受ける者から実費相当の手数料を徴収する。ただし、国民保健の向上のため重要な研究等には
手数料を減免できることとする。

※具体的な手数料の額、減額の基準については別途検討。

・NDB関連事務の委託規定に、情報の提供と連結解析の事務も追加する。（介護DB関連事務も同様）

２ . ＤＰＣデータベース【健康保険法】

・NDBや介護DBと同様に、情報の収集、利用及び情報の提供の根拠規定等を創設するとともに、NDBや
介護DBの情報と連結して利用又は提供することができるとする規定を整備。

国が保有する医療・介護分野のビッグデータについて、安全性の確保に配慮しつつ、幅広い主体による利活用を進め、
学術研究、研究開発の発展等につなげていくため、研究者等へのデータ提供、データの連結解析に関する規定を整備。

《対象のデータベース》NDB、介護DB、DPCデータベース（いずれもレセプト等から収集した匿名のデータベース）

NDB ：National Database of Health Insurance Claims and Specific Health Checkups of Japan
（レセプト情報・特定健診等情報データベース）

介護DB ：介護保険総合データベース
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ＮＤＢ 介護ＤＢ

＜収納情報（Ｈ29年度末時点）＞
医療レセプト（約153億件）、特定健診データ（約2.6億件）

＜主な情報項目＞
（レセプト）傷病名、投薬、診療開始日、診療実日数、検査 等
（特定健診）健診結果、保健指導レベル

＜収集根拠＞高齢者医療確保法第16条

＜保有主体＞国（厚労大臣）

＜主な用途＞
医療費適正化計画の作成等、医療計画、地域医療構想の作成等

＜第三者提供＞
有識者会議の審査を経て実施（Ｈ23年度～）
提供対象者：国、自治体、独法、大学、保険者の中央団体、

医療の質向上を目的とする公益法人等の研究者に提供

＜匿名性＞
匿名（国への提出前に匿名化、個人特定可能な情報を削除）

＜収納情報（Ｈ29年度末時点） ＞
介護レセプト（約9.2億件）、要介護認定情報（約0.5億件）

＜主な情報項目＞
（レセプト）サービスの種類、単位数、要介護認定区分 等
（要介護認定情報）要介護認定一次、二次判定情報

＜収集根拠＞介護保険法第118条の2

＜保有主体＞国（厚労大臣）

＜主な用途＞
介護保険事業（支援）計画の作成等

＜第三者提供＞
有識者会議の審査を経て実施（Ｈ30年度～）
提供対象者：国、自治体、独法、大学、保険者の中央団体、

国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持
向上等を目的とする公益法人等の研究者に提供

＜匿名性＞
匿名（国への提出前に匿名化、個人特定可能な情報を削除）

３．NDB、介護DB等の連結解析等（データベースの概要）

＜収納情報＞DPCデータ（約1400万件/年）

＜主な情報項目＞
傷病名、病態（一部疾患のみ）、投薬、入退院年月日、検査、
手術情報 等

＜収集根拠＞平成20年厚生労働省告示第93号第５項

＜保有主体＞国（厚労大臣）

＜主な用途＞診療報酬改定、DPC/PDPS（※）導入の影響評価 等
※急性期入院医療の包括支払い方式

Diagnosis Procedure Combination（診断群分類）/Per-Diem Payment System（一日当たり支払い方式）

＜第三者提供＞有識者会議の審査を経て実施（Ｈ29年度～）

＜匿名性＞匿名（個人特定可能な情報は収集していない）

DPCデータベース（特定の医療機関への入院患者に係る入院期間のレセプト情報や病態等に係る情報のデータベース）

NDB、介護DBの連結解析の例
① 地域毎・疾患毎のリハビリ・退院支援等の利用状況と在宅復帰率の関係の比較・分析
② 特定保健指導等による適正化効果を、医療費への影響に加え、将来の介護費への影響も含めて分析
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疾病予防・
重症化予防

生活機能の改善高齢者

※フレイルのおそれ
のある高齢者全体
を支援

保健事業
介護予防の事業等

医療・介護データ解析

④多様な課題を抱える高齢者や、
閉じこもりがちで健康状態の不明
な高齢者を把握し、アウトリーチ
支援等を通じて、必要な医療サー
ビスに接続。

②高齢者一人ひとりの医療・介護等の情報を一括把握
③地域の健康課題を整理・分析

かかりつけ医 等

⑥社会参加を含む
フレイル対策を
視野に入れた取
組へ

⑧通いの場への参加勧奨や、事業内容
全体等への助言を実施

①事業全体のコーディネートや
データ分析・通いの場への積極
的関与等を行うため、市町村が、
地域に保健師、管理栄養士、
歯科衛生士等の医療専門職を配置

⑦医療専門職が、
通いの場等にも
積極的に関与

⑤国民健康保険の保健事業と
75才以降の保健事業を接続

⑨民間機関の連携等、通い
の場の大幅な拡充や、個
人のインセンティブとな
るポイント制度等を活用

国保中央会・国保連が、
分析マニュアル作成・市町
村職員への研修等を実施

要介護
認定

介護
レセ

フレイル
状態の
チェック

⑪通いの場に、保健医療の視点からの支援
が積極的に加わることで、

・通いの場や住民主体の支援の場で、専門
職による健康相談等を受けられる。

・ショッピングセンターなどの生活拠点等
を含め、日常的に健康づくりを意識でき
る魅力的な取組に参加できる。

・フレイル状態にある者等を、適切に医療
サービスに接続。

特定
健診

医療
レセ

市町村が一体的に実施

経費は広域連合が交付
(保険料財源＋

特別調整交付金)

⑩市民自らが担い手
となって、積極的
に参画する機会の
充実

４．高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施（市町村における実施のイメージ図）
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広域連合国（厚生労働省） 市町村

都道府県
（保健所含む）

○保健事業の指針に
おいて、一体的実施
の方向性を明示。

○具体的な支援メニュー
をガイドライン等で提示。

○特別調整交付金の交付、
先進事例に係る支援。

○広域計画に、広域連合
と市町村の連携内容を
規定。

○データヘルス計画に、
事業の方向性を整理。

○専門職の人件費等の
費用を交付。

○一体的実施に係る事業の基本的な方針を作成。

○市町村が、介護の地域支援事業・国保の保健事業
との一体的な取組を実施。

（例）データ分析、アウトリーチ支援、通いの場への
参画、支援メニューの改善 等

○広域連合に被保険者の医療情報等の提供を求め
ることができる。

○地域ケア会議等も活用。

○事例の横展開、県内の健康課題の俯瞰的把握、事業の評価 等

高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細かな支援を実施するため、高齢者の保健事業について、

広域連合と市町村の連携内容を明示し、市町村において、介護保険の地域支援事業や国民健康保険の保
健事業と一体的に実施。

国保中央会
国保連合会

○データ分析手法の研修・支援、実施状況等の分析・評価 等

必要な援助

事業の一部を民間機
関に委託できる。

＜市町村が、介護の地域支援事業・国保の保健事業との一体的な取組を実施＞

都道府県への
報告・相談

三師会等の
医療関係団体

○取組全体への助言、かかりつけ医等との連携強化 等

（市町村は事業の
実施状況を把握、
検証）

法
法

法

法

法

法

４．高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施（スキーム図）

法

法 は法改正事項※

委託 法
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（参考）関連閣議決定等

①被扶養認定における国内居住要件

○健康保険の被扶養者の認定において原則として国内に居住しているという要件を導入

・被扶養者の要件に日本に住所を有する者であることを追加する

・留学生その他の日本に住所を有しないもののうち、日本に生活の基礎があると認められるものについても、
例外的に要件を満たすこととする

※例外となる者の詳細は省令で規定するが、留学生や海外赴任に同行する家族など、日本から海外への渡航理由に照ら
し、これまで日本で生活しており、今後再び日本で生活する蓋然性の高い者等を例示する予定

・いわゆる「医療滞在ビザ」等で来日して国内に居住する者を被扶養者の対象から除外する

※除外対象の詳細は省令で規定

②市町村における調査対象の明確化

・日本人を含む国保被保険者の資格管理等の観点から、市町村が関係者に報告を求めること等ができる対象と
して、被保険者の資格の得喪に関する情報を追加し、市町村における調査対象として明確化する

※関係者としては、例えば、外国人については、留学先である日本語学校等や経営管理を行う企業の取引先等、日本人につ
いては、勤務先である企業の雇用主等を想定。

グローバル化が進展する中、医療保険に関して、
・生活の拠点が日本にない親族までが健康保険の給付を受けることができるという在外被扶養者に関する課題

・本来加入資格を有しない外国人が、不正な在留資格により、国保に加入し給付を受けている可能性があるとい
う課題

が指摘されている。

５．被扶養者等の要件の見直し、国民健康保険の資格管理の適正化（法改正事項）

課題

対応
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（参考）関連閣議決定等

①社会保険への加入促進

・市町村において年金被保険者情報等を活用しながら行う加入促進の取組を推進する

・新たな在留資格による外国人については、①法務省から厚労省等に提供される情報を活用しなが
ら加入促進に取り組むとともに、②法務省において、保険料を一定程度滞納した者からの在留期
間更新許可申請等を不許可とする等の対策を講じる

②厚労省と法務省の連携枠組みの強化

・在留資格の本来活動を行っていない可能性があると考えられる場合に市町村が地方入国管理局
に通知する枠組みについて、高額療養費の現物支給化に必要な限度額認定証の申請時に加え、
海外療養費や出産育児一時金の支給申請時など、通知対象を拡大する

③出産育児一時金等対策

・出産育児一時金の請求に必要となる書類の統一化を図り、審査を厳格化する

・海外療養費における不正受給対策についても、引き続き周知・実施促進を図る

④なりすまし対策

・医療機関が必要と判断する場合に、被保険者証とともに本人確認書類の提示を求めることができ
るよう、必要な対応を行う

参考：その他の外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（医療保険関連）
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本部【現行】

本部【管理機能】 【審査機能】

レセプト事務点検
業務は、当面10か

所程度に集約

【見直し後】

47都道府県に支部を設置
沖縄支部

審査委員会

審査委員会

A県

審査委員会

B県

審査委員会

C県

審査事務センター

支部は廃止（法改正）

審査事務局を設置
（基金内部規程事項）

実
務
見
直
し

①支部長が担っている権限を本部に集約し、本部によるガバナンスを強化［法改正事項：2021年４月１日施行］
・現行法上の支部の都道府県必置規定を廃止［法改正事項］

※本部の事務執行機関（権限は理事長から委任）としての審査事務局（仮称）を設置［基金内部規程事項］
②職員によるレセプト事務点検業務の実施場所を全国10か所程度の審査事務センター（仮称）に順次集約

［基金内部規程事項：2022年4月以降～］

③審査委員会は、本部のもとに設置（現行は支部のもとに設置）［法改正事項］
・地域医療の特性等を踏まえ、設置場所はこれまで同様、47都道府県［基金内部規程事項］
・審査委員の審査補助業務は47の審査事務局で実施

審査事務局は引き続き、医療機関や関係団体との調整を行うとと
もに、審査事務局長は審査委員会への出席等の役割を担う。

東京支部

審査委員会

北海道支部

審査委員会

法
改
正

2021.4～

2022.4以降～

Ａ審査事務局 B審査事務局 C審査事務局

審査委員会は、定
款の定めるところ
により、本部のも
とに設置
※設置場所は、地域医

療の特性等を踏まえ、
47都道府県

審査委員の
審査補助業務は、

47審査事務局で実施

Ａ審査事務局 B審査事務局 C審査事務局

※ 規制改革実施計画（平成30年６月15日閣議決定）においては、「支部の最大限の集約化・統合化の実現」を前提に集約化の在
り方を検証し、それを踏まえた法案提出を行う（平成31年措置）こととされている。

審査委員会は
支部のもとに設置

⇒ 審査結果の不合理な差異の解消に向けた取組を加速

⇒審査の平準化に寄与
（審査事務について広域にわたる
状況を速やかに把握・対応可能）

職員によるレセプト事務点検業務の集約については、
・新システムの構築・稼働
・事務フローの見直しや職員の新たなキャリアプラン等の作成
の状況を見ながら、順次実施。

６．審査支払機関の機能の強化（社会保険診療報酬支払基金法の改正①）
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① 基金の業務運営に関する理念規定の創設

○ 支払基金の業務運営に関する基本理念として、以下を規定

・公正・中立な審査の実施やデータ分析等を通じた国民の保健医療の向上及び福祉の増進

・情報通信技術（ＩＣＴ）の活用による業務運営の効率化

・業務運営の透明性の確保

・適正なレセプトの提出に向けた医療機関等への支援

・国保連との有機的な連携の推進 等

② データ分析等に関する業務の追加等

○ 支払基金が実施できる新たな業務として、「レセプト・特定健診等情報その他の国民の保健医療の向上及び福
祉の増進に資する情報の収集、整理及び分析等に関する業務」を追加。目的規定についても所要の見直し。

○ データ分析等に関する業務の実施に当たり、情報通信技術やデータ分析等の専門家の意見を聴く仕組みを新設

③ 手数料の階層化

現 行：保険者が支払基金に支払う手数料は「レセプトの枚数」を基準に設定

改正後：レセプトの枚数や審査の内容等を勘案し設定

※新システムの稼働に伴い、コンピュータチェックのみで審査が完結するレセプトが増加すること等を考慮し、例
えば審査の内容に応じて単価を変えることなどを今後検討

④ 審査委員の委嘱に関する事項

現 行：審査委員は、三者（診療担当者代表、保険者代表、学識経験者代表）から同数を委嘱
改正後：診療担当者代表と保険者代表のみ同数とするよう、見直し
⇒機動的な審査委員の確保が可能となる。

６．審査支払機関の機能の強化（社会保険診療報酬支払基金法の改正②）
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① 国保連合会の業務運営に関する理念規定の創設

○ 国保連合会の業務運営に関する基本理念として、以下を規定

・公正・中立な審査の実施やデータ分析等を通じた国民の保健医療の向上及び福祉の増進

・情報通信技術（ＩＣＴ）の活用による業務運営の効率化

・業務運営の透明性の確保

・適正なレセプトの提出に向けた医療機関等への支援

・支払基金との有機的な連携の推進 等

② 国保連合会の業務規定の創設

○ 国保連合会の業務規定を創設し、「診療報酬の審査支払業務」や「出産育児一時金等の支払業務」、「第
三者行為損害賠償求償事務」などを規定

③ データ分析等に関する業務の追加等

○ 国保連合会の業務として、 「レセプト・特定健診等情報その他の国民の保健医療の向上及び福祉の増進に
資する情報の収集、整理及び分析等に関する業務」を明確化

○ 市町村が行う保健事業等の実施状況の分析及び評価を行うよう努めることとする（国保データベースシス
テムを念頭に置いた規定の創設）
※国保データベース（KDB）システム：国保連合会が各種業務を通じて管理する給付情報（「健診」、「医療」、「介護」）
等から「統計情報」を作成するとともに、保険者からの委託を受けて「個人の健康に関するデータ」等を作成し、提供する
システム。

④ 審査委員の委嘱に関する事項

現 行：審査委員は、三者（診療担当者代表、保険者代表、学識経験者代表）から同数を委嘱
改正後：診療担当者代表と保険者代表のみ同数とするよう、見直し
⇒機動的な審査委員の確保が可能となる。

６．審査支払機関の機能の強化（国民健康保険法の改正）
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コンピュータ
によるチェック

オンライン請求
（76.6％）

職員による
事前確認

受
付
・
事
務
点
検
チ
ェ
ッ
ク

審査委員
による審査

医学的妥
当性等

を個別に
審査

職員による
審査委員の
審査補助

診
療
報
酬
に
関
す
る
告
示
や
通
知
等
の
内
容
に
合
致
し
て
い

る
か
を
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
で
チ
ェ
ッ
ク

コンピュー
タチェック
の結果や、
コンピュー
タチェック
では確認で
きない点に
ついて、審
査委員の判
断を求める
かどうか、
職員が目視
で確認

社会保険診療報酬支払基金 / 国民健康保険団体連合会

電子媒体請求
（21.7％）

読み込み

全国約24万の
保険医療機関

保険薬局

医科 9.7万医療機関

歯科 7.2万医療機関

調剤薬局 5.8万薬局

訪問看護 1.1万ステー
ション

（平成30年3月末時点）

協会けんぽ １

健康保険組合 1,394

市町村国保 1,716

国保組合 163

共済組合 85

広域連合 47

（平成30年3月末時点）

※その他、地方自治体
（公費負担医療部局）
も支払基金・国保連に
審査・支払業務を委託

全国約3,400
の保険者

審
査
委
員
会
に
よ
る
決
定

審査支払機関が
扱う全国のレセ
プト受付件数

支払基金：
約9,100万件/月
（約11億件/年）

国保連：
約8,600万件/月
（約10億件/年）

（平成29年度実績
ベース）

請
求

支
払

支払

参考：診療報酬の請求から審査支払までの流れ

専用
ネット
ワーク

※平成30年3月診療分に係る支払基金への請求状況（件数ベース）である。 71



社会保険診療報酬支払基金 国民健康保険団体連合会

概

要

【設立根拠】
社会保険診療報酬支払基金法により設立される民間法人

【法人の性格】

役員は、四者構成（保険者、被保険者、診療担当者、公益）
であり、保険者から独立した中立的性格。

（支払基金法第１０条第２項）

【組織】
本部（東京都）、４７都道府県に支部

【職員数】
約４，３００人（平成３０年度）
（本部：約３００人、４７支部：約４，０００人）

＜沿革＞
○支払基金創設以前

・審査は、医師会又は歯科医師会への委託
→保険医指導委員会、支払は、都道府県保険課
→社会保険協会（政管）、各組合
→健保連（健保組合）

○昭和２３年９月
・基金法に基づく特殊法人として設立

・審査委員会における審査開始（翌２４年から診療担当者、保険者及
び学識経験者の３者構成）

○平成１５年１０月
・基金法改正により民間法人化

【設立根拠】
国民健康保険法により設立される公法人

【法人の性格】
保険者（市町村等）が共同して設立した保険者団体

という位置付け。 （国保法第８３条第１項）

【組織】
都道府県ごとに設立された４７団体

【職員数】
約５，１００人（平成３０年度）
※ 審査・支払事業以外（保健事業等）の人員を含む

＜沿革＞
○昭和１３年～１７年

・国保組合連合会が全国で順次設立
・当時の審査は、都道府県医師会等におかれた審査委員会で実施。

○昭和２３年
・国保が市町村の運営とされたことに伴い、現行名称に改称

○昭和２６年４月
・審査委員会の設置が法定化

参考：審査支払機関の概要
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○ 未適用事業所が遡及して社会保険に加入する等の場合、遡及して健康保険の資格を取得し、国民健康保険の資格は喪失。

○ 健康保険料については、徴収権の消滅時効の規定により、２年遡及して月単位で徴収。

○ 一方、既に納付されていた国保保険料については、遡及して年度単位で賦課決定（減額）を行った上で還付。

○ 当該賦課決定については、期間制限の規定により、各年度の最初の保険料の納期の翌日から２年経過後においてはする
ことできない(※1)ことから、還付しきれない部分が残り、結果的に保険料の二重払いが生じることがあり得る(※2) 。

※１ 国保保険料に係る賦課決定の期間制限は、権利義務関係の早期確定を趣旨として規定されたものであり、徴収権の消滅時効が２年であることを踏まえ、
保険料賦課における増額と減額に係る期間との公平性に鑑み２年としている。

※２ 平成30年７月、総務省から、国民健康保険から健康保険に遡及して加入した被保険者について、国民健康保険料の還付が受けられない期間が生じない
よう、関係法令の改正について早急に検討を行うこと等を内容とするあっせんが行われた。

現状

○ 被保険者の責めに帰することのできない事由によって健康保険法等との適用関係の調整を要することが後に判明した場合、
保険料の二重払いが生じないよう、当該年度の最初の保険料の納期の翌日から２年経過した後であっても、国保保険料を
減額する賦課決定をすることができることとする。

対応

７．その他（国民健康保険と健康保険の間における保険料の二重払いの解消）

27年度保険料
（～9月分） 29年度保険料28年度保険料

（被用者保険）

27年度保険料
(10月分～）

2年
27年度10月分保険料の徴収権の消滅時効

（10月分の納期の翌日）
27.12.1本来の資格取得日

27.10.20 

29.12.1遡及による資格取得の決定
29.8.1

2年
27年度保険料の賦課権の存続期間

29年度保険料

29.7.1

（平成27年度保険料
第1期納期の翌日）

27.7.1 本来の資格喪失日
27.10.21 

資格喪失の届出
29.8.10

28年度保険料27年度保険料

（国民健康保険）

平成27年度保険料の賦課決定できる期間経過後であるため賦課決定はできない
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６． 税制改正関係
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Ⅰ 国民健康保険税の基礎課税額に係る課税限度額を61万円（現行：58万円）に引き上げる。
Ⅱ 国民健康保険税の減額の対象となる所得の基準について、次のとおりとする。

① ５割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者の数に乗ずべき金額を
28万円（現行：27.5万円）に引き上げる。

② ２割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者の数に乗ずべき金額を
51万円（現行：50万円）に引き上げる。

１．大綱の概要

２．制度の内容

現行

【現行】 軽減判定所得
７割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)
５割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)＋27.5万円×(被保険者数＊)
２割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)＋50万円×(被保険者数＊)

７割
軽減

５割 応益分（約50％）

応能分（約50％）

２割 ７割
軽減

５割 ２割

Ⅱ 経済動向等を踏まえ、
軽減判定所得を見直し

【現行】課税限度額

基礎課税額：58万円
後期高齢者支援金等課税額：19万円
介護納付金課税額：16万円

中間所得層の被保険者の負担に配慮した
国民健康保険税の見直しが可能となる。

保険税額

所得額 所得額

保険税額

① ②

【改正後】課税限度額
基礎課税額：61万円
後期高齢者支援金等課税額：19万円
介護納付金課税額：16万円

改正後

【改正後】 軽減判定所得
７割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)
５割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)＋28万円×(被保険者数＊)
２割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)＋51万円×(被保険者数＊)

＊被保険者数には、同じ世帯の中で国民健康保険の被保険者から後期高齢者医療の被保険者に移行した者を含む。

Ⅰ 課税限度額の見直し

国民健康保険税の課税限度額の見直し及び低所得者に係る国民健康保険税の軽減判定所得の見直し
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保険料（税）軽減判定所得の算定方法の見直しの検討

【結果】
2021年度施行を目途としていることも踏まえ引き続き慎重に検討。

【内容】
青色事業専従者給与額等を必要経費としない扱いなど、住民税と異なる取扱いは現行通り適用したう

えで国保の軽減判定上の合計所得を算出しつつ、繰越控除を行う際の純損失額等については、住民税
上の金額をそのまま用いることができるよう所要の改正を行うことを要望。

【趣旨】
世帯間の公平性を保ちつつ、判定用所得の算定に係る市町村の事務負担の軽減を図り、被保険者に

分かりやすい制度とする。

平成31年度税制改正要望

○ 低所得者の保険料（税）負担の軽減を図るため、世帯の負担能力に応じて、均等
割額及び世帯別平等割額を一定割合（７割・５割・２割）軽減することとしている。

○ 軽減措置の適用区分判定に用いる所得（以下「軽減判定所得」という。）の算定
については、世帯の負担能力に応じた保険料負担とするという軽減措置の趣旨
に鑑み、青色事業専従者給与を必要経費とする規定は適用しない等、個人住民
税所得割の課税標準の算定上と異なる取扱いがある。

○ その結果、繰越純損失額等については、個人住民税所得割の課税標準の算定
上の金額とは異なることとなるため、保険者が、別に算定・管理した上で、軽減判
定所得を算定する必要がある。

※ 当面、現行の規定に基づき算定を行うこととなる。

※ 今後の税制改正要望については、市町村の要望など今後の動向を踏まえる。

応益分

応能分

所得

７割
５割

２割

保険料

（軽減額）
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H31税制改正要望（国保連合会が行う診療報酬等の審査支払業務等の非課税化）

【要望概要】

○ 国保連合会の審査業務の更なる高度化・効率化のための原資を調達しやすい制度とするため、審査
支払業務等の委託手数料を非課税化を要望。

【結果】

○ 診療報酬等の審査支払業務等について、当該業務の更なる高度化等に必要な原資を実費弁償の範囲
内で積み立てた場合、法人税法上の収益事業に該当しない運用の拡大（通知改正）を検討することと
なった。

【今後】

○ 通知改正について、近日中に発出予定

○ 国保連合会における審査業務の更なる高度化・効率化のための原資の必要性を踏まえてこうした通
知改正を行うものであり、各都道府県国保連合会と連携をお願いしたい。
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７．国保関係事務に係る留意点等
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① 国民健康保険法施行規則の改正（健康保険法施行規則等の一部を改正する省令 （平成 30 年厚生労働省令第 97 号））

・被保険者証兼高齢受給者証（一体証）を被保険者証の一様式として規定
・被保険者証兼高齢受給者証（一体証）の様式例を規定

※施行規則の具体的な内容については、次ページを参照

② 通知の発出（「国民健康保険における被保険者証と高齢受給者証の一体化の推進について」（平成30年７月30日保国発0730第１号））

・①の内容について周知
・市町村に対して、被保険者の利便性向上の観点から、一体証の実施に向けた検討を依頼
・都道府県に対して、都道府県内の事務の標準化・効率化の観点から、市町村の支援を依頼
※都道府県が推進することで、医療機関等への周知や被保険者に対する広報を効率的に実施することが可能

被保険者証と高齢受給者証の一体化の推進について

【 経 緯 】
○ 高額療養費制度の改正により、平成30年８月以降70歳以上の現役並み所得者の高額療養費の自己負担

限度額が３区分に細分化される。このことに伴い、現役並みⅠ及び現役並みⅡに該当する被保険者について
は、新たに限度額適用認定証の交付対象となるため、医療機関等の受診時に複数の様式を携行する必要が
ある。

○ 一方、被保険者証と高齢受給者証に関しては、被保険者の利便性向上の観点から、総務大臣が開催する
行政苦情救済推進会議において議論が行われ、平成30年３月、総務省行政評価局から「被保険者証と高齢
受給者証の一体化を推進する必要がある」とのあっせん文書が厚生労働省あてに送付された。

（国における対応）

《市町村》
⇒被保険者の利便性向上のため、実施に向けた検討をお願いしたい。

《都道府県》
⇒一体化を実施する市町村の支援をお願いするとともに、都道府県内の事務標準化の観点から、国保運営方針の見直

しに向けた検討の議題として取り上げていただく等、一体化の推進につきご協力をお願いしたい。

※ 市町村及び都道府県における取組を推進する観点から、保険者努力支援制度によるインセンティブ付与など、更なる措置について検討。 79



（参考）被保険者証と高齢受給者証の一体化の推進に係る省令改正（案）について

有効期限 年 月 日
発効期日 年 月 日

○○都道府 県
国民健康保 険
被 保 険 者 証
兼高齢受給者証

記 号 番 号
氏 名 性 別
生 年 月 日 年 月 日 負担割合 割
適用開始年月日 年 月 日
交 付 年 月 日
世帯主氏名
住 所

保険者番号

交 付 者 名 印

（被保険者証及び被保険者資格証明書の交付）
第六条 市町村は、当該市町村の区域内に住所を有する世帯主に対し、その世帯に属す

る被保険者に係る様式第一号による被保険者証を交付しなければならない。この場合に
おいて様式第一号による被保険者証は、その世帯に属する被保険者ごとに作成するもの
とする。

（高齢受給者証の交付等）
第七条の四 市町村は、法第四十二条第一項第三号又は第四号に掲げる場合に該当す

る被保険者の属する世帯の世帯主（当該市町村の区域内に住所を有する世帯主に限
る。）に対し、様式第一号の四又は様式第一号の五による一部負担金の割合を記載した
証（以下「高齢受給者証」という。）を、有効期限を定めて交付しなければならない。ただし、
被保険者証に一部負担金の割合及び高齢受給者証を兼ねる旨を明記した場合は、この
限りではない。

被保険者証と高齢受給者証の一体化を推進するため、平成30年７月に国民健康保険法施行規則を下記の
とおり改正。

【
改
正
前
】

一体証の様式例なし

（被保険者証及び被保険者資格証明書の交付）
第六条 市町村は、当該市町村の区域内に住所を有する世帯主に対し、その世帯に属す

る被保険者に係る様式第一号による被保険者証又は様式第一号の二の二（当該被保
険者が法第四十二条第一項第三号又は第四号に掲げる場合に該当する場合に限る。
以下この条及び第七条の四において同じ。）による被保険者証を交付しなければならな
い。この場合において様式第一号又は様式第一号の二の二による被保険者証は、その

世帯に属する被保険者ごとに作成するものとする。※第２項以下省略

（高齢受給者証の交付等）
第七条の四 市町村は、法第四十二条第一項第三号又は第四号に掲げる場合に該当す

る被保険者の属する世帯の世帯主（当該市町村の区域内に住所を有する世帯主に限
る。）に対し、当該被保険者に係る様式第一号の二の二による被保険者証を交付した場
合を除き、様式第一号の四又は様式第一号の五による一部負担金の割合を記載した証
（以下「高齢受給者証」という。）を、有効期限を定めて交付しなければならない。

【
改
正
後
】

【新規】 様式第一号の二の二

《国民健康保険法施行規則》

・「被保険者証兼高齢受給者証（一体証）を被保険者証の一様式として規定」
・「被保険者証兼高齢受給者証（一体証）の様式例を規定」
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財

産

調

査

滞

納

完
納

納期限

約束の期限

納付相談

●分割納付
●納付誓約
●条例による保険料減免
●条例による徴収猶予
●適正な所得申告

生活保護の申請支援

差
押

取
り
立
て

充
当

滞納処分
完
納

完
納

督
促
状
の
発
送

保
険
料
の
算
定

滞納処分の執行停止

所得未申告の場合は
保険料軽減の対象外

＜給与等の差押禁止の基準＞
生活保護法における生活扶助の基準となる金額（支給の基礎となった期間1月ごとに10万円と滞納者と生計を一にする配偶者その

他の親族があるときは、これらの者一人につき4万5千円を加算した額）は差し押えることができない。

＜滞納処分の停止における生活困窮の基準＞
滞納処分の執行等をすることによってその生活を著しく窮迫させるおそれがあるときは、滞納処分の執行を停止することができる

とされている。「生活を著しく窮迫させるおそれがあるとき」とは、滞納者が生活保護法の適用を受けなければ生活を維持できない
程度の状態（前述の生活保護法における生活扶助の基準となる金額で営まれる生活の程度）になるおそれがある場合をいう。

＜申請による換価の猶予＞
納税者の負担の軽減を図るとともに早期かつ的確な納付の履行を確保する観点から、申請による換価の猶予の制度が設けられてい

る。財産の換価を直ちにすることによりその事業の継続又はその生活の維持を困難にするおそれがある場合には、滞納者の申請に基
づき、換価を猶予する。

約束不履行
支払能力があるのに納付しない

換価の猶予

軽減保険料の算出

国保保険料（税）の徴収業務の流れ

納付相談

●分割納付
●納付誓約
●適正な所得申告

所得未申告の場合は
保険料軽減の対象外

軽減保険料の算出

生活保護の申請支援

留意事項
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差押禁止財産について

【概要】
滞納者の最低限の生活保障、生業維持等の観点から、以下の差押禁止財産を定めている。

○ 一般の差押禁止財産
滞納者及びその者と生計を一にする親族の生活に必要な衣服や食料等

○ 給与の差押禁止
生活保護法における生活扶助の基準となる金額等
（＝支給の基礎となった期間1月ごとに10万円と滞納者と生計を一にする配偶者その他の親族があるときは、
これらの者一人につき4万5千円を加算した額）

○ 社会保険制度に基づく給付の差押禁止
社会保険制度に基づき支給される退職年金、老齢年金、普通恩給、休業手当金及びこれらの性質を有する給付

○ 条件付差押禁止財産
農業に必要な器具や漁業に必要な器具、職業又は事業の継続に必要な機械・器具等
※ 全額を徴収することができ、換価が困難でなく、かつ、第三者の権利の目的となっていないものを提供したときのみ

「本件預金債権の大部分が本件児童手当の振込みにより形成されたものであり、本件児童手当が本件口座に振り込
まれた平成20年6月11日午前9時の直後で本差押がされた同日午前9時9分時点では、本件預金債権のうちの本件児
童手当相額はいまだ本件児童手当としての属性を失っていなかったと認めるのが相当である。」

「処分行政庁において本件児童手当が本件口座に振り込まれる日であることを認識した上で、本件児童手当が本件
口座に振り込まれた9分後に、本件児童手当によって大部分が構成されている本件預金債権を差し押さえた本件差
押処分は、本件児童手当相額の部分に関しては、実質的には本件児童手当を受ける権利自体を差し押さえたのと変
わりがないと認められるから、児童手当法15条の趣旨に反するものとして違法であると認めざるを得ない。」

参考：広島高等裁判所松江支部平成25年11月27日判決（抜粋）
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○ 差押えの解除
停止の期間内は新たな差押えをすることができず、既に差し押さえた財産についてはその差押えを解除しな

ければならない。

○ 延滞金の免除
停止の期間に対応する部分の金額に相当する延滞金額を免除する。

※ 滞納者が自発的にその停止に係る保険料を納付したときに、その納付金をその停止に係る保険料に充てることは差し支えない。

※ 滞納処分の停止の期間中においても、その滞納処分の停止に係る保険料の消滅時効は進行する。

※ 滞納処分の停止が取り消されないで3年間継続したときは、納付する義務は当然に消滅する。

効果

滞納処分の停止について

【概要】
すでに差し押さえされている財産、あるいは今後差し押さえの対象となりうる財産の換価処分（公売）を、

一定の要件に該当した場合に猶予する。

○ 滞納処分の執行等をすることによってその生活を著しく窮迫させるおそれがあるとき。。

※「生活を著しく窮迫させるおそれがあるとき」とは、滞納者の財産につき滞納処分の執行をすることにより、滞納者が生活保護法
の適用を受けなければ生活を維持できない程度の状態になるおそれのある場合をいう。（＝支給の基礎となった期間1月ごとに10
万円と滞納者と生計を一にする配偶者その他の親族があるときは、これらの者一人につき4万5千円を加算した額）

○ その所在及び滞納処分の執行等をすることができる財産がともに不明であるとき。

主な要件
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○ １年を限度とする

※ やむを得ない理由があると認めるときは、申請に基づき、すでに猶予した期間とあわせて２年を超えない範囲でその期間を延長す
ることができる。

猶予期間

換価の猶予について

【概要】
滞納者に一定の事由がある場合に、滞納処分により財産を換価すること又は一定の財産を差し押さえること

を１年の範囲内で猶予するものであり、
・ 税務署長が職権をもって行う換価の猶予（職権による換価の猶予）
・ 滞納者の申請に基づき行う換価の猶予（申請による換価の猶予）

の２種類がある。

○ 滞納者が納付について誠実な意思を有すると認められること。

○ 次のいずれかに該当すると認められる場合であること。
（イ） 財産の換価を直ちにすることにより、その事業の継続又は生活の維持を困難にするおそれがあるとき。
（ロ） 財産の換価を猶予することが、直ちに換価することに比し、徴収上有利であるとき。

主な要件
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◆認定就労訓練事業 （いわゆる「中間的就労」）
・直ちに一般就労が困難な者に対する支援付きの就労の場の育成（社
会福祉法人等の自主事業について都道府県等が認定する制度）

◆家計改善支援事業
・家計の状況を「見える化」するなど家計の状況を把握することや利用者の
家計の改善の意欲を高めるための支援（貸付のあっせん等を含む）

◆住居確保給付金の支給

・就職活動を支えるため家賃費用を有期で給付

◆子どもの学習・生活支援事業
・生活保護世帯の子どもを含む生活困窮世帯の子どもに対する学習支援
・生活困窮世帯の子ども・その保護者に対する生活習慣・育成環境の改善、
教育及び就労に関する支援等

◆自立相談支援事業
（全国902福祉事務所設置自治体で

1,313機関（H29年度））

〈対個人〉

・生活と就労に関する支援員を配置
し、ワンストップ型の相談窓口により、
情報とサービスの拠点として機能

・一人ひとりの状況に応じ自立に向け
た支援計画（プラン）を作成

〈対地域〉
・地域ネットワークの強化・社会資源
の開発など地域づくりも担う

包括的な相談支援

◇生活保護受給者等就労自立促進事業
・一般就労に向けた自治体とハローワークによる一体的な支援

就労に向けた準
備が必要な者

◆就労準備支援事業
・一般就労に向けた日常生活自立・社会自立・就労自立のための訓練

緊急に衣食住の
確保が必要な者

貧困の連鎖
の防止

◆一時生活支援事業
・住居喪失者に対し一定期間、衣食住等の日常生活に必要な支援を提供
・シェルター等利用者や居住に困難を抱える者に対する一定期間の訪問に
よる見守りや生活支援

なお一般就労が困難な者

就労支援

居住確保支援

子ども支援

本
人
の
状
況
に
応
じ
た
支
援
（※

）

緊急的な支援

※ 法に規定する支援（◆）を中心に記載し
ているが、これ以外に様々な支援（◇）
があることに留意

家計から生活
再建を考える者

家計再建支援

◇関係機関・他制度による支援
◇民生委員・自治会・ボランティアなどインフォーマルな支援

その他の支援

柔軟な働き方を
必要とする者

就労に向けた準
備が一定程度
整っている者

国費３／４

国費２／３

国費１／２,２／３

国費１／２

国費３／４

生活困窮者自立支援制度の概要

◆福祉事務所未設置町村による
相談の実施
・希望する町村において、一次的な

相談等を実施 国費３／４

◆都道府県による市町村支援事業 ・ 市等の職員に対する研修、事業実施体制の支援、市域を越えたネットワークづくり等を実施 国費１／２

再就職のために
居住の確保が

必要な者

国費２／３

※事業名及び下段の支援については、H31.4.1～

※下段の支援については、H31.4.1～
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生活困窮者自立支援制度における他制度との連携について

生活困窮者
自立支援制度
（自立相談支援機関）

○ 生活困窮者自立支援制度においては、自立相談支援事業を中核に、任意事業の活用や他制度
との連携により、本人の状態像に応じたきめ細かい支援を実施することが重要。

○ また、地域資源の開発に当たっても、他制度のネットワークや他機関と連携することが重要。

生活保護
（福祉事務所）

障害保健福祉施策
（障害者就業・生活支援セン
ター等）

介護保険
（地域包括支援セ
ンター等）

多重債務者対策
（多重債務者相談窓口、
法テラス、弁護士会等）

子ども・若者育成支援施策
（子ども・若者支援地域協議会等）

住宅施策
（居住支援協議会）

地域福祉施策
（社会福祉協議会、民生委員・
児童委員、よりそい
ホットライン等）

労働行政
（ハローワーク、

地域若者サポートス
テーション等）

国民年金保険
料免除制度

教育施策
（教育委員会、
スクールソー
シャルワーカ
ー等）

矯正施設
（保護観察所等）

・必要に応じ、生活保護へのつなぎ、生活保護脱却後
の困窮者制度の利用（連続的な支援）

・ひとり親家庭特有の課題や、複合的な課題へ
の連携した対応

・児童養護施設退所後の子どもの支援 等

・介護保険制度の要介護、要支
援にとどまらない、世帯の生活
課題への連携した対応

・地域ネットワークの整備等に係
る連携 等

・本人の意向を踏まえつつ、障害の可能
性や世帯の生活課題への連携した対
応

・障害者支援に係る専門性の生活困窮
者支援への活用

・認定就労訓練事業の担い手確保 等・地域住民相互の支え合い等
インフォーマルな支援の創出

・地域のネットワーク強化 等

・住居に関する課題への連
携した対応

・支援調整会議と子ども・若
者支援地域協議会の連
携（共同開催等）

・子ども・若者総合相談セン
ターとの連携

・多重債務者に対する専門
的な支援との連携

・ハローワークとのチーム支援やハロー
ワークのノウハウの活用

・求職者支援制度の活用

・納付相談に訪れる者のつなぎ

・国民年金保険料免除制度の周
知 等

・農林水産分野における就労
の場の確保

・矯正施設出所者に対する自立相
談支援機関の情報提供 等

・子どもの状況の背景にある世帯
の生活課題への対応

・高等学校等の修学支援 等

連携通知（注）で示した連携の例

※上記の例にとどまらず、本人の自立支援に資する他制度と連携した支援のあり方については国や自治体において引き続き検討していく。

（注）「生活困窮者自立支援制度と関係制度等との連携について」
（平成27年3月27日付け事務連絡） 等

ひとり親家庭
等福祉対策、
児童福祉施策
（福祉事務所、
児童養護施設等）

農林水産
分野

・自殺の危険性が高い者への
連携した対応

国民健康保険制
度・後期高齢者医
療制度

自殺対策施策
（自殺予防に関する
相談窓口、地域自
殺対策推進セン
ター）

ひきこもり
地域支援
センター等

・ひきこもり状態にある者への
連携した対応

・納付相談に訪れる者のつなぎ
・所得の低い世帯への配慮措置の周知や申請援助
・保険料（税）滞納者への連携した対応
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生活困窮者等の自立を促進するための
生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律（平成30年法律第44号）の概要

生活困窮者等の一層の自立の促進を図るため、生活困窮者に対する包括的な支援体制の強化、生活保護世帯の子どもの大学等への
進学支援、児童扶養手当の支払回数の見直し等の措置を講ずるほか、医療扶助における後発医薬品の原則化等の措置を講ずる。

改正の趣旨

１．生活困窮者の自立支援の強化（生活困窮者自立支援法）
(1) 生活困窮者に対する包括的な支援体制の強化

① 自立相談支援事業・就労準備支援事業・家計改善支援事業の一体的実施を促進
・ 就労準備支援事業・家計改善支援事業を実施する努力義務を創設
・ 両事業を効果的・効率的に実施した場合の家計改善支援事業の国庫補助率を引上げ(1/2→2/3)

② 都道府県等の各部局で把握した生活困窮者に対し、自立相談支援事業等の利用勧奨を行う努力義務の創設
③ 都道府県による市等に対する研修等の支援を行う事業を創設

(2) 子どもの学習支援事業の強化
① 学習支援のみならず、生活習慣・育成環境の改善に関する助言等も追加し、「子どもの学習・生活支援事業」として強化

(3) 居住支援の強化（一時生活支援事業の拡充）
① シェルター等の施設退所者や地域社会から孤立している者に対する訪問等による見守り・生活支援を創設 等

２．生活保護制度における自立支援の強化、適正化（生活保護法、社会福祉法）
(1) 生活保護世帯の子どもの貧困の連鎖を断ち切るため、大学等への進学を支援

① 進学の際の新生活立ち上げの費用として、「進学準備給付金」を一時金として給付
(2) 生活習慣病の予防等の取組の強化、医療扶助費の適正化

① 「健康管理支援事業」を創設し、データに基づいた生活習慣病の予防等、健康管理支援の取組を推進
② 医療扶助のうち、医師等が医学的知見から問題ないと判断するものについて、後発医薬品で行うことを原則化

(3) 貧困ビジネス対策と、単独での居住が困難な方への生活支援
① 無料低額宿泊所について、事前届出、最低基準の整備、改善命令の創設等の規制強化
② 単独での居住が困難な方への日常生活支援を良質な無料低額宿泊所等において実施

(4) 資力がある場合の返還金の保護費との調整、介護保険適用の有料老人ホーム等の居住地特例 等

３．ひとり親家庭の生活の安定と自立の促進（児童扶養手当法）
(1) 児童扶養手当の支払回数の見直し（年3回（4月,8月,12月）から年6回（1月,3月,5月,7月,9月,11月）） 等

改正の概要

平成30年10月１日（ただし、１．(2)(3)は平成31年４月１日、２．(1)は公布日、２．(2)①は平成33年１月１日、２．(3)は平成32年４月１日、３．は平成31年９月１日※ 等）

施行期日

「「生活困窮者自立支援制度と国民健康保険制度及び
後期高齢者医療制度との連携について」の一部改正に
ついて」（平成30年10月１日付け社援地発1001第12号
厚生労働省社会・援護局地域福祉課長・保国発1001第
１号厚生労働省保険局国民健康保険課長・保高発1001

第１号厚生労働省高齢者医療課長通知）により都道府
県宛に通知済。
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限度額適用認定証の運用に当たっての留意点

70歳未満の被保険者が限度額適用認定証の交付を受ける際は、各種添付書類を添えて申請書を提出するとともに、

保険料（※）の滞納がないことが条件となっている（国保法施行規則第27条の14の２第１項第３号）。 ※延滞金は含まない。

ただし、特別の事情がある場合（災害、盗難・病気、負傷・事業の休廃止、事業の著しい損失、又はこれらに類す

る事項）又は保険者が適当と認める場合は、保険者の判断により交付する事も可能とされている。

被保険者に限度額適用認定証の交付を行わない場合は、交付されない理由と、当該理由を解消の上再度申請すれば

交付されることについて、説明を行っていただく必要がある。

非課税世帯に属する70歳以上の被保険者の自己負担限度額の適用区分については、総所得金額等（公的年金等の支給を受ける者につ

いては公的年金等控除額を80万円として算定）の有無により判定を行う。

※各所得の算定に当たっては、損益通算、純損失・雑損失の繰越控除適用後の所得金額を用いる。

所得額が少ない被保険者については、控除漏れ等がないか確認する等、被保険者の生活実態に即した判定を行うよう留意して頂く必

要がある。

70歳から74歳の被保険者における所得判定

【交付申請】
●適用区分の確認
●保険料滞納の有無

滞納がある場合は
原則交付対象外

生活困窮者は一部負担金の減免
または生活保護の申請支援も検討

保
険
料
滞
納
の
有
無

有

無 交
付

申
請
却
下
理
由
の
説
明

交
付

特
別
事
情
等
の
有
無
を
確
認

有 交
付

無

理由を解消
した場合

保険料に滞納がある者への限度額適用認定証の交付
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医療費通知を活用した医療費控除について

○ 従来、医療費控除（所得税法第73条）の適用を受ける場合には、医療費の領収書の添付が必要とされていたが、平成29年度
税制改正により、医療費の領収書の添付・提示は不要※となり、医療費控除の明細書を添付することとされた。

※ただし、明細書の記入内容の確認のため、確定申告期限から５年間の保管義務がある。

○ 上記の改正とあわせて、保険者が発行する医療費通知について、標準項目が記載されていれば、申告手続に利用することが
可能となっている。

※標準項目が記載された医療費通知を添付した場合、医療費通知に記載された医療費に係る領収書の保管は不要である。

【医療費控除の申告手続に利用する際に必要な医療費控除の標準項目】

①世帯主又は組合員の氏名、②療養を受けた年月、③療養を受けた被保険者の氏名、④療養を受けた病院、診療所、薬局等の名称、
⑤被保険者が支払った医療費の額、⑥保険者の名称

○ 国民健康保険においては、平成29年度末までに、約６割の市町村と約４割の国保組合に標準項目が記載された医療費通知
を発行していただいているところ。
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医療費通知
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記載割合

○ 被保険者の利便性向上の観点から、
・標準項目が記載されている医療費通知を発行していない場合には、発行に向けた検討をお願いするとともに
・発行している場合でも、医療費通知の年別の作成や医療の明細の時系列に沿った記載等をお願いしたい。
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８. 国保特別会計の財政運営
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平成30年度の追加公費（実績見込み）

平成30年1月 平成31年2月 【参考】平成31年１月

本算定（30年度確定係数） 交付実績見込み 本算定（31年度確定係数）

対象予算 平成30年度予算ベース 平成30年度決算見込み 平成31年度予算ベース

追加公費 約1,600億円 約1,700億円 約1,670億円

内
訳

普通調整交付金 約300億円

総額6,７00億円
特調から

追加公費50億円と
別途50億円を流用

総額6,８00億円

約350億円

特例調整交付金（暫定措置） 約300億円 約250億円

特別調整交付金

子ども 約100億円 約100億円 約100億円（子ども）

精神等
約100億円

未反映
約50億円

約45億円 未反映

非自発 未反映 約５億円 未反映

保険者努力（都道府県） 約500億円 約500億円 約500億円

保険者努力（市町村）
約340億円

（別途特調より160億円）
約340億円

（別途特調より約160億円）
約412億円

（別途特調より約88億円）

特別高額医療費共同事業 約60億円 約60億円 約60億円

その他
・前期高齢者交付金等がほぼ確定額に
・特調による追加激変緩和措置として
100億円を交付

・特調による追加激変緩和措置100億円
に加えて、財政負担影響緩和措置として
約90億円を追加交付（都道府県）

・特調による追加激変緩和措置として
確保した一定額（100億円）を提示

・前期高齢者交付金等がほぼ確定額に
・保険者努力支援制度の交付見込額 を
提示

※追加公費の総額部分については四捨五入を行っている。

○ 平成30年度からの追加交付1,700億円のうち実績に基づき反映することとしていた、結核・精神医療費
の多額分に約45億円、非自発的失業者の保険料軽減措置に約５億円を計上（計約50億円＜約100億円）。

○ こうした実績に基づく特別調整交付金総額を除いて生じる留保財源190億円のうち半分超の約100億円を
普通調整交付金に流用して全都道府県の財政負担を緩和。残る約90億円は、普通調整交付金に係る国係数
と実交付額との乖離による財政負担（特別な事情）を緩和するため、特別調整交付金として交付。
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平成30年度都道府県向け特別調整交付金（新メニュー）

○ 平成30年度は、都道府県が、財政運営の責任主体として、初めて国保特別会計を運営。

○ 都道府県は、平成29年度までの施行準備期間中に市町村と連携して財政推計を行ったが、そのうち普通調整交付金交付
見込額については、基本的に国が示した額を係数として活用。しかしながら、一部の都道府県において、係数より実交付額
が減少して収入不足が生じ、財政運営の初年度から多額の財政安定化基金が使用される見通し。

※ 係数は、平成28年度実績の需要額等に基づき算出し、平成29年12月に提示。 財政支援がない場合、普通調整交付金に係る国係数と実交付額との差額
による収入不足を補うため、財政安定化基金の約10％（１人当たり平均保険料の約2％相当分）が使われる見通し（都道府県補正予算ベース）

⇒ 特別調整交付金（約90億円）を活用して普通調整交付金に係る「国係数と平成30年度実交付額との差額（特別な事情）の
約５割を財政支援」することとし、都道府県による財政運営の安定化を支援し、保険料負担増加への影響を抑制する。

※ 普通調整交付金に約100億円を流用する前の差額に対しては、約65％（全国平均）の支援となる。
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92



○ 都道府県が財政運営の責任主体となり、市町村ごとの国保事業費納付金の額の決定や、保険給付に必要な費用を、全

額、市町村に対して支払う（保険給付費等交付金の交付）ことにより、国保財政の「入り」と「出」を管理する。

⇒ 都道府県は、年度ごとに国保特別会計の収支の均衡を図り、市町村の健全な運営に資するようキャッシュフローを確保。

※必要以上に黒字幅や繰越金を留保することがないよう市町村の財政状況を見極めつつ、バランスの良い財政運営。

○ 市町村は、国保財政を持続的・安定的に運営していくため、原則として必要な支出は、公費や保険料、都道府県からの保険

給付費等交付金で賄われることにより、年度ごとに国保特別会計の収支の均衡を図り、財政運営の健全化を図る。

※ 市町村は、国保特別会計に新たな赤字が発生した場合、国保が短期保険であることに鑑み、速やかに赤字の削減・解消を図る。

国民健康保険特別会計の運営

支出

①普通交付金

保険給付に必要な費用

を、全額、市町村へ交付

②特別交付金

災害等による保険料の減

免額等が多額であること

や、市町村における保健事

業を支援するなど、市町村

に特別な事情がある場合

に、その事情を考慮して交

付

支出

保険料 保険給付費

納付金 交付金

都道府県の国保特別会計

市町村の国保特別会計

Ａ市

公費

保険料軽減 等

公費

収入定率国庫負担 等

収入

財政安定化
基金

財政調整
基金

普通調整交付金
（県収入減少）

被保険者所得
の増加

市町村の保険料
収入増加

○ 都道府県は、安定的に財政運営を行うためには、財政
安定化基金（全国2,000億円）を効果的に活用すること
が重要。

○ 平成30年度から、予期せぬ給付増・普通調整交付金
等の交付見込額の減少を要因として都道府県による取崩
しとともに、災害による保険料減免・保険料収納不足を
要因として市町村向けの交付・貸付が行われる見通しで
あり、その使用規模は、積立て総額の１／４程度が予定
されている。都道府県は、活用額に基づく再積立計画を
市町村と共有しておくことが必要。
※ 使用規模は補正予算ベース。決算ベースでは縮小する見通し。

○ 財政運営の更なる安定化を図るため、市町村と連携し
計画的に保険料を財源して財政安定化基金（特例基金を
含む）を積み増すことが考えられる。

●保険料を活用した基金積増し財源分の確保要素（例）

保険者努力支援交付金
（収入増加分）

普通調整交付金
（収入増加分）

保険料
（計画分）

決算剰余金
（精算後）

○ 都道府県が財政安定化基金を活用した場合、その翌々年度から毀損分の再
積立てが行われることとなるため、市町村は、財政調整基金等に再積立財源
を確保しておくことが必要。特に普通調整交付金の減少による場合に留意。
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平成３１年度 国公費交付スケジュール予定

当年度交付分
財源内訳

交付日・交付率

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

普
通
交
付
金

療養給付費等負担金 4/22（50%）
5/8

（13.8%）
6/4

（13.8%）
7/2

（13.8%）
3/30 (8.6%)

国・普通調整交付金
9/17

（50%）
4/10

（50%）

国・特別調整交付金
（市町村向け除く）

9/17
概算

3月
概算

4/10
精算

国・特例調整交付金 9/17
（100%）

高額医療費負担金
6/24

（16.6%）
7/2

（8.3%）
8/2

（8.3%）
9/3

（8.3%）
10/2

（8.3%）
11/5

（8.3%）
12/3

（8.3%）
1/7

（8.3%）
3/30

（25%）

特別高額医療費
共同事業負担金

9/24
（100%）

保険者努力支援交付金
（市町村向け除く）

9/17
（100%）

前期高齢者交付金（注1）
前年度分

(8.3%)
8.3% 8.3% 8.3% 8.3% 8.3% 8.3% 8.3% 8.3% 8.3% 8.3% 8.3% 8.3%

療養給付費等交付金（注1）
前年度分

(8.3%)
8.3% 8.3% 8.3% 8.3% 8.3% 8.3% 8.3% 8.3% 8.3% 8.3% 8.3% 8.3%

特
別
交
付
金

国・特別調整交付金
9/17
概算

3月
概算

4/10
精算

保険者努力支援交付金 9/17
（100%）

特定健康診査等負担金
10/29
100%

保険基盤安定負担金
（国・保険者支援）

12/25
（75%）

3/18
（25%）

注1：前期高齢者交付金と療養給付費等交付金は、毎月15日頃交付される。
注2：9月17日の特別調整交付金の概算払いにおいて、保険者努力支援分（特調措置分）、経営努力分（経過措置分）、追加激変緩和措置分も交付する予定。
注3：国保災害臨時特例補助金は、9月17日、2月25日に交付する予定。

（保健事業分）

（保健事業分）

前年度
精算分

○ 療養給付費等負担金、高額医療費負担金、特別高額医療費共同事業負担金にかかる前年度分の精算は、当年度の3月に返還又は追加交付となる。
○ 保険者努力支援交付金は、翌年度精算払いとなるが、基本的に当該年度概算交付額と一致するため、追加交付はない。
○ 調整交付金のうち保健事業分は、当年度に概算払い、翌年度実績確定後、精算（返還のみ）が行われる。
○ 療養給付費等交付金にかかる前年度分の精算は、9月に返還（一定の要件により充当可能）又は10月に追加交付となる。

注：返還による精算を行うため、予算の確保が必要と見込まれる場合には、スケジュールを遵守できるよう、仮定を置いて当初予算に計上するか、予算流用・補正予算等により対応。
：調整交付金等について、交付額確定後に過大交付が確認された場合、原則当初交付確定日から５年以内に交付額の再確定処理を行い、国庫返還を行うことになる。

都道府県は、以下のスケジュールを踏まえつつ、市町村から現物給付・現金給付それぞれに必要な額の交付申請を受付け、
毎年度3/31までに、保険給付費等交付金の支出負担行為を行う必要がある。
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２ ０ １ ９ 年 度

5月 6月11月 12月 1月 2月 3月 4月5月 6月 7月 8月 9月 10月4月

実績通知
（年次報告）

2月診療分

報告

3月診療分

報告

8月診療分

報告

9月診療分

報告

10月診療分

報告

11月診療分

報告

12月診療分

報告

1月診療分

報告

2月診療分

報告

3月診療分

報告

4月診療分

報告

5月診療分

報告

6月診療分

報告

7月診療分

報告

月次実績通知
（月次報告）

1月診療分

報告

7月 8月 9月 10月 11月 12月

4月診療分

報告

5月診療分

報告

6月診療分

報告

7月診療分

報告

8月診療分

報告

9月診療分

報告

２ ０ ２ ０ 年 度

見込額通知・
概算交付金申請

★ ★★ ★
２０１９年度分

退職者医療療養給付費等事業実績通知書

（様式第９号）

提出期限日（６月末日）

※市町村の報告期限（６月１５日）

拠出対象額通知書（様式第８号）

提出期限日（対象月の３ヶ月後の５日）

※市町村の報告期限（対象月の２ヶ月後の２０日）

★

★★
★

概算交付金の交付

（毎月15日）

★ ★

第１回目変更

（１０月）

第２回目変更

（１２月）
第３回目変更

（２月）

第４回目変更

（４月）

★ ★ ★ ★

拠出対象額通知書（様式第８号）に基づき、被用者保険等拠出対象額の

状況等により概算交付金の額を変更する場合がある。

支払基金が行う業務処理都道府県が行う業務処理
※１.市町村は、都道府県が上記スケジュールにある期限までに通知できるよう、支払基金の指定する期日までに報告データを登録する。

支払基金は、指定日までに都道府県に集計データを提供する。

※２.実績確定後、交付金の過不足により、追加交付・返還等精算事務が発生する。

※３.支払基金は、必要に応じて都道府県及び市町村に照会・確認等を行う。

※４.上記スケジュール（イメージ）は、Ｈ３1年3月時点のものであり、今後変更もあり得る。

。

★
★★

★★

概算交付金の一括交付

（毎年5月15日）

●

２０１８年度分

退職者医療療養給付費等事業実績通知書

（様式第９号）

提出期限日（６月末日）

※市町村の報告期限（６月１５日）

２０２０年度分

交付金交付申請書（様式第２号）

提出期限日（支払基金の指定日）

２０１９年度分

交付金交付申請書（様式第２号）

提出期限日（支払基金の指定日）

２０２０年度分

被用者保険等拠出対象見込額通知書

（様式第１号）

提出期限日（２月末日）

※市町村の報告期限（２月５日）

破線は、廃止を検討している事項

平成31年度以降の療養給付費等交付金事務スケジュール（イメージ）

今後は、更なる対象者の減少が見込まれる
ため、都道府県、支払基金等の事務量削減
に向けて、一括交付を検討中。（精算につい
ては現行通り、翌年度行う。）

一括交付により、変更算定処理が不要
となるため、時期を含め月次報告を不要
とすることも検討中。

○ 退職被保険者等数は、2020年度以降大幅に減少し、前期高齢者医療制度に移行する見通し。
⇒事務の効率化を図る観点から、2020年度の概算交付金から一括交付とする方向で検討中。（精算は従前どおり。）

※併せて、月次報告・平成31年度の変更算定についても効率化を図る観点から検討中。
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９. ３１年度納付金等の算定結果
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平成31年度 国保事業費納付金等の試算状況（確定係数）

【納付金ベース（単純全国平均）】 【保険料ベース（単純全国平均）】

（年度）

（円）

（年度）

（円）

※ 平成29年度の値は、対平成28年度比の伸び率（国民健康保険事業年報における数値より算出）により算出した理論値。

123,240 
124991

122,333 

131,452 

116,000

118,000

120,000

122,000

124,000

126,000

128,000

130,000

132,000

134,000

28年度 29年度 30年度 31年度

106,443 

114,597 

103,666 

109,458 

98,000

100,000

102,000

104,000

106,000

108,000

110,000

112,000

114,000

116,000

28年度 29年度 30年度 31年度

○ 平成31年度の国保事業費納付金（理論値）は、平成30年度のそれと比べて７％程度増加するが、激変緩和措置の基点
年度である平成28年度からの伸びは自然増を下回る（単年度平均2.2％増）。

また、保険料は平成29年度の負担水準を下回っている（平成28年度を基点とする伸び率は、単年度平均1％増）。

※ 平成30年度の負担減少要因
１）公費拡充（一人当たり5千円程度）による増加抑制効果（自然増以下） ２）前期高齢者交付金の精算による追加交付
３）診療報酬改定に基づく給付費推計の抑制 等

※ 平成31年度の負担増加要因
１）団塊世代が全て70歳以上に移行することによる高齢化影響（若人給付費単価の増・社保適用拡大等に伴う人数減少による寄与度も高い）
２）消費税率増加に伴う診療報酬本体分の増加影響 ３）前期交付金の精算による返還額の増加 等

○ 平成31年度の理論値ベースで負担は増加するが、保険料を賦課する市町村においては、概ね据置く方向で検討が進め
られている。据置き財源として、１）財政調整基金、２）前年度繰越金、が活用される予定。

※ 29年度は、前期交付金の追加交付と多額の概算交付があったことに加えて、27年度の高額薬剤の影響による収支不足が続くものと見込まれたため、
多くの市町村において保険料率の引上げが行われたが、薬価のマイナス改定の効果等により、多額の決算剰余金の生じた市町村がある。この剰余金
は、30年度の保険料率改定の際、公費拡充分と併せて、引下げ・据置きの財源として活用された。

29年度の負担水準より
5千円程度低い

単年度平均2.2％増
（自然増の伸びを下回る）
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α（医療費指数反映係数）・β（所得係数）の設定状況（平成31年度）

α＝1
79%

α＝0.9
2%

α＝0.7
2%

α＝0.5
8%

α＝0
9%

【αの設定状況】

α 1 0.9 0.7 0.5 0

H30都道府県数 40 - 1 2 4

H31都道府県数 39 1 1 2 4

群馬県 三重県
北海道、
宮城県、

滋賀県、
大阪府、
奈良県、
広島県

α＝１
市町村の年齢調整後医療費
水準を納付金の配分に反映

α＝０
市町村の年齢調整後医療費
水準を納付金の配分に反映しない

納付金の算定に当たって、年齢調整後の医療費水準を
どの程度反映するかを調整する係数（α）

納付金の算定に当たって、各市町村の所得シェアを
どの程度反映するかを調整する係数（β）

β＝ （県内の所得総額/県内の被保険者数）
/ 全国平均の一人当たり所得

β＝県平均

98％

β＝0.75

2％

【βの設定状況】

β 県平均 0.75

H30都道府県数 46 1

H3１都道府県数 46 1

北海道
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31年度保険料等の増加要因①（被保険者数見込みの影響）

団塊の世代の推計差影響

○ 被保険者数の推計は、全ての推計の基礎となるが、全国

的に見ると、３０年度の納付金算定時に７０歳以上被保険

者数を少なめに推計していたところが多い。29年度から

団塊の世代が70歳に移行し始めていたが、30年度はこの

動勢を適切に反映し切れていなかったことが要因。

○ 31年度は団塊世代の全てが70歳以上に到達するため、

この動勢も適切に反映された結果、昨年度の推計が補正

され、７０歳以上被保険者数が大幅に増加。

※ 30年度は、団塊の世代の動勢が十分に反映されていなかった

ことで若人の被保険者数が多めに推計されたため、被保険者総数

でみると違和感がなかったと考えられる。

0.880

0.930

0.980

1.030

1.080

1.130

1.180

28年度 29年度 30年度推計 31年度推計

被保険者数の推移（30・31年度推計）

※各都道府県の提出データを集計

若人 未就学 70以上一般 70以上現役

若人 未就学 70以上一般 70以上現役30年度
納付金算定時の推計

30年８月頃迄の
実績から推計

○ ７０歳以上被保険者は、一般所得者と現役並み所得者に

分かれるが、その比率は、29年度ベースで、

一般所得者：現役並み所得者＝９３：7 である。

○ 実績給付率は、29年度ベースで、

70歳以上一般所得者は約83％、

現役並み所得者約73％となっており、10％程度乖離。

このため、一般所得者数が少なく推計されることに

よって、給付費の不足がより生じやすい状況となる。

29年度（年間） 30年8月診療

未就学児（※） 92.55％ 92.29％

若人 75.46％ 75.55％

70歳以上一般所得者 83.35％ 82.40％

70歳以上現役並み所得者 73.04％ 73.40％

全体 77.99％ 77.85％

（注）月報データを使用

70歳以上被保険者数は30年度
の推計と実績で10％程度乖離
していたため、31年度推計が
著しく増加したようにみえる。

（参考）実績給付率

※未就学児に対する一部負担金減免分（地単）が実績給付率に含まれる。 99



若人_被保数（昨年度推計）

103,520

70以上一般_被保数（昨年度推計）

114,133

119,369

若人_被保数（今年度推計）

未就学_被保数

70以上一般_被保数（今年度推計）

111,143

70以上現役_被保数

306,629

1人当たり給付費（昨年度推計）

312,181

320,762

1人当たり給付費（今年度推計）

311,868

250,000

260,000

270,000

280,000

290,000

300,000

310,000

320,000

330,000

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

H29_被保数 H30_被保数 H31_被保数 H29_1人当給付費 H30_1人当給付費 H31_1人当給付費

若人_被保数（昨年度推計）

55,008

70以上一般_被保数（昨年度推計）

63,064

63,259

若人_被保数（今年度推計）

未就学_被保数

70以上一般_被保数（今年度推計）

58,984

70以上現役_被保数

366,074

1人当たり給付費（昨年度推計）

382,058

395,008

1人当たり給付費（今年度推計）

374,722
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270,000

280,000

290,000

300,000

310,000

320,000
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○ 被保険者数の動きと給付費の動きは相関しており、31年度
の給付費は３パターンに分類される。
（右図のように）約半数の都道府県では、３０年度の納付金

算定時に、70歳以上一般被保険者数を少なめに推計していた
ために、一人当たり給付費も低めに推計されていたところ、
それが今回補正されて、31年度の一人当たり給付費が著しく
増加している。

○ 残る都道府県では （下図、右下図のように）昨年度の時点
で70歳一般被保険者数を適切に上方補正することにより団塊
の世代の動勢を反映して、一人当たり給付費も概ね適切に推計
されており、31年度の一人当たり給付費が概ね自然増程度に
収まっている。

31年度保険料等の増加要因②（給付費見込みの影響）

（注）29年度は、国が月報に基づき集計した実績数値。
30年度の「昨年度推計」は、都道府県が昨年度に30年度納付金を算定する際

に推計したデータであるが、「今年度推計」は、国が30年８月月報までの実績
を用いて年間額を推計したもの。

31年度は、都道府県が今年度に31年度納付金を算定する際に推計したデー
タ。

推計値を
1.2倍程度補正

推計値を
1.3倍程度補正
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１歳階級別被保険者数の推移（イメージ）
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H26
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H28
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Ｈ31

Ｈ32

団塊世代の動き
平成29～31年度にかけて70歳代
に移行。
2022年度から後期に移行する人
数が更に増加する。

団塊の世代が70才代に移行する間
は、若人人数の減少率が大きい。
2020年度以降、減少率は鈍化。

社保適用拡大・経済状況等により
減少したと思われる世代。
現在、社保適用拡大等により増加
が抑制されている傾向。

団塊ジュニア世代
の動き

丙午の動き

注１．平成26年度から平成29年度は、国民健康保険実態調査（9月末時点の抽出調査）のデータを使用。
注２．平成30年度から平成32年度は、前年度の1歳下の被保数に、全国計で算出した各年齢の平成26年～29年の対前年度変化率の平均を乗じて推計。

○ 過去の人口動勢トレンドのみに基づいて被保険者数を推計すると、トレンドの潮目が変わる時点で、過大・過小な推計
となる場合があることに留意。
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標準システムによるコーホート法活用の検討

○ 「自然増減」（出生と死亡）及び「純移動」（資格取得・喪失）という、二つの「変動要因」それぞれについて、将来値を仮定し、それに
基づいて被保険者数の将来推計を行う方法。具体的には、前年における１歳下の人口に「生残率」及び「将来純移動率」を乗じること
によって推計を行う。

○ 国保の場合、出生・死亡は資格の得喪事由に含まれるため、国保固有の移動率を乗じて計算する方法を検討。
ただし、後期高齢者加入による減少数は、移動率ではなく、 75歳の誕生月ベースで減算。

※被保険者情報の抽出条件については、「年齢計算に関する法律」に基づき行う。
※別途母親となり得る女性の人口に対する、0歳児被保険者の加入率から、０歳児の被保険者数を推計する方法を検討。
※移動率については、全国の値、都道府県の値を検討。トレンド推計やアベレージ推計等を活用する方法を検討

コーホート要因法

「推計対象人口」
（ｔ+１年度）年3月31日時点の男女別

（ｎ＋１）歳人口

「基準人口」
ｔ年度3月31日時点の男女別ｎ歳人口
※就学児は（ｔ年度＋1）年4月2日時点

＝ ×
「移動率」

ｔ年度→（ｔ＋ １年度）のｎ歳
→（ｎ＋１年度）歳男女別移動率

国保情報集約
システム

国保事業費納付金等
算定標準システム

集計データ

情報集約システムから、
１歳階級別・性別・国籍ごと等に被保
険者数の資格取得/喪失情報を集計
して、都道府県に提供。

納付金システムにおいて、情報集約
システムから受け取った、１歳階級
別等の被保険者数情報を活用し、
被保険者数の中長期推計を実施。

○ 納付金算定システムでは、月報データを活用し、一部負担金割合の区分毎に、被保険者数の推計を行っているが、被保険者数推計
値は、給付費推計、所得推計、納付金配分、保険料率算定にも活用するため、より確度の高い推計結果が求められている。

○ そこで、団塊世代・団塊ジュニア世代、丙午、外国人人口の増加等の人口動勢を適切に反映した、被保険者数推計が行えるよう、
従前の負担区分別に、各年齢別・性別・国籍等に分けて推計する、コーホート法を活用することが考えられる。

⇒ 情報集約システムと納付金算定システムを連携させ、コーホート法による、被保険者数の中長期推計機能の提供を検討。

2019年度 2020年度

○ コーホート法による被保険
者数推計機能の提供

○ コーホート法による推計結
果を活用した、医療費等推計機
能の提供 等
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全国平均 協会けんぽ 健保組合Ａ 国保

【イメージ】
支払基金

＜交付金＞

7.71％
3.15％

40.85％

前期高齢者加入率

（全国平均）15.36％
前期高齢者加入率が
全国平均である場合の額

※ 数字は各保険者の前
期高齢者加入率

（平成30年度予算案）

健保組合Ｂ

＜納付金＞

1.60％

○ 保険者間で高齢者が偏在する（65～74歳の約8割が国民健康保険）ことによる負担の不均衡を是正するため、国
保・被用者保険の各保険者が前期高齢者加入率に応じて費用を負担するよう調整を行う。

○ 各保険者の前期高齢者給付費と前期高齢者に係る後期高齢者支援金について、前期高齢者加入率が全国平均である
とみなして算定された額を負担する。（前期高齢者加入率が全国平均より低い場合には、全国平均である場合との差
を納付。高い場合には、その差分の交付を受ける。）

※ 保険者ごとの負担が過大とならないよう、次のような仕組みを設けている。
・ 前期高齢者加入率が著しく低い保険者の納付金が過大とならないよう、算定する際の加入率には下限割合を設定。（高確法第34条第５項）
・ 一人当たり前期高齢者給付費が著しく高い保険者について、基準を超える部分を調整対象から外すことにより、保険者の医療費適正化努力を促
進。（高確法第34条第２項第２号）。その他の保険者については、一人当たり前期高齢者給付費は調整されず、各保険者の65～74歳の医療費水準
に応じた負担となる。

・ 拠出金負担（前期高齢者納付金・後期高齢者支援金）が義務的支出（前期高齢者納付金・後期高齢者支援金・法定給付費等）に比し過大となる保
険者について、その過大部分を全保険者で按分し、前期高齢者納付金で調整。 （高確法第38条第４項及び第５項）

前期高齢者納付金 前期高齢者加入率の全国平均

（平成30年度15.36％）

当該保険者の前期高齢者加入率
当該保険者の 前期高齢者に係る －

前期高齢者給付費
＝ （ ＋ ） × 前期高齢者給付費

（ ＋ 後期高齢者支援金
当該保険者の 前期高齢者に係る

＜加入者調整率＞

）
後期高齢者支援金

前期高齢者交付金 前期高齢者加入率の全国平均

（平成30年度15.36％）

当該保険者の前期高齢者加入率

当該保険者の 前期高齢者に係る
－ 前期高齢者給付費

＝ ＋ ） ×
前期高齢者給付費

（ ＋ 後期高齢者支援金

当該保険者の 前期高齢者に係る

＜加入者調整率＞

） 後期高齢者支援金（

【参考】前期高齢者に係る財政調整

103



0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

都道府県別前期高齢者加入割合（平成29年度速報値）
都道府県別 全国平均

前期高齢者加入率

（全国平均）約15％

0.9

0.95

1

1.05

1.1

1.15

1.2

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

前期高齢者加入割合の変化率（25年度基点）
国保前期加入率 全国前期加入率

前期高齢者加入割合

○ 平成29年度時点でみると、全国平均の前期高齢者

加入割合は約15％であり、伸びが鈍化しつつあるが、

国保の前期高齢者加入割合は約40％であり、上昇傾向

が継続している（65～74歳の約8割が国保に加入） 。
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保険者負担 前期交付金

前期高齢者に係る財政調整後の保険者負担

○ 前期財政調整制度は、保険者間で高齢者が偏在することによる負担の不均衡を是正することを目的として、国保・被用者保険の各保険者
が前期高齢者加入率に応じて費用を負担するよう調整を行う仕組み。

○ 財政調整の結果、前期高齢者の給付費と後期支援金に係る各保険者の一人当たり負担額は、ほぼ均衡する。
※国保の場合、前期交付金控除後の保険者負担額の約半分を公費で負担する。

前期高齢者給付費と前期高齢者に係る後期支援金
（被保険者一人当たり、平成29年度ベース）

平均約74,000円
±1万円程度
（公費控除前）
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前期財政調整後の保険者負担額の推移

○ 前期交付金交付後の保険者負担額（公費算入前）の全国平均を１として、都道府県ごとの負担額をポジショニングしたもの。乖離幅は、ほぼ一定している。

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

1
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1.07

1.08

1.09

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

一人当たり需要

額

一人当たり前期

確定交付金

一人当たり負担

額（公費算入前）

国保前期加入率

全国前期加入率

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

○ 前期交付金等の対前年度伸び率の推移。
給付費等の需要額の伸びに連動して、交付金等
の伸び率も同じように変化（確定額ベース）。
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31年度保険料等の増加要因③（前期交付金影響）

○ 前期交付金は、全国的に２年後の精算時に返還となる傾向（26～28年度平均約2,500円）がある。ただし、29年度は、27年度
に生じた高額薬剤による給付費の著しい増加に伴い追加交付に転じた。 （市町村単位で当てはまるとは限らない。）

○ また、29年度は、27年度の給付費実績から需要額が推計されたため、31年度に一人当たり約3,300円分の返還が必要になるほど、
多くの交付額があった。（29年度に過大交付されていた額を返還するものであり、決算剰余金を活用することで改めて保険料を徴収しないことも可能。）
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全国一人当たり前期精算額（保険料負担ベース）

前期交付金の精算（返還）影響

※ 一人当たりでみた場合、29年度は、例年のような約2,500円の返還が不要になっただけでなく約1,300円の追加交付があったことに加え、

概算交付額が約3,300円多く交付されていたため、約7,000円相当額の増収効果があったと考えられる。
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一人当たり前期概算交付金額 一人当たり前期確定交付金額
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市町村
運営協議会に
おける議論

2020年度に向けた
運営方針・納付金等

に関する議論

国※ 都道府県 市町村

7月上旬：
2020年度の公費の在り方を提示

10月下旬及び10月末日：
2020年度試算用の仮係数を提示

12月末日：
平成32年度本算定用の確定係数

（公費の交付額、診療報酬改定率
等）を提示

保険料率の算出
・都道府県から示された納付金額を踏ま
え、法定外繰入や基金繰入金等を加味
して2020年度の保険料率を算出

予算審議(3月議会)
・2020年度予算を決定

2020年度納付金等の算定スケジュール【予定】

（連携会議等
における協議）

条例改正/告示
・概ね3月～6月
に保険料率決定

2020年度保険料の賦課

2019.6

2019.12

2019.1
～３

2019.10

2020.6

2020.3

11月中旬 概算介護納付金に係る介護２号
被保険者数の過大・過小申請〆切

2019.11

1月末日 概算前期交付金・納付金・後期高
齢者支援金に係る過大・過小申請〆切

2020.1

2020年度の納付金算定等に向けた算定ルールに関する論点整理
※ 改革の経緯を知る職員や３１年度納付金等の算定に従事した職員がいるうちに
この一年の取組を総括して論点を整理し、一定の方向性を議論

30年度
国保特別
会計予算の
決算

30年度
国保特別会計予算
の決算
（赤字の削減等）

秋の試算の実施

納付金等の確定
・確定係数により算定を行い、
納付金・標準保険料率を確定

予算審議(3月議会)
・2020年度予算を決定

国保運営方針【中間見直し】に関する議論
（～2020年12月目途）

NEW NEW

NEW

算定ルール
仮置き

試算結果を踏まえ
算定ルール微修正

運営方針の議論を踏まえ
算定ルール微修正

※Ｈ３０年度ベースで記載しており、今後変動する
可能性がある。 108



2020年度納付金等の算定方法等の検討に当たっての留意点（案）

【2020年度保険料の激変緩和】

○ 2020年度の保険料の検討に当たっては、

・ 診療報酬改定を踏まえた自然増を加味しつつ、

・ 国保制度の安定的で健全な財政運営に配慮した適切な激変緩和措置と

・ 国保運営方針等に基づくあるべき方向性への意識

のバランスに十分留意いただくことが重要。

※ 激変緩和財源としては、都道府県アンケートと事務レベルＷＧの議論を踏まえ、お示しする。

【国保関係事務の共同化・統一化】

○ 各市町村の国保関係事務については、都道府県運営方針の中間見直しの議論の動向も踏まえつつ

・ 事務処理の広域化・集約化・共同化による効率化

・ 都道府県内統一の標準的な基準の整備等によるサービスの均質化、均一化

を計画的に進めていくために、市町村の取組支援を実施することが重要。

○ 平成29・30年度は、前期交付金の追加交付や公費拡充1700億円の効果により、保険料の増加抑制を図りつつ赤字

を比較的解消しやすい状況にあったが、31年度からは、自然増に加えて前期交付金の返還金等を要因として保険料

の伸びが見込まれる。

○ 2020年度以降も国保財政の健全化を図り、受益に見合った保険料負担とするためには、本年春から夏にかけて、

都道府県と市町村との間で激変緩和の在り方等について十分ご議論いただきつつ、秋の試算・本算定へと進むこと

が重要。その際の留意点は以下のとおり。
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○ 激変緩和措置は、被保険者の保険料負担が改革の前後で急激に増加することを回避するための経過措置であるため、計画的・段階的に本来

の保険料水準に近づけていき、最終的に激変緩和措置を終了する必要がある。

〇 激変緩和措置については、地域の実情に応じて、計画的・段階的にフェードアウトさせることとしているため、平成28年度の「被保険者１人あたりの保険料決
算額」等を丈比べの基点として固定することを基本としている。（基点を変更することによって、激変緩和の対象市町村が変わるため、計画的・段階的なフェード
アウトが困難となる可能性がある点に留意。）

〇 都道府県は、激変緩和措置の基準として、毎年度、一定割合＝自然増等＋α を設定する。 αの値の定め方によって本来の負担水準に到達するまでの時
間軸を制御している。＋αの変更幅を検討する際には、自然増や前期交付金の精算に留意するとともに、以下の事項をはじめとした、中長期的な納付
金の変動要因と激変緩和財源を考慮する必要がある。

・前年所得の著しい増加、被保険者数の著しい減少、単身世帯数の著しい増加（世帯平均被保険者数の減少）、保険者努力支援
制度の評価結果、財政安定化支援事業の算定割合の見直し

・2020年度：前期高齢者交付金等が都道府県単位で精算されること、財政安定化基金取崩分の再積立等が始まること
・2021年度：基礎控除等の見直しにより保険料に影響が生じる可能性があること
・2022年度：団塊の世代が75歳に到達し後期高齢者に移行し始めること
・2023年度：年度末をもって特例基金が廃止となること

※時期は未定であるが、骨太方針2018に調整交付金の見直しに係る記載があること。

※ 都道府県特例基金の使用状況（31年度予算案ベース）総額300億円

激変緩和措置の計画的・段階的な対応について

激変緩和丈比べの基点と一定割合の設定

激変緩和の計画的・段階的な対応について

都道府県繰入金に
よる激変緩和措置

本来の算定方式
における保険料額

激変緩和
措置不要

当該年度の保険料額

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

○％以内

28年度

使用なし ～20％ 20％～ 40％～ 60％～ 80％～ 100％

６県 １１県 ８県 ９県 ４県 １県 ８県
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（医療費）

○ 医療費推計、給付費推計、被保険者数推計の時間軸・伸び率

※ 団塊世代の後期高齢化、団塊ジュニア世代 の高齢化・後期高齢化を視野に入れた検討

（財政見通し）
○ 公費、前期交付金、保険料の推計

※ 推計の前提となる仮条件の検討

○ 財政安定化基金の運用ルール、積み増しの必要性

市町村の意向を踏まえ、保険料水準の統一化を目指す場合には、そのビジョンの下、目標年次や標準的な
保険料収納率等の目標水準を明確化したロードマップを描くことにより、一層医療費適正化等の取組を
加速させることも可能となる。いつまでに、どのようにして保険料水準の統一化を実現するかについては、
地域の実情を踏まえ、市町村と都道府県との間において、統一化の定義や統一化の前提条件などにつ
いて、慎重かつ丁寧に議論していただくことが重要である。

納付金・保険料の標準的な算定方法に関する事項

（納付金の算定方法）

○ 保険料水準統一化の定義/目標年度/ 条件設定、高額医療費・二次医療圏単位等での共同負担方式の導入
※ 保険料水準の統一化を目指す場合には、そのビジョンの下、目標年次や標準的な保険料収納率等の目標水準を明確化したロードマップを描くことにより、一
層医療費適正化等の取組を加速させることも可能。いつまでに、どのようにして保険料水準の統一化を実現するかについては、地域の実情を踏まえ、市町村と都
道府県との間において、統一化の定義や統一化の前提条件などについて、議論していただくことが重要。

○ 医療費適正化インセンティブ（αの設定等）
○ 保険料収納率向上インセンティブ（標準的な収納率等）の確保
○ βの設定の仕方
○ 納付金、保険給付費等交付金の対象範囲の整理（出産育児一時金、葬祭費、保健事業等）
○ 保険者努力支援制度（都道府県分）・子ども特別調整交付金の配分方法

（保険料の算定方法）
○ 保険料の算定方式（２～４方式）と賦課割合（応能：応益、所得：資産：均等：平等の算定額割合）
○ 激変緩和措置のあり方（一定割合・激変緩和財源の確保）
○ 都道府県繰入金（２号分）の交付メニュー・財政規模

国保運営方針の見直しに係る財政上の論点

○ 国保制度を将来に亘って持続可能なものとするために、市町村と都道府県が保険者機能を発揮して、
被保険者の健康づくりを推進し、もって医療費適正化を進めていく。また、サービスの均質化・均一化を
進め、保険料収納率の格差解消等により、国保財政の一層の健全化を図る。

国保の医療
費、財政の見
通し
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政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。

一 （略）

二 持続可能な医療保険制度を構築するためには増大する医療費の抑制が不可欠であることに鑑み、今回の改正による医療費適正化の取組に加え、現在実施されている実効性の
ある取組の普及・促進を図る等医療費適正化の指導の徹底を図ること。

三 本法による制度改革の実施状況を踏まえつつ、高齢者医療制度を含めた医療保険制度体系、保険給付の範囲、負担能力に応じた費用負担の在り方等について、必要に応じ、
盤石な医療保険制度を再構築するための検討を行うこと。

政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。

一、国民健康保険について
１ 都道府県を市町村とともに国民健康保険の保険者とするに当たっては、都道府県と市町村との間の連携が図られるよう、両者の権限及び責任を明確にするとともに、国民健康保

険事業費納付金の納付等が円滑に行われるよう必要な支援を行い、あわせて、市町村の保険者機能や加入者の利便性を損ねることがないよう、円滑な運営に向けた環境整備を着
実に進めること。また、都道府県内の保険料負担の平準化を進めるに当たっては、医療サービスの水準に地域格差がある現状に鑑み、受けられる医療サービスに見合わない保険料
負担とならないよう配慮すること。

２ 国民健康保険の保険料負担については、低所得者対策として介護保険には境界層措置があることも参考に、その在り方について検討するとともに、子どもに係る均等割保険料の
軽減措置について、地方創生の観点や地方からの提案も踏まえ、現行制度の趣旨や国保財政に与える影響等を考慮しながら、引き続き議論すること。

３ 国民健康保険に対する財政支援に当たっては、保険料の収納率の向上等、国民健康保険の運営面の問題の改善を図った上で、その財源を安定的に確保するよう努めること。また、
財政支援の効果について、国民健康保険の持続可能な運営を確保する観点から、その評価及び検証を行うこと。

４ 都道府県の財政安定化基金からの貸付け及び交付については、国民健康保険における市町村の財政規律を維持するため、それらの要件が適切に設定されるよう必要な措置を講
ずること。

５ 保険者努力支援制度の実施に当たっては、保険者の努力が報われ、医療費適正化に向けた取組等が推進されるよう、綿密なデータ収集に基づく適正かつ客観的な指標の策定に
取り組むこと。

６ （略）

≪附帯決議≫

《衆議院》（抜粋）

《参議院》（抜粋）

《検討規定》

持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律の概要
（平成27年５月27日成立）

１ 政府は、この法律の公布後において、持続可能な医療保険制度を構築する観点から、医療に要する費用の適正化、医療保険の保険給付の範囲及び加入者等の
負担能力に応じた医療に要する費用の負担の在り方等について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとすること。（附則第二条第一項関係）

２ 政府は、この法律の施行後において、国民健康保険の医療に要する費用の増加の要因、当該費用の適正化に向けた国、都道府県及び市町村の取組並びに国民
健康保険事業の標準化及び効率化に向けた都道府県及び市町村の取組等の国民健康保険事業の運営の状況を検証しつつ、これらの取組の一層の推進を図るととも
に、国民健康保険の持続可能な運営を確保する観点から、当該取組の推進の状況も踏まえ、都道府県及び市町村の役割分担の在り方も含め、国民健康保険全般に
ついて、医療保険制度間における公平に留意しつつ検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとすること。（附則第二条第二項関係）
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都道府県の役割

【国保の財政運営の責任主体としての役割】 【良質で効率的な医療の提供者としての役割】

○都道府県は、 「地域医療構想」（※）を策定し、地域
における医療提供体制に係る責任を果たす。

○都道府県が地域医療の提供水準と標準的な保険料
等の住民負担の在り方を総合的に検討することを
可能とする体制を整備。

○都道府県と市町村が適切に役割分担を行い、市町
村の保険料収納や医療費適正化のインセンティブ
を損なうことのない仕組みを構築。

※「地域医療構想」は、２０２５年に向け、病床の機能分化・連
携を進めるために、医療機能ごとに２０２５年の医療需要と病床
の必要量を推計し、定めるもの。

都道府県には、【国保の財政運営の責任主体としての役割】と【良質で効率的な医療の提供者としての役割】の両立

が求められている。

○都道府県は、都道府県内市町村の医療給付、後期
高齢者支援金、介護納付金等を支払い、その財源
として国や都道府県一般会計からの公費や市町村
から集める納付金を充てる。

○市町村間の医療費水準や所得水準を調整し、市町
村ごとの納付金を配分する。また、納付金を納め
るために必要な標準保険料率を示す。

○国保の財政運営の責任主体として、一般会計から
定率の繰入を実施し、都道府県の国保財政全体の
安定化を図るとともに、都道府県内で調整すべき
各市町村の特別な事情（納付金の算定方法変更等
に伴う保険料の急激な変化等）を調整するため、
一般会計から繰入れ、市町村に交付金を配分す
る。

○財政安定化基金を設置し、予期せぬ給付増や保険
料収納不足に対し、貸付及び交付を行うことで、
当該都道府県内の国保財政を安定化させる。
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１０. 保険料水準の統一に向けた課題
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100,000
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ル
世
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（円
）

増加額：＋67,000円
（約7,400円／年）
増加率：＋67％
（約6％／年）

増加額：＋49,000円
（約8,100円／年）
増加率：＋49％
（約7％／年）

○ 保険料水準の統一化を図ることにより、同じ都道府県内であれば、同じ所得水準・同じ世帯構成の場合、同じ保険料水準となる。
ただし、医療費水準が低く、保険料収納率が高いこと等により、保険料負担が低かった市町村の保険料負担が増加することに留意。

○ このため、統一化する場合には、時間軸を置いて、検討する必要がある。

＜モデル世帯：２人世帯 世帯所得80万円（５割軽減）＞

※金額は概算値

保険料率水準統一化のイメージ

保険料負担の増加影響を受ける
可能性がある場合

※ 基本的に、市町村ごとの一人当たり保険料額は同額とならないことに留意。

医療費水準が低い市町村

保険料収納率が高い市町村

赤字を有する市町村

地方単独事業により保険料
独自減免を行っている市町村

保険者努力支援制度等の公費
を多額に受けている市町村
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保険料水準の統一に向けた課題

① 医療費水準に関する課題

○ 国は、納付金等算定ガイドラインにおいて、将来的に保険料水準の統一（同一都道府県内において、同じ所得水準・

同じ世帯構成であれば、同じ保険料水準）を目指す、こととしている。

○ 各都道府県における保険料水準の統一に向けた状況と課題は、次のとおり。

・ 将来にわたる医療費適正化インセンティブの確保
・ 医療費水準の平準化・均てん化

α=0とすることによって、医療費水準によらず、保険料水準を統一することが可能。ただし、市町村の納得を得
るためには、都道府県内の各市町村の医療費水準がある程度平準化されることが重要。また、α=0を設定した場合
には、将来にわたり、医療費適正化インセンティブをどのように図るべきか、都道府県の役割として、今後検討が
必要。

② 保険料算定方法に関する課題

都道府県と市町村との協議の場において、あるべき姿の議論が必要。

・ 保険料算定方式の統一化
・ 賦課割合の統一化

③ 各市町村の取組に関する課題

保健事業費や地方単独事業、決算補填等目的の法定外繰入など、市町村が個別に政策的に取り組んでいるものの
統一化について、議論が必要。また、市町村ごとの保険料収納率の差をどのように扱うかについても整理が必要

・ 将来にわたる保険料収納率向上インセンティブの確保
・ 保健事業費等の基準額の統一化
・ 地方単独事業の整理
・ 赤字の解消
・ 市町村事務の標準化、均質化、均一化

30年度～ 2024年度までを目標に検討 2027年度まで

大阪府
（例外措置あり）

福島県、奈良県、沖縄県
北海道（納付金ベース）、広島県（準統一）

和歌山県
佐賀県

※ その他の都道府県については、時期を明示せず、
将来的に統一を目指す。あるいは、医療費水準の平
準化・赤字の解消等を踏まえ検討等と整理。

岐阜県は検討期間を36年度に設定。
滋賀県は36年度以降のできるだけ早い時期

に統一を目指している。
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納付金（保健事業費等を含まない場合） 国費 前期高齢者交付金

市町村収入

【完全統一】

【納付金の範囲を統一】

【収納率格差・
直診以外統一】

【直診以外統一】

保健事業費等も含めて、納付金額＝保険料収納必要額

各市町村
向け公費
（※１）

納付金のうち
保険料で集める額

保険料で
賄う

保健事業分等

各市町村
向け公費
（※２）

都道府県収入

市町村収入

保険料で集める額 保健事業分等に保険者努力支援制度等の各市町村向け
公費（※１）を充てるように財源を入れ替えることで
保険料収納必要額＝納付金とすることも可能。
ただし、公費規模の方が大きいため、残る公費は県の
財源にすること等の整理が必要。

納付金のうち
保険料で集める額

各市町村
向け公費
（※１）

各市町村
向け公費
（※２）

保険料水準の統一化に向けた定義の検討

保険料で集める額＝納付金額

（保健事業費等）

【納付金のみ統一】
【不統一】

【収納率の割戻分・直診分・財政安定化基金償還分以外を統一】

【直診事業分・財政安定化基金償還分以外を統一】
保険料率を統一するため、納付金の対象経費を拡大
することと合わせて、市町村向け公費を県の財源に
すること等の整理が必要。（県の財源としない場合、
保険料の収納必要額が著しく増加すると考えられる。

統一パターン例

統一困難な費用の
「見える化」を検討
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保険料水準の統一に向けた費用等の算定（31年度）

○ 統一保険料率を設定するためには、以下の費用及び収入を保険料の算定に加える場合、都道府県単位で算定す

る必要がある。このため、収入項目については、市町村が納付金として都道府県に納付することとなる。

No. 項目名 滋賀 大阪 奈良 広島

1 高額医療費負担金 都道府県 都道府県 都道府県 都道府県

2
特別高額医療費共同事業負担
金

都道府県 都道府県 都道府県 都道府県

3
特別調整交付金（都道府県分・
重点配分分）

市町村 都道府県 市町村 都道府県

4
保険者努力支援制度（都道府県
分・重点配分分）

市町村 都道府県 市町村 都道府県

5 暫定措置（特例調整交付金） 市町村 市町村
都道府県及
び市町村

市町村

6 追加激変緩和措置 市町村 市町村
都道府県及
び市町村

市町村

7
激変緩和分（都道府県繰入金１
号分の一部）

市町村 市町村 市町村 市町村

8
都道府県による地方単独事業分
（都道府県負担分）

該当なし 都道府県 該当なし 該当なし

9 保険者支援制度 市町村 都道府県 都道府県 都道府県

10 特別調整交付金（市町村分） 市町村
都道府県も
しくは対象外

対象外
都道府県もしく

は対象外

11 都道府県繰入金（２号分） 市町村 対象外 対象外 対象外

12
保険者努力支援制度（市町村
分）

市町村 対象外 対象外 対象外

13 特定健康診査等負担金 市町村 都道府県 対象外 対象外

14 過年度の保険料収納見込み 市町村 都道府県 対象外 市町村

15 出産育児一時金（法定繰入分） 市町村 都道府県 対象外 対象外

16 財政安定化支援事業繰入金 市町村 都道府県 都道府県 都道府県

17
法定外一般会計繰入（決算補填
等以外目的）

市町村 都道府県 対象外 対象外

No. 項目名 滋賀 大阪 奈良 広島

1 地方単独事業減額調整分 市町村 都道府県 該当なし 対象外

2 審査支払手数料 市町村 都道府県 都道府県 都道府県

3
都道府県の事業費（市町村別加
算分）

該当なし 都道府県 該当なし 該当なし

4 保健事業費 市町村 都道府県 対象外
都道府県もしく

は対象外

5 直診勘定操出金 市町村 対象外 対象外 対象外

6 出産育児諸費 市町村 都道府県 都道府県 都道府県

7 葬祭諸費 市町村 都道府県 都道府県 都道府県

8 育児諸費 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

9 その他保険給付 該当なし 都道府県 該当なし 対象外

10 条例減免に要する費用 市町村 都道府県 対象外 対象外

11 特定健康診査等に要する費用 市町村 都道府県 対象外 都道府県

12
予備費（市町村分、保険料財源
分）

市町村 都道府県 該当なし 対象外

13
財政安定化基金償還金（各市町
村の返済分）

市町村 市町村 市町村 市町村

14
財政安定化基金拠出金
（各市町村の補填分）

市町村 市町村 市町村 都道府県

15
広域化等支援基金（各市町村の
償還金）

市町村 該当なし 該当なし 該当なし

16 その他基金（返済分・積立分） 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

費用項目 収入項目

※ 「市町村」及び「都道府県」はそれぞれ市町村単位及び都道府県単位で算定する項目
※ 「対象外」は発生した費用を公費拡充分等の特定の収入や一般会計繰入で相殺するため、

保険料の算定対象外となり、保険料水準の差異が生じない項目
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保険料水準の統一化に向けた考え方

【都道府県において統一した保険料水準】
○ 都道府県内の市町村間を被保険者が異動しても保険料率に変

化がなく、被保険者にとって公平に感じられる。
○ 都道府県が保険者になる趣旨からすると、保険料負担の平準

化が図られることが望ましい。
○ 都道府県内市町村において医療費水準の格差が少ない場合に

は、都道府県における保険料水準の統一が受け入れやすい。

＜改革前＞

【年齢構成の差異を調整後の医療費水準に応じた保険料率】
○ 各市町村の医療費適正化のインセンティブを確保することが

可能。
○ 都道府県内市町村において医療費水準の格差が大きい場合に

は、医療費水準を反映しない場合、医療費水準の低い市町村の
被保険者の納得が得られにくい（特に被保険者が受けられる医
療サービスに差がある場合など）。

医療費水準に応じた保険料率

＜改革後＞

都道府県における保険料水準の統一

医療サービスの均質化や医療費適正化の取組に伴い、医療費水準が均てん化
されてくれば都道府県において保険料水準の統一が可能

各市町村ごと
の保険料率

○ 標準保険料率の果たすべき役割の整理

【各市町村が具体的に目指すべき値を示す】
○ 保健事業や直診事業など市町村個別の事情を含めて算定

する。
○ 各市町村は激変緩和を考慮しつつ、示された標準保険料

率を目指して保険料率を設定していく。

【医療費水準等を踏まえたあるべき保険料率の見える化を図る】
○ 医療費実績に応じた保険料率を設定することで市町村間の比較可能
性を高める。

⇒ 例えば、各市町村の年齢構成調整後の医療費指数と標準保険料率を
あわせて公表することとする。

○ あるべき保険料率の考え方について

⇒ 医療費水準の格差が大きい場合には原則として医療費水準に応じた保険料率とし、将来的に地域の事情を踏まえつつ都道府県において統一し
た保険料水準を目指すこととする。（統一化に向けた課題を一足飛びに解決するのは困難。統一化するまでの環境整備やプロセスが大事）

受益と負担の都道府県単位化

※医療費指数（α）＝１であっても、医療サービスが均霑化され、市町村の医療費水準が同じになればα＝０と同じ結果になる
（α＝０と、保険料水準の統一化は必ずしも同義でない） 。また、医療費格差の実態は、精神疾患等の保険者の責めによらない
要因で生じている場合もあり、市町村ごとの疾病構造の違いを考慮してα＝０～１を設定することにより、都道府県単位の支え
合いの仕組みの強化につながる場合も考えられる。
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１１. 国保保険者標準事務処理システム
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国保保険者 標準事務処理システムの連携（イメージ）

◯ 国保保険者標準事務処理システムの各システムは、連携して、法令に基づく保険者の標準的な事務処理を支援する。また、都道府県の
定める国保運営方針に基づき、地域の実情に応じた柔軟な運営が可能となるようパラメータ設定を可能とする。
○ 資格管理や保険料の賦課、給付管理を適正かつ効率的に行うため、市町村の住基・税システム及び国保連合会の国保総合システムとの
連携を前提に構築する。

都道府県

国保連合会

国保総合システム（診療報酬審査支払業務と保険者事務共同処理のシステム）

共通基盤

レセプト
請求審査

診療報酬
支払等

レセプト
管理点検

保険者
給付業務

審査支払系 保険者サービス系
標準事務処理システム

国保

情報集約
システム

ｲﾝﾀﾌｪｰｽ

住民記録 税情報

市町村

連携

バッチ連携

納付金等
算定標準
システム

※既存の保険者ネットワーク（インフラ）を活用して効率的に環境を構築

オンラインオンライン

保険者端末

保険者端末等

・ 国保情報集約システムは、市町村が行う資格管理及び給付事務のうち
都道府県単位で一元的に管理が必要な資格取得・喪失年月日情報及び
高額療養費の多数回該当に係る該当回数を管理し、市町村間における
情報連携等を支援。市町村は運用管理を国保連合会に共同委託。

・国保事業費納付金等算定標準システムは、

財政運営の責任主体である都道府県が行う、

国保事業費納付金等の算定や財政安定化

基金の管理等を支援。

※ 国保連に運用管理を委託することも可能。

標準事務処理システム

市町村事務処理標準システム
又は市町村自庁システム ・ 市町村事務処理標準システムは、住民に身近

な事務として市町村が行う資格管理や保険料
の賦課・徴収等の標準的な事務処理を支援。

※ 場合によっては、導入により、市町村の運用ルール

を見直していただくことも必要。

国保事業報告システム

標準事務処理
システム

国保事業費納付金等
算定標準システム

国保事業報告
システム

媒体連携

被保険者数等の基礎データ
は、事業報告システムとの
連携等。

（管理等委託）

（注）ファイル連携を行う場合には、端末の増設が必
要。

媒体連携
（注）

支払基金・国保中央会

資格情報被保険者番号

資格情報（一部負担割合等を含む）を登録
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機能改善項目 概要

被保険者数・所得総額等の推計
【平成31年9月中旬リリース】

【被保険者数・所得総額の推計機能】
① 現在、被保険者数、世帯数、所得総額および診療費総額の推計値はツール（Excel）で
算出しているが、納付金システム内で算出可能とする。また、推計された被保険者数・世帯数を
医療費等推計や納付金算定、標準保険料率算定に使用できるよう連携させる。

② 2018年度より事業月報に追加された特定世帯数等、介護保険2号被保険者が属する世
帯数の数値を納付金算定に用いられるようにする。
※年度固有の特殊事情に対応し、被保険者数等の推計を補正できるよう「被保険者数・所得総額
等推計値報告用（補正）」ツールに手入力よる値の取り込みも引き続き可能。
※国へ所得総額等を報告する資料は 「被保険者数・所得総額等推計値報告用（補正）」ツールに
変更。

③ コーホート法を活用した被保険者数推計の機能提供（第１弾・検討中）

給付費等の費用額等の推計
【平成31年9月中旬リリース】

【都道府県単位の医療費等推計の見直し】
2020年度から、前期交付金・後期支援金等の精算が都道府県単位となるため、それに対応
して右の推計表を改修する。

【推計表計算式の見直し】
・病床転換支援金の加算計算
国保法附則第13条に基づく病床転換支援金については、実態として徴収されていなかったため、
保険料計算に反映していなかったが、将来的に徴収される場合に備えて計算式を修正。
・保険者負担調整額の算出式の変更
CC年度当該保険者負担調整額の算定に当たり、高確法第39条第３項に基づき、低医療費
水準保険者かどうかの判定式を追加しつつ、納付金システム内で、低医療費水準保険者・低医
療費水準保険者以外それぞれの算出処理を行う。
（2019年度納付金等の算定においては、ツール（Excel）を用いて計算。）

帳票類の改善・充実
【平成31年9月中旬リリース】

【国等提出帳票の実装化】
国等に提出する帳票等の作成支援。

【その他、操作性の向上等】

機能改善① 国保事業納付金等算定標準システム

【第3表】給付費
【第6表】療養給付費等交付金
【第6-2表】退職被保険者等に係る

後期高齢者支援金相当額等
【第7-A表】後期高齢者支援金
【第7-B表】病床転換支援金・病床転換

助成関係事務費負担金
【第8表】前期納付金
【第9表】前期交付金
【第10表】介護納付金

～平成29年度 平成30年度 2019～2020年度

○標準的な算定機能の
システム化
（制度設計・法令準拠等）

○算定機能の改修
○操作性改善
（制度改正、運用対応等）

○推計機能の強化
○操作性改善 等
（機能強化、運用対応等）

2020年度納付金等の算定対応
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機能改善項目等 概要

平成31年度 地方税法改正に伴
う対応
【平成31年3月リリース】

①控除対象配偶者・老人控除対象配偶者を有する所得割の納税義務者に対し適用する配偶者控除の額を見直す。また、合計所得金額が
1,000万円を超える所得割の納税義務者については、配偶者控除の適用はできないこととする。

②配偶者特別控除の対象となる配偶者の合計所得金額を38万円超123万円以下（現行：38万円超76万円未満）とし、その控除額を
見直す。また、現行制度と同様に、合計所得金額が1,000万円を超える所得割の納税義務者については、配偶者特別控除の適用はでき
ないこととする。

③控対配区分において、「同一生計配偶者（控除対象外）」および「老人同一生計配偶者（控除対象外）」を選択可能とする。

年次所得情報データ、固定資産
税データのファイル連携バッチ化対
応
【平成31年3月リリース】

①税情報の一括取り込み機能により新たな年度の税情報を取り込む場合には、擬似リアルタイム連携機能の一部プログラムを無効化したバッチ
処理とする。

②①のバッチ処理で取り込むファイルレイアウトは、擬似リアルタイム連携で取り込むファイルレイアウトと同一レイアウトとする。インタフェースファイルを
同一レイアウトにすることで、擬似リアルタイム連携を行っている市町村が、市町村の住民税システムおよび固定資産税システムから標準シス
テムに送信するファイルレイアウトを修正することなく利用することを可能とする。

③大規模市町村においては、月次で行う税情報連携も大量データとなることが考えられるため、随時で利用できる機能を追加する。

確定賦課時における徴収方法の
判定及び再判定機能追加
【平成31年3月リリース】

①国保本算定時に制度間IFおよび国保特徴対象者情報（00通知）を使用することなく、前年度の徴収方法を基に特別徴収と仮定して継
続させる。

②国保本算定時に介護特徴依頼額決定前の制度間IFを使用し、徴収方法を判定可能とする。
③徴収方法の再判定までの現年度更正処理において、本徴収金額を変更可能とする。
④徴収方法の判定後、介護特徴依頼額が決定した制度間IFを使用し、徴収方法を再判定する機能を追加する。
⑤徴収方法の再判定により、徴収方法や年金情報の変更があった被保険者に対して通知書を作成する機能を追加する。

応益割に係る旧被扶養者減免の
減免期間の見直しに関する開発
【平成31年3月リリース】

①減免期間の見直しを考慮した保険料計算が行えること、また、資格取得日の属する月以後２年を経過し、応益割に係る旧被扶養者減免
期間が終了してもなお、応益割の減免期間を独自に継続することとした市町村においても、従前どおりの保険料計算を可能とする。

※資格取得日の属する月以後２年を経過し、応益割に係る旧被扶養者減免期間が終了した後も、市町村が独自に期限を定めず応益割の
減免期間を継続する、あるいは、独自に期限の定めて応益割の減免を継続する、こととした市町村においては、独自減免となる

②減免期間の見直しに伴い、応益割・応能割の減免期間と、応能割のみの減免期間を区別した計算期間を照会可能とする。
③旧被扶養者減免の対象となる減免額を集計して調整交付金資料AF表を作成可能とする。

出入国管理及び難民認定法改
正に伴う新たな在留資格創設等
に関する開発
【平成31年3月リリース】

①市町村住記システムから標準システムに在留資格コードを連携する運用を行っている場合、追加される在留資格「特定技能１号」および「特
定技能２号」の対象者が連携された場合に、標準システムへ連携可能とする。

機能改善② 市町村事務処理標準システム

※市町村の事務負担を軽減するため、月報・年報、療養給付費等負担金、調整交付金の申請に必要な情報を市町村事務処理標準システムに集計・推計し、正確なデータを報
告・申請できる自動連携機能を実装する方向で検討しており、2段階に分けたリリースを予定している。

３１年度制度改正対応
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～平成29年度 平成30年度～

○標準的な事務処理機能
のシステム化
（制度設計・法令準拠等）

○標準処理機能強化・
サービス拡充
（制度改正、運用対応等）



機能改善③ 2020年度の実施に向けた対応

標準システム 改善内容

国保事業費納付金
等算定標準システム

①コーホート法を活用した被保険者数推計と連携した、
診療費・給付費の中長期推計（第２弾）

情報集約システム
①マイナンバーのない被保険者に対する都道府県被保
険者ID/点検用IDの付番
②コーホート法対応（第２弾）

市町村事務処理標
準システム

①月報等の自動連携（第２弾）

オンライン資格確認対応

基本機能の改善

被保険者証枝番(*1)追加
(個人管理)

被保険者証等券面記載
事項の同期化

限度額認定証等の交付情
報の連携

特定健診情報の保険者間
引き継ぎ(P)

情報集約システム
＊医療保険者等中間サーバーとの連携機
能以外の改修点

・市町村からの枝番の連携と管
理(2020年5月まで)
・国保総合システムへ枝番を連
携(2020年8月まで（P）)

・下記項目の連携と管理
(2020年5月まで)

・下記項目の連携と管理
(2020年5月まで)

・下記項目の連携と管理
(2020年5月まで)

市町村事務処理標準システム
＊2020年5月までの改修となっている案件
について、市町村個別事情でこの時期に間
に合わない場合については、2020年12月
までに改修後のインタフェースでのマスタ登録
が完了するよう国保連合会と調整することは、
可能とする

・枝番の付設と管理 (2020年
5月まで)
・被保険者証(*2)へ枝番の追
加印字(2020年10月新規発
行分順次、遅くとも2021年4月
新規発行分から)

・券面記載項目を情報集約
システムへ連携
(既存項目の定義変更およ
び項目追加)
(2020年5月まで)

・限度額適用認定証等の
適用区分を申請によらず全
被保険者分の情報を連携
する（P）

(2020年5月まで)

・2020年3月以降加入者
について、前保険者が持つ
特定健診情報の閲覧を許
可するかどうかを管理し情報
集約システムへ連携(2020
年5月まで)

・オンライン資格確認に必要な被保険者情報は、情報集約システムから医療保険者等中間サーバーを介してオンライン資格確認システムへ連携することを検討。
・現時点において、オンライン資格確認開始に伴う主な改修点と対応時期は以下の予定。

*1 枝番：被保険者証記号・番号に加えて２桁の番号を付設し個人を特定するための番号（被保険者証記号・番号と枝番で個人を特定する）(2019年2月時点の整理)
*2 2桁を印字する対象は、被保険者証、高齢受給者証、限度額適用認定証・標準負担額減額認定証、特定疾病療養受療証（2019年2月時点の整理）

2020年5月 9月 10月～

コーホート
機能提供

納付金
システム

市町村標準
システム

情報集約
システム

①２桁枝番付設・
②券面記載事項
限度額認定情報
の提供

各種情報
の受領

8月

国保総合
へ提供

被保険者証へ２桁
番号を印刷して交付
（～2021年４月）

平成31年度
から着手

第2弾
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市町村標準システムの導入促進
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市町村事務処理標準システムの導入状況と財政支援

○ 導入推進・クラウド推進体制への財政支援

・ 都道府県が市町村事務処理標準システムのクラウド構成（DBサーバも仮想化）
による共同利用を推進する事業推進主体となる場合 かつ

・ 事業計画の策定等をはじめとする事業運営を国保連等の事業運営主体に委託し、
市町村事務処理標準システムの導入推進とクラウド化の両方を進める場合

委託費（体制構築に係る人件費、説明会の会場費等を対象として支援。クラウド
運用に係るランニングコストは除く。）の一部（最大1/2）について、 「平成30年度国
民健康保険制度関係業務事業費補助金」による財政支援を予定。

市町村標準システム導入
（2018年度導入意向

調査結果）

2018
年度

2019
年度

2020年度 2021年度

2022年度 2023年度
2024年度

以降
時期
未定

合 計
計 計1月～ ～9月

導入市町村数 257 10 91 24 33 76 63 65 17 304 883

共同
利用

市町村数 136 7 72 16 18 38 25 33 3 108 422

都道府県数 10 新規なし 10 4 3 4 2 3 1 6 36

○ 2019〜2023年度の期間中に、市町村事務処理標準システムを導入する市町村については、導入のために生じる基幹系システムの改修経費等
に対し、2018～2023年度まで 「特別調整交付金」による財政支援を検討（最大10/10）。

都道
府県

共同利用市町村数 共同利用形態

2018
年度

2019
年度

2020
年度

都道府県
ｸﾗｳﾄﾞ

市町村
ｸﾗｳﾄﾞ

ﾍﾞﾝﾀﾞ
ｸﾗｳﾄﾞ

北海道 105 6 13 ○

青森県 － － 2 ○

岩手県 － － 19 ○

秋田県 － － 12 ○

茨城県 － － 2 ○

東京都 8 － － ○

新潟県 1 － － ○

山梨県 － － 5 ○

長野県 － － 1 ○

岐阜県 2 － － ○

愛知県 － － 6 ○

三重県 － － 6 ○

奈良県 3 － 1 ○ ○

島根県 － － 2 ○

岡山県 3 － － ○

都道
府県

共同利用市町村数 共同利用形態

2018
年度

2019
年度

2020
年度

都道府県
ｸﾗｳﾄﾞ

市町村
ｸﾗｳﾄﾞ

ﾍﾞﾝﾀﾞ
ｸﾗｳﾄﾞ

愛媛県 2 1 1 ○

福岡県 3 － 1 ○ ○

長崎県 － － 1 ○

大分県 8 － － ○

沖縄県 1 － － ○

○ 2021年1月以降に導入を希望している市町村については、現行システムに対し、オンライン資格確認のためのシステム改修が必要。
〇 特に、2021年1月～2021年9月に導入希望の市町村については、標準システム導入作業とオンライン資格確認のためのシステム改修が同時に必要と

なるうえ、改修後の現行システムの稼働期間が短くなる。

⇒ 導入時期を2020年12月に前倒しすることで、オンライン資格確認に対応するための自庁システム改修を回避し、
市町村標準システムを活用して、情報集約システムとの運用、2桁番号等のマスタ登録が可能となるよう支援。

○ なお、導入時期を前倒しする場合で、かつ新たに共同利用環境を構築する場合には、共同利用環境の構築時期も前倒しする必要がある。
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仮想環境資材化対応

仮想基盤 仮想基盤

１サーバ構成４サーバ構成

DBサーバ

バッチサーバ

プリンタサーバ

Web/APサーバ

仮想マシン

仮想環境に構築を計画している
すべての市町村向けに
仮想環境資材を提供

DBサーバ
Web/APサーバ
バッチサーバ
プリンタサーバ

仮想マシン

仮想環境で構築するすべての市町村対象
標準システムが予め初期セットアップされた仮想環境を資材化して、市町村へ
提供ことを検討。
標準システムを仮想環境で構築する市町村では、この資材を使用することで、
初期セットアップ以降の各種設定から構築作業を開始することができるため、手
順を簡略化することが可能となる。

※インストールガイドに記載されている手順のうち、相当作業の低減が見込まれる。（単位：頁）

初期セットアップ手順の簡略化

人口「５，０００人以下」の市町村対象
既存サーバ構成：標準システムの４つのサーバ機能（DBサー
バ、 Web/APサーバ、バッチサーバ、プリンタサーバ）を、サーバ機
能ごとに４台のサーバに分割して構築

新規サーバ構成：人口5000人以下の市町村については、標
準的なシステム構成として、新たに１台のサーバに集約させた構
成を可能とする方向で検討。
この実現により、調達するハードウェア及びソフトウェアの削減と経
費削減が可能となる。

調達コストの削減策
現状

サーバ構成追加対応

DBサーバ
Web/APサーバ
バッチサーバ
プリンタサーバ

４サーバ構成 １サーバ構成

人口「５，０００人以下」の
市町村のみが選択可能

DBサーバ

バッチサーバ

プリンタサーバ

Web/APサーバ

OR

新たに追加される構成

新たな市町村標準システム導入支援策

削減前 削減可能 削減後

機器構築編 約400 約300 約100

アプリケーション編 約1,100 約200 約900

計 約1,500 約500 約1,000

※ 国保連合会を運用主体とする都道府県クラウドの場合には、調達コストの削減効果が市町
村に還元されるメリットが得られやすい。
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オンライン入力

国保情報集約
システム

国保総合システム

市町村事務処理標準システム

連携IF
（C表、F表）

連携IF
（A表、E表）

国保事業状況報告システム

事業報告
A表
C表
E表
F表

給付記録データ
（IF317）

国保連合会

市町村

レセプト（現物分） 事業報告
B表

事業報告データ

国保事業費納付金等
算定標準システム

都道府県

集計データ
療給、調交
連携情報
（集計）

給付記録
（全公費（地単含む））

IF317

事業報告システム連携ファイル

地方単独事業
（現金分等）

※現金分を含む

高額療養費算定
過程リスト
（IF561）

高額療養費
算定結果
IF561

所得情報
（集計） 調整交付金

（保険基盤安定）
集計データ

療養給付費等負担金
調整交付金
（国様式）

基金数値

徴収金

市町村標準システム導入による各種統計事務の効率化 【検討中】

世帯の継続性・他県転入転出

療養費等（現金分）
※地単含む

○ 市町村の事務負担を軽減するため、月報・年報、療養給付費等負担金、調整交付金の申請に必要な情報を市町村事務処理標準システム
に集計・推計し、正確なデータを報告・申請できる自動連携機能を実装する方向で検討中。（リリースは２段階に分ける方向）

療給等のデータは
都道府県に集約
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市町村事務処理標準システム導入意向調査の結果（都道府県別内訳）

※2020年度導入の団体数については今後変動
する可能性がある。

都道府県
市町
村数

H30 2019 2020

１ 北 海 道 179 109 ６ １４

２ 青 森 県 40 ８ ０ ４

３ 岩 手 県 33 ３ ０ １９

４ 宮 城 県 35 ２ ０ ０

５ 秋 田 県 25 ４ ０ １３

６ 山 形 県 35 １０ ０ ０

７ 福 島 県 59 ２２ ２ １

８ 茨 城 県 44 １ ０ ２

９ 栃 木 県 25 ０ ０ ０

10 群 馬 県 35 ０ ０ ０

11 埼 玉 県 63 ０ １ １

12 千 葉 県 54 ０ ０ １

13 東 京 都 62 １１ ０ ０

14 神奈川県 33 １ ０ ２

15 新 潟 県 30 ３ ０ ０

16 富 山 県 15 ０ ０ ０

17 石 川 県 19 ０ ０ ０

18 福 井 県 17 ０ ０ ０

19 山 梨 県 27 １ ０ ５

20 長 野 県 77 １ ０ ２
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＜ 平成30年度の導入済、2019・2020年度の導入希望保険者数 ＞

＜ システム機能別の導入市町村（257団体）+導入希望市町村数（101団体）＞

全ての機能を導入
必須機能のみ導入

（資格管理と保険料賦課）
必須機能と給付機能を導入 必須機能と収納機能を導入 未定

36（13+23） 117（86+31） 202（155+47） 3（3+0） 0

都道府県
市町
村数

H30 2019 2020

21 岐 阜 県 42 ２ ０ ０

22 静 岡 県 35 １ ０ ０

23 愛 知 県 54 ２ ０ ６

24 三 重 県 29 ２ ０ ７

25 滋 賀 県 19 ０ ０ ０

26 京 都 府 26 ０ ０ ０

27 大 阪 府 43 ３ ０ １

28 兵 庫 県 41 ８ ０ ２

29 奈 良 県 39 ７ ０ １

30 和歌山県 30 ０ ０ ０

31 鳥 取 県 19 ０ ０ ０

32 島 根 県 19 ４ ０ ２

33 岡 山 県 27 ５ ０ ０

34 広 島 県 23 ６ ０ １

35 山 口 県 19 ０ ０ ０

36 徳 島 県 24 ２ ０ ０

37 香 川 県 17 ２ ０ ０

38 愛 媛 県 20 ２ １ ２

39 高 知 県 34 ０ ０ １

40 福 岡 県 60 １８ ０ ３

都道府県
市町
村数

H30 2019 2020

41 佐 賀 県 20 ０ ０ ０

42 長 崎 県 21 １ ０ １

43 熊 本 県 45 １ ０ ０

44 大 分 県 18 ９ ０ ０

45 宮 崎 県 26 ０ ０ ０

46 鹿児島県 43 ０ ０ ０

47 沖 縄 県 41 ６ ０ ０

合 計 1741 257 １０ ９１

（平成30年12月末時点）



１２. 都道府県による給付点検調査
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２
具
体
的
な
事
務
の
流
れ

○ 都道府県による保険給付の点検調査（改正後の国民健康保険法第75条の3～第75条の6関係）

・ 都道府県は、広域的又は医療に関する専門的な見地から、市町村による保険給付の適正な実施を確保し、保険給付費等交付金を適正に交付するため、

市町村又は審査支払機関が行った保険給付の審査及び支払に係る情報の提供を求めることが可能。（法第75条の３）

・ 点検の結果、都道府県が違法又は不当に保険給付が行われたおそれがあると判断したものについては、理由を付して、市町村や審査支払機関に対して

再度の審査（以下「再審査」という。）を求めることが可能。（法第75条の４）

・ 再審査の求めに係る保険給付の全部又は一部を市町村が取り消さない場合で、都道府県が当該保険給付が違法又は不当に行われたものと判断した時

は、市町村からの意見聴取を行ったうえで、保険給付の全部又は一部取り消す勧告（以下「取消勧告」という。）が可能。（法第75条の５）

・ 都道府県が取消勧告を行っても、なお、市町村が取消しを行わなかった場合、当該勧告に係る部分に限り、普通交付金の減額が可能。（法第75条の６）

⇒ 個別市町村だけで実施することが難しかった広域的又は医療に関する専門的な見地から給付点検調査を行うことで、より効果的かつ効率的
な給付点検調査が可能となり、さらに、都道府県に再審査を求める権限や交付金を減額させる権限等を付与することで、保険者機能の強化が図
られ、より一層の保険給付の適正化が期待できる。

都道府県による給付点検調査（概要）

市町村の審査・支払い

（現金給付）

市町村自ら審査

現金給付のケース（※）

現物給付の資格過誤を確認する
ケース

連合会（診療報酬審査委員会）

に対する「再度の考案」

医療行為の当否を再審査する
ケース

連合会（診療報酬審査委員会）

の審査・支払い

（現物給付）

点検

・資格
・レセプトの内容
・連合会の判断

等を確認

（市
町
村
）

Ａ：市町村自ら保険給付を取
消し

Ｄ：連合会が減額査定をしな
い

Ｂ：市町村が保険給付を取り
消さない

Ｃ：連合会が減額査定

①給付についての
情報提供（第75条の３）

②点検

・レセプトの内容
・連合会の判断

・市町村の現金給付の審査状
況

等を確認

③再度の審査の求め
（第75条の４）

点検を前提として市町村・連合会に対し
て再度の審査を求める。

対連合会対市町村 ④保険給付の取消しの勧告
（第75条の５）
市町村に対して保険給付の取消しを求め
る。

④保険給付に係る交付金の
減額（第75条の６）

（都
道
府
県
）

１

法
改
正
の
ポ
イ
ン
ト

（※）ただし、この中には、現金給付で審査を連
合会に委託している場合も含む。

（※）都道府県の給付点検調査についても、外部
委託を行うことも可能。

不
可
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都道府県による給付点検調査事務のポイント

都道府県は、広域的又は医療に関する専門的な見地により、市町村が行った保険給付の点検調査を行う。 ※広域的又は医療に関する専門的な見地の例は以下のとおり。

広域的な見地 医療に関する専門的な見地

・同一都道府県内の市町村間の異動があった被保険者に係るレセプトの縦覧点検
（ ※同一都道府県内の市町村間異動があった被保険者に係るレセプト情報を集約する機能を新たに設
ける予定。（平成31年度～））

・被保険者等からの情報提供に基づく保険医療機関等から請求のあったレセプト
の点検調査 等

次のいずれかに該当するような疑いのあるレセプトを重点的に点検調査を実施。
① 医療法第25条第１項に基づき、指導・監査を受けた病院から請求のあったレセプト
② 生活保護法第54条に基づき、指導・監査を受けた保険医療機関等から請求のあったレセプト
③ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第38条の６に基づき、指導・監査を受けた保険

医療機関等から請求のあったレセプト
④ 法第64条（第三者求償）に係るもの 等

１

点
検
調
査

２
再
審
査

の
求
め

・法第75条の４の規定に基づき、都道府県は市町村又は国保連に対して保険給付について再度の考案を求めることができる（※）。

その際、国保連に再審査請求を行う場合は、同一内容について考案の求めを行わないよう、市町村が同一内容ですでに請求を行っていないか確認する
等して、留意すること。
（※）現在、市町村が国保連に対して再度の考案を求める場合、システムを使って電子上で請求を行っている。しかしながら、都道府県ではその機能を現時
点では有していない。そのため、都道府県は、再度の考案を求める際は、必要書類を添えて再審査請求書を提出して行うこととするが、その取扱いについて
は、あらかじめ都道府県、市町村、国保連の３者で十分に協議を行うこと。

・再審査請求を受けた市町村又は国保連は、再度の審査を行い、その結果を都道府県知事へ報告すること。

３

保
険
給
付
の
取
消
勧
告

・都道府県は、再審査の求めに係る保険給付の全部又は一部を取り消さない場合であり、当該保険給付が違法又は不当に行われたものと認めるときは、
当該市町村に対し、市町村からの意見聴取を行ったうえで、当該保険給付の全部又は一部を取り消す勧告ができる。

なお、国保連合会が設置する国民健康保険診療報酬審査委員会又は支払基金に設置する審査委員会若しくは特別審査委員会に対する再審査の求め
に係る保険給付については、取消し勧告を行うことができないため留意すること。

４

交
付
金
の
減
額

・都道府県は、取消し勧告を行っても、なお、市町村が取消しを行わなかった場合、当該勧告に係る部分に限り、保険給付費等交付金（普通交付金）を減
額することができる。保険給付費等交付金を減額する際は、当該市町村に対しその旨を通知し、弁明の機会を付与すること。
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都道府県による給付点検調査（市町村の給付情報の閲覧）に係る個人情報の取扱い

 都道府県は、実務上、国保総合システム端末の設置によりレセプト情報等を閲覧することにより、給付点検調査を行う。

 当該情報の閲覧に当たっては、以下の法的整理により、個人情報保護等の観点から問題は生じない。

 都道府県が、必要が生じる度に市町村にレセプト情報等の提供を求めることは、迅速性に欠け、都道府県及び市町村の双方にとって非効率かつ過大な事務負担とならざるを得ないことから、都道
府県からの情報提供の求め、及び市町村による情報提供の実施に係る事務に関し、包括的に都道府県・関係市町村間で合意（以下の具体的な方法を参照）を得る必要がある。

【都道府県からの情報提供の求め、及び市町村による情報提供の実施に係る事務に関し、包括的に都道府県・関係市町村間で合意する方法】
（ア） 都道府県は、給付点検調査を開始する前に、
・ 改正国保法第75条の３の規定に基づき、給付点検調査に要する情報の提供を包括的に求めるとともに、
・ 交付金等省令第１条第１項の規定に基づき、給付点検調査に要する情報を一覧化し、市町村に対し通知する。
（イ） 市町村は、（ア）の通知を受けて、交付金等省令第１条第２項の規定に基づき、給付点検調査に要する情報の提供について包括的に同意する旨を、都道府県に対し回答を通知する。

⇒ 都道府県からの情報提供の求め、及び市町村による情報提供の実施に係る事務に関し、あらかじめ包括的に
都道府県・関係市町村間でレセプト情報の提供を合意することにより、都道府県は、その都度市町村にレセプト
情報を求めずとも、レセプト情報等を閲覧することが可能となる。

（２）レセプト情報等閲覧に係る手続き

⇒都道府県は、上記（１）の法的整理を踏まえたうえで、（２）の手続きを予め行うことで、国保総合システム専用端末を活用した給付点検調査を行うことが可能となる。

 都道府県が、市町村の保有する個人情報であるレセプト情報等を、被保険者本人の同意なく活用するためには、市町村が定める個人情報保護条例に基づき、一般的には、「法令等に基づくとき」、
「利用するに相当の理由があるとき」等のいずれかに該当するよう、整理を行う必要がある。

①「法令等に基づくとき」に該当する
都道府県は、改正国保法第75条の３の規定に基づき、保険給付の審査及び支払に係る情報の提供を市町村に求めることができる。
また、市町村は、国民健康保険保険給付費等交付金、国民健康保険事業費納付金及び標準保険料率に関する省令（平成29年厚生労働省令第111号）第１条の規定に基づき、都道府県から情報

提供の求めの通知があった場合、速やかに情報の提供を行うこととされている。
したがって、当該都道府県が提供を求めたレセプト情報等について、市町村は、法令に基づき提供することが事実上義務化されている。

②「利用するに相当の理由があるとき」に該当する

都道府県は、国保の財政運営の責任主体として市町村とともに共同保険者となり、「当該都道府県内の市町村による保険給付の適正な実施を確保し、国民健康保険保険給付費等交付金を適正に
交付する」（改正国保法第75条の３）立場として、市町村への情報提供の求めを行うこととなる。

こうした都道府県による当該情報提供の求めを実行たらしめるためには、レセプト情報等を活用することが最も合理的な手法であることから、改正国保法の規定やその立法趣旨等にかんがみても、
都道府県が当該情報を利用するに相当の理由があると言える。

⇒ 上記の整理に基づき、都道府県が個人情報を含むレセプト情報を「法令等に基づくとき」、「利用するに相当の理由があるとき」に該当するものとして、被保険者本人の同意の必要条件が解除され
るため、都道府県は、個人情報を含むレセプト情報を被保険者本人の同意なく活用することが可能となる。

＜参考条文＞交付金等省令
（国民健康保険保険給付費等交付金の交付に係る情報提供）

第一条 国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号。以下「法」という。）第七十五条の三の規定による都道府県内の市町村（特別区を含む。以下同じ。）に対する情報の提供の求めは、次に掲げる情報について、当該市町村に通知して行うものとする。
一 被保険者の氏名、住所、電話番号、生年月日及び性別
二 被保険者に係る被保険者証の記号番号
三 療養が行われた年月日
四 療養が行われた病院、診療所、薬局その他の者の名称及び住所
五 その他当該市町村による保険給付の審査及び支払に係る情報

２ 市町村は、前項の規定による通知を受け取った場合は、速やかに、都道府県に対して情報の提供を行うものとする。

（１）レセプト情報の第三者（都道府県）提供に当たっての被保険者同意に係る法的整理
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都道府県による給付点検調査を支援する機能①

都道府県による再審査の求め（平成３１年４月～）

国保総合システムにおいて、都道府県から国保連に対して直接再度の審査を求めることが可能。

市町村による保険給付 市町村による点検 審査支払機関

都道府県による点検

再度の審査の求め

再度の審査の求め

【平成３１年度４月以降の再審査申出の流れ】

都道府県からの求めに応じ、保険給付に係る情報を提供

再度の審査の求め

（新機能）

都道府県によるレセプト情報等の閲覧

都道府県において保険給付の点検調査を行い、医療費の適正化等を推進することを目的として、都道府県に設置する

国保総合システムの端末から、県内被保険者にかかるレセプト情報等の検索・閲覧を可能とする。

※使用にあたっては、あらかじめ包括的に都道府県・関係市町村間でレセプト情報の提供を合意する必要がある。

・平成３０年４月～ レセプト情報（レセプトデータの検索・参照、レセプトの複写印刷が可能）

・平成３１年４月～ 市町村間異動の給付点検

○都道府県は、国保総合システム専用端末から以下の操作が可能である。
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【参考】給付点検調査のイメージ

資格異動があった被保険者に係るレセプトを抽出し一覧で表示し、抽出したレセプトの中から点検観点に合わせて絞り込みを行う。

選択した被保険者の２件のレセプトを並べて表示し点検を行う。

◆対象レセプト表示画面（２面表示）

登録

レセプトイメージ

（前市町村）

レセプトイメージ

（後市町村）

対象一覧

◆異動対象者一覧画面

レセプト表示

診療年月 点数表 入外区分 決定点数

遷移

市町村をまたがる同一人物のレセプト抽出（平成３１年４月～）

都道府県による広域的な給付点検調査を支援するため、国保総合システムにおいて、同一都道府県内で市町村を異動

した 被保険者の情報を国保情報集約システムから受領（※1）し、市町村をまたがる同一人のレセプト（※2）を抽出することを可能

とする。 ※1 セットアップまでに都道府県被保険者IDの重複を解消すること。 ※2 平成30年3月審査以降のレセプトに限る。

前市町村 ﾚｾ1 ﾚｾ2
後市町村 ﾚｾ3 ﾚｾ4 ﾚｾ5 ﾚｾ6

２月１月 ３月 ４月 ５月 ６月

・・・資格異動日

例① 月途中に市町村をまたいで異動した被保険者を対象として、
資格異動があった月の２枚のレセプトの点検

※同一月同一医療機関で算定回数が定められている診療行為等を
チェック

前市町村 ﾚｾ1 ﾚｾ2
後市町村 ﾚｾ3 ﾚｾ4 ﾚｾ5 ﾚｾ6

３月 ４月 ５月 ６月２月１月

・・・資格異動日

例② 月途中に市町村をまたいで異動した被保険者を対象として、
資格異動があった月を基準にした数ヶ月間のレセプトの点検

※同一医療機関の複数月の間に算定できる回数が定められている
診療行為等をチェック

都道府県による給付点検調査を支援する機能【国保総合システム②】
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１３. 第三者求償の取組強化
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件 億円

第三者求償実績の推移

件 円

（出所）「国民健康保険事業の実施状況報告」（国民健康保険課）

○ 平成27年12月に、国民健康保険における第三者求償の取組強化通知を発出し、平成28年度から損保団体との覚書がスタート。

○ 国民健康保険における第三者求償の実績は、平成27年度に約20億円増加し、以後、求償件数の減少にも関わらず、求償額は継続的に伸び

続けている。 ※ 求償件数の減少は、交通事故件数の減少影響によるものと考えられる。

平成26年度・・・・・・・・・・・・ 40,524件、約 137 億円（うち交通事故分は 34,929 件、約 132億円、約4.9 ％（※））

平成27年度・・・・・・・・・・・・ 38,811件、約 156 億円（うち交通事故分は 30,131件、約 149億円、約4.5 ％（※））

平成28年度・・・・・・・・・・・・ 34,661件、約 159 億円（うち交通事故分は 30,080件、約 152億円、約4.8 ％（※））

平成29年度・・・・・・・・・・・・ 34,021件、約 164 億円（うち交通事故分は 30,321件、約 156億円、約5.3 ％（※））

（※）交通事故死傷者に占める求償件数の割合
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○ 交通事故の事故死傷者数 （警察庁調べ）
平成27年度・・・670,140人 平成28年度・・・616,761人 平成29年度・・・ 571,265人 （対前年度 ▲45,496人、▲7.4％）

○ 交通事故の場合、治療費の請求に、公的医療保険を使わずに損害保険（自賠責保険等）を利用するケースが９割。 137



○ 国保第三者求償の実績は、全国平均で被保険者1,000人当たり1.15件であるが、都道府県別に見ると、0.7件～2.7件とバラ
ツキがある。
※求償額は被保険者1,000人当たり55.4万円であるが、これは不法行為１件当たりの単価によるため、参考数値。
※レセプト点検１件当たりの財政効果 被保険者１人当たり494円（平成29年度）

（出所）「国民健康保険事業の実施状況報告（平成29年度）」（国民健康保険課）

【参考】 国保における第三者求償の実績（都道府県別/被保険者1,000人当たり）（平成29年度速報）

交通事故に係る都道府県別第三者求償実績（平成29年度速報値・被保険者数ベース）

（件） （万円）
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金額 ： 5４.４万円 （前年度50.８万円）
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（出所）
「都道府県別交通事故発生状況」（警察庁）※交通事故の発生場所で統計されているため、被害者の居住地とは限らない。
「国民健康保険事業の実施状況報告（平成29年度）」（国民健康保険課）

交通事故発生件数に対する国保
の第三者求償件数の割合（左軸）

被保険者1,000人当たり
の金額（右軸）

○ 以下のグラフは、平成29年度の交通事故発生件数に対する、国保の第三者求償件数の割合と求償実績。
※ 従前、被保険者数ベースで示してきたが、被保険者数と交通事故の発生件数に相関があるとは限らないため、本資料では交通事故件数の
観点からも整理したもの。ただし、交通事故は発生地ベース、求償実績は居住地ベースであることに留意。

○ 交通事故件数に対する求償割合は、国保の第三者求償実績は、3.2％～22.4％のバラツキがある。これは、被保険者1,000人当たり、0.7
件～2.7件のバラツキより大きくなる。バラツキの要因として、病院の対応方針が影響していることも考えられる。

※求償額は被保険者1,000人当たり55.4万円であるが、これは不法行為１件当たりの単価によるため、参考数値。
※（参考）レセプト点検１件当たりの財政効果額は、被保険者１人当たり494円（平成29年度）

交通事故に係る都道府県別第三者求償実績（平成29年度速報値・事故件数ベース）

22.4％

3.2％

全国平均求償割合：６.６％
交通事故件数 462,136件
国保求償件数 30,321件

【参考】 国保における第三者求償の実績（都道府県別交通事故件数に占める割合）
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都道府県別 傷病届の提出代行件数（平成29年度速報値）

（注）平成30年9月1日現在の速報値。
様式統一とは、傷病届様式の統一状況。出典：「第三者行為による傷病届」の提出に関する取り決め締結後の運用状況の調査」

少なくとも全ての都道府県が60％以上をめざす

自主提出分 損保代行分 代行率
代行率
（28年度）

様式統一 自主提出分 損保代行分 代行率
代行率
（28年度）

様式統一

件数 件数 ％ ％ 統一○ 件数 件数 ％ ％ 統一○

1 北海道 313 278 88.8% 83% 26 京都府 237 103 43.5% 42% ○

2 青森県 198 154 77.8% 69% 27 大阪府 1,657 594 35.8% 39%

3 岩手県 94 87 92.6% 83% ○ 28 兵庫県 758 573 75.6% 75%

4 宮城県 245 170 69.4% 70% ○ 29 奈良県 289 199 68.9% 57% ○

5 秋田県 75 74 98.7% 92% ○ 30 和歌山県 382 268 70.2% 72% ○

6 山形県 238 216 90.8% 79% ○ 31 鳥取県 46 42 91.3% 85% ○

7 福島県 232 161 69.4% 54% ○ 32 島根県 37 24 64.9% 79%

8 茨城県 766 395 51.6% 46% ○ 33 岡山県 279 85 30.5% 25%

9 栃木県 407 291 71.5% 66% ○ 34 広島県 331 188 56.8% 59% ○

10 群馬県 484 364 75.2% 72% ○ 35 山口県 116 76 65.5% 69%

11 埼玉県 1,299 671 51.7% 45% 36 徳島県 140 124 88.6% 99%

12 千葉県 1,175 696 59.2% 53% ○ 37 香川県 151 87 57.6% 55%

13 東京都 1,569 603 38.4% 28% 38 愛媛県 247 102 41.3% 47% ○

14 神奈川県 1,386 382 27.6% 19% 39 高知県 112 104 92.9% 66% ○

15 新潟県 142 121 85.2% 49% 40 福岡県 906 584 64.5% 67%

16 富山県 87 79 90.8% 95% ○ 41 佐賀県 88 65 73.9% 72%

17 石川県 95 88 92.6% 94% 42 長崎県 99 63 63.6% 54%

18 福井県 99 83 83.8% 91% ○ 43 熊本県 602 509 84.6% 87% ○

19 山梨県 230 203 88.3% 74% 44 大分県 222 221 99.5% 79%

20 長野県 144 92 63.9% 68% 45 宮崎県 125 81 64.8% 70%

21 岐阜県 223 191 85.7% 77% 46 鹿児島県 180 119 66.1% 65% ○

22 静岡県 591 471 79.7% 65% 47 沖縄県 132 36 27.3% 14% ○

23 愛知県 1,245 776 62.3% 57% 29年度 18,863 11,190 59.3%

24 三重県 274 221 80.7% 66% ○ 28年度 16,828 8,849 53% 23

25 滋賀県 116 76 65.5% 49% ○ 27年度 20,856 -

○ 保険者は、保険給付を行った後、被保険者から傷病届の提出を受けてはじめて、損害保険会社等への損害賠償請求が可能。
⇒平成28年度から損保団体と覚書を締結し、自動車事故による場合には、損保会社が傷病届の作成・提出を代行。
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都道府県別 傷病届提出までの平均日数（平成29年度速報値）

（注）平成30年9月1日現在の速報値である。
様式統一とは、傷病届様式の統一状況。出典：「第三者行為による傷病届」の提出に関する取り決め締結後の運用状況の調査」

全提出分 自主提出分 損保代行分 損保代行分 様式統一 全提出分 自主提出分 損保代行分 損保代行分 様式統一

日数 日数 日数 28年度日数 ○ 日数 日数 日数 28年度日数 ○

1 北海道 112.4 91.5 110.6 60.8 26 京都府 114.2 95.2 114.9 56.5 ○

2 青森県 81.6 56.8 73.0 50.8 27 大阪府 102.4 81.8 84.1 50.9 

3 岩手県 86.2 79.7 81.8 50.0 ○ 28 兵庫県 120.4 113.8 113.6 72.4 

4 宮城県 82.6 66.2 70.9 46.1 ○ 29 奈良県 115.5 88.8 89.5 72.3 ○

5 秋田県 87.9 73.3 86.2 52.9 ○ 30 和歌山県 58.9 47.4 47.9 38.8 ○

6 山形県 57.7 47.3 53.0 42.9 ○ 31 鳥取県 87.7 82.0 87.0 25.4 ○

7 福島県 108.2 66.6 75.8 48.4 ○ 32 島根県 88.0 71.8 61.8 26.1 

8 茨城県 67.8 50.7 62.8 53.2 ○ 33 岡山県 119.4 86.6 86.8 57.4 

9 栃木県 77.1 60.2 68.2 43.1 ○ 34 広島県 121.9 119.2 129.3 66.4 ○

10 群馬県 84.0 63.1 69.9 53.5 ○ 35 山口県 114.2 87.2 83.9 58.0 

11 埼玉県 82.6 79.3 95.9 52.9 36 徳島県 87.7 86.4 81.7 58.7 

12 千葉県 93.3 87.9 87.8 63.4 ○ 37 香川県 96.4 79.9 84.8 55.9 

13 東京都 88.1 81.1 99.2 59.3 38 愛媛県 81.7 55.5 57.1 41.8 ○

14 神奈川県 81.2 124.7 72.6 48.4 39 高知県 101.9 63.9 59.5 51.3 ○

15 新潟県 101.6 66.9 110.0 54.1 40 福岡県 124.3 101.4 98.5 63.0

16 富山県 124.0 112.4 115.3 55.2 ○ 41 佐賀県 124.4 100.8 105.1 33.6 

17 石川県 127.3 97.3 96.5 68.1 42 長崎県 139.0 79.9 115.6 75.9

18 福井県 106.1 101.8 107.5 65.4 ○ 43 熊本県 101.5 110.4 87.1 63.8 ○

19 山梨県 82.9 72.7 75.5 62.0 44 大分県 141.1 141.3 134.8 67.1

20 長野県 122.9 82.3 96.4 55.8 45 宮崎県 92.5 49.5 48.1 43.3 

21 岐阜県 112.6 83.2 83.2 59.7 46 鹿児島県 114.5 73.0 78.0 57.0 ○

22 静岡県 109.9 87.6 85.7 57.0 47 沖縄県 102.6 74.4 89.0 31.4 ○

23 愛知県 92.8 79.3 80.4 53.2 29年度 99.3 86.1 87.9 

24 三重県 100.3 83.8 93.6 78.4 ○ 28年度 62.3 52.9 57.0 23

25 滋賀県 135.1 91.1 129.6 56.8 ○ 27年度 104.3 87.8

覚書どおり国保使用から30日以内の遵守を求めつつ、
少なくとも全ての都道府県が60日以内をめざす

○ 損保団体との覚書には、国保を使用後１か月以内に、損保会社が傷病届を作成し、保険者に提出することが規定されている。
※ １か月以内に提出が間に合わない場合には、保険者に連絡を入れることとされている。
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覚書の提出代行に係る通報制度

28年度 29年度 合 計 28年度 29年度 合 計

件数 件数 件数 件数 件数 件数

1 北 海 道 0 6 6 25滋 賀 県 0 19 19

2 青 森 県 0 0 0 26 京 都 府 0 0 0

3 岩 手 県 0 0 0 27 大 阪 府 1 0 1

4 宮 城 県 0 0 0 28 兵 庫 県 0 0 0

5 秋 田 県 0 0 0 29 奈 良 県 0 0 0

6 山 形 県 0 0 0 30 和 歌 山 県 0 0 0

7 福 島 県 0 0 0 31 鳥 取 県 0 0 0

8 茨 城 県 1 0 1 32 島 根 県 0 0 0

9 栃 木 県 0 0 0 33 岡 山 県 0 1 1

10群 馬 県 0 1 1 34 広 島 県 1 0 1

11埼 玉 県 0 0 0 35 山 口 県 1 0 1

12千 葉 県 0 0 0 36 徳 島 県 0 0 0

13東 京 都 0 0 0 37 香 川 県 0 0 0

14神 奈 川 県 1 0 1 38 愛 媛 県 0 0 0

15新 潟 県 0 0 0 39 高 知 県 0 1 1

16富 山 県 0 0 0 40 福 岡 県 0 0 0

17石 川 県 0 0 0 41 佐 賀 県 1 0 1

18福 井 県 0 1 1 42 長 崎 県 0 0 0

19山 梨 県 0 0 0 43 熊 本 県 1 0 1

20長 野 県 0 0 0 44 大 分 県 0 0 0

21岐 阜 県 0 1 1 45 宮 崎 県 0 0 0

22静 岡 県 0 14 14 46 鹿 児 島 県 0 0 0

23愛 知 県 0 4 4 47 沖 縄 県 0 0 0

24三 重 県 0 0 0 合 計 7 48 55

◯ 傷病届の早期提出について、覚書を遵守した運用を推進するため、平成29年1月から、通報制度を創設。
◯ 覚書を遵守していない保険会社があった場合、市町村は、当該保険会社名・担当者名を都道府県に通報。
◯ 通報を受けた都道府県⇒国保連合会⇒国保中央会とリレーし、国保中央会は、損保団体と厚生労働省に連絡する。

通報内容 28年度 29年度
回答
件数

届出の遅れ 2 43 5

（人傷先取り） （2） （8） （3）

（保険会社のサポート不足） 0 （6） 0

（人身傷害保険の作成支援対応不足） 0 （5） 0

（社員間連携不足） 0 （3） （1）

作成支援に非協力 0 8 1

（覚書を知らなかったが説明後作成） 0 （1） （1）

（要請しても記載されなかった） 0 （6） 0

（記載内容に関する照会に非協力） 0 （1） 0

要望 2 0 0

その他 3 0 0

合計 7 51 6

（※）回答件数とは、損保会社が通報内容に対しどのような対応を
取ったか情報提供のあった件数

60日を超える場合には通報を。
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発見手段の拡大に向けた取組状況

（市町村数） （市町村数）

指標

①警察や消防、保健所、消
費生活センター、地域包括
支援センター等の関係機関
から救急搬送記録等の第三
者行為による傷病発見の手
がかりとなる情報の提供を
受ける体制を構築している
か。

②療養費等の各種支給申請書に第
三者行為の有無の記載欄を設けて
いるか。

ダウンロード可能か。
窓口での発見実績があ

るか。
指標

①警察や消防、保健所、消費
生活センター、地域包括支援
センター等の関係機関から救
急搬送記録等の第三者行為に
よる傷病発見の手がかりとな
る情報の提供を受ける体制を
構築しているか。

②療養費等の各種支給申請書に第
三者行為の有無の記載欄を設けて
いるか。

ダウンロード可能か。
窓口での発見実績があ

るか。

都道府県
未実
施

１機
関

２機
関

３機
関以
上

４機
関以
上

未実
施

ホー
ム

ペー
ジ又
は冊
子

高額
療養
費

療養
費

葬祭
費

（料）

限度
額証
等

高額
療養
費

療養
費

葬祭
費

（料）

限度
額証
等

高額
療養
費

療養
費

葬祭
費

（料）

限度
額証
等

都道府県
未実
施

１機
関

２機
関

３機
関以
上

４機
関以
上

未実
施

ホー
ム

ペー
ジ又
は冊
子

高額
療養
費

療養
費

葬祭
費

（料）

限度
額証
等

高額
療養
費

療養
費

葬祭
費

（料）

限度
額証
等

高額
療養
費

療養
費

葬祭
費

（料）

限度
額証
等

01 北海道 112 26 14 3 2 45 107 38 50 24 24 17 26 8 13 4 3 0 1 25 滋賀県 11 5 3 0 0 3 16 6 10 5 4 6 12 4 4 2 0 0 0 

02 青森県 18 12 7 1 2 1 39 25 24 11 17 15 17 7 8 2 1 0 1 26 京都府 13 9 3 1 0 4 21 11 13 5 5 8 9 2 2 7 8 1 4 

03 岩手県 19 8 6 0 0 6 26 15 14 13 15 4 4 5 4 2 1 2 2 27 大阪府 34 5 4 0 0 2 41 18 25 14 18 10 20 9 11 8 9 4 9 

04 宮城県 0 15 17 3 0 4 30 12 10 6 3 3 10 4 3 0 0 0 0 28 兵庫県 0 0 27 8 6 2 39 20 17 12 17 9 9 11 9 8 4 3 7 

05 秋田県 22 2 1 0 0 6 18 8 14 6 6 3 10 5 1 1 2 0 1 29 奈良県 0 0 0 0 39 10 28 9 19 7 10 3 9 2 2 4 3 0 4 

06 山形県 22 4 6 0 0 6 26 9 15 6 10 4 5 3 4 0 0 1 1 30和歌山県 6 11 11 0 2 2 28 10 23 7 5 4 10 5 3 6 3 1 3 

07 福島県 0 45 8 5 1 19 40 11 13 10 6 10 12 9 2 2 3 3 2 31 鳥取県 12 6 1 0 0 3 16 7 8 6 1 6 5 5 1 3 2 0 1 

08 茨城県 15 24 4 0 1 3 40 3 32 4 2 0 13 3 0 10 7 1 9 32 島根県 0 14 4 1 0 6 13 10 6 3 5 6 4 1 2 3 1 0 2 

09 栃木県 16 6 3 0 0 0 25 13 25 7 3 0 22 5 1 5 1 1 1 33 岡山県 17 7 2 1 0 4 24 18 15 6 6 10 14 4 5 4 2 0 1 

10 群馬県 24 8 3 0 0 5 29 4 10 9 8 1 6 5 1 6 3 1 5 34 広島県 16 7 0 0 0 3 20 14 18 6 7 4 8 2 3 6 3 1 2 

11 埼玉県 46 13 2 2 0 2 60 15 21 16 10 2 11 7 1 13 6 1 5 35 山口県 10 6 2 1 0 1 18 13 13 7 5 8 11 4 3 5 2 1 3 

12 千葉県 36 13 4 1 0 7 47 17 35 31 15 4 31 18 8 7 2 6 7 36 徳島県 17 1 6 0 0 4 20 11 9 3 8 5 9 2 6 1 0 0 0 

13 東京都 54 6 1 1 0 6 52 13 28 15 8 3 21 7 3 9 9 5 9 37 香川県 0 6 11 0 0 0 17 9 5 1 10 5 5 1 7 4 3 0 4 

14神奈川県 23 7 2 1 0 5 27 21 14 9 8 0 13 6 7 11 5 0 5 38 愛媛県 4 9 6 1 0 2 17 8 17 5 5 4 14 2 3 3 1 2 1 

15 新潟県 13 11 4 1 1 3 27 22 17 11 6 5 13 9 3 5 6 2 5 39 高知県 14 14 5 0 1 3 30 10 13 2 6 3 7 0 4 2 2 0 2 

16 富山県 0 1 4 9 1 2 13 7 10 7 3 5 8 4 3 0 1 0 0 40 福岡県 28 21 9 1 1 3 56 50 46 41 37 28 30 19 17 14 14 4 12 

17 石川県 0 5 8 3 3 0 19 9 16 5 8 8 14 4 8 4 2 1 2 41 佐賀県 4 14 2 0 0 0 20 13 14 7 8 5 13 4 6 4 2 0 1 

18 福井県 10 4 3 0 0 4 13 16 11 6 0 2 8 2 0 4 1 1 0 42 長崎県 16 5 0 0 0 4 17 6 15 5 6 6 15 3 6 2 2 0 2 

19 山梨県 0 0 0 0 27 8 19 7 12 3 4 3 8 0 4 4 3 1 1 43 熊本県 32 8 5 0 0 2 43 30 29 16 12 16 16 8 4 3 4 0 3 

20 長野県 45 19 11 2 0 24 50 31 18 8 15 7 13 7 11 5 4 0 3 44 大分県 4 12 1 1 0 1 17 14 13 7 12 12 13 7 12 1 2 0 4 

21 岐阜県 32 10 0 0 0 8 34 17 19 17 4 8 14 8 4 4 3 3 2 45 宮崎県 0 15 9 2 0 3 23 14 17 12 9 4 14 6 6 2 1 0 1 

22 静岡県 0 5 22 7 1 3 30 16 21 9 7 3 15 2 2 11 10 5 9 46鹿児島県 0 13 23 7 0 4 37 13 25 17 17 8 21 16 13 4 3 2 6 

23 愛知県 42 11 1 0 0 6 49 20 30 18 17 8 23 8 10 7 6 1 2 47 沖縄県 0 27 10 3 1 12 29 19 23 15 19 6 13 9 8 7 8 4 12 

24 三重県 9 11 9 0 0 0 28 17 21 13 13 4 15 5 4 4 3 0 4 合計 796 481 284 66 89 251 1,438 699 873 473 444 295 613 267 242 223 161 58 161 

平成30年度事業実施状況報告（平成29年度速報値）

○ 市町村は、関係機関との連携や様々な媒体等を活用し、第三者行為求償案件の早期かつ確実な発見に取り組む。
○ 特に、消防との連携、高額療養費関係書類を活用する方法は、発見手段として効果的である。
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各関係機関との連携状況の内訳

平成30年度事業実施状況報告（平成29年度実績速報値）
※市民課等：各種施設による事故報告の情報連携も想定。老人福祉法、障害者支援法、児童福祉法、社会福祉法、介護保険法等による施設内の発生事故。

第三者求償の評価指標に係る実施状況（機関別） （市町村数）

指標
①警察や消防、保健所、消費生活センター、地域包括支援センター等の関係機関
から救急搬送記録等の被害者情報の提供を受ける体制を構築しているか。

指標
①警察や消防、保健所、消費生活センター、地域包括支援センター等の関係機関
から救急搬送記録等の被害者情報の提供を受ける体制を構築しているか。

都道府県
地域包括
支援セン
ター

消防署 警察署 病院
消費者セ
ンター

交通共済
社会福祉
協議会

行政機関
窓口

（市民課
等）

都道府県
地域包括
支援セン

ター
消防署 警察署 病院

消費者セ
ンター

交通共済
社会福祉
協議会

行政機関
窓口

（市民課
等）

01 北海道 18 29 4 11 0 0 0 1 25 滋賀県 3 1 0 2 0 0 0 0

02 青森県 14 6 0 7 3 4 1 4 26 京都府 5 10 0 1 2 0 0 2

03 岩手県 4 9 0 3 0 1 0 3 27 大阪府 3 4 0 1 4 0 0 0

04 宮城県 6 14 0 4 2 0 0 1 28 兵庫県 4 6 0 1 87 1 1 0

05 秋田県 2 1 0 1 0 0 0 0 29 奈良県 0 39 0 1 0 0 0 0

06 山形県 3 0 0 6 0 1 0 2 30 和歌山県 14 6 0 5 0 0 3 0

07 福島県 2 5 2 2 2 0 1 54 31 鳥取県 5 1 1 0 0 0 0 0

08 茨城県 3 24 0 2 1 9 0 3 32 島根県 3 0 1 2 0 0 0 0

09 栃木県 2 3 0 0 6 0 0 0 33 岡山県 4 2 0 5 0 0 0 0

10 群馬県 3 7 0 1 1 0 0 3 34 広島県 0 4 0 0 0 0 0 0

11 埼玉県 3 13 0 2 1 0 1 1 35 山口県 1 7 0 2 0 0 0 0

12 千葉県 8 10 0 1 2 0 0 0 36 徳島県 5 3 0 2 0 0 2 0

13 東京都 2 2 1 1 0 0 0 0 37 香川県 0 8 0 1 17 0 0 0

14 神奈川県 2 6 0 2 1 0 0 0 38 愛媛県 3 14 0 0 1 0 0 0

15 新潟県 3 10 1 3 0 4 1 1 39 高知県 5 11 0 7 0 0 1 0

16 富山県 1 9 0 20 0 0 0 0 40 福岡県 12 23 0 2 6 0 0 0

17 石川県 11 4 0 3 4 0 1 2 41 佐賀県 5 11 0 0 1 0 0 1

18 福井県 2 4 0 0 3 2 0 1 42 長崎県 0 1 1 1 0 0 0 0

19 山梨県 4 1 0 91 0 0 0 0 43 熊本県 8 4 0 0 2 0 0 2

20 長野県 16 8 1 8 0 7 0 1 44 大分県 1 9 1 3 0 0 0 0

21 岐阜県 6 3 0 1 0 0 0 1 45 宮崎県 2 10 0 3 1 0 0 2

22 静岡県 6 29 0 2 0 0 0 1 46 鹿児島県 1 24 0 2 1 6 0 8

23 愛知県 2 8 0 1 0 1 0 0 47 沖縄県 4 8 2 3 0 0 0 0

24 三重県 10 2 0 10 0 0 0 1 合計 221 413 15 226 148 36 12 95

29年度報告 104 300 19 89 14 17 4 18
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関係機関との連携と個人情報の取扱い

○ 第三者行為求償事務の取組強化を図るためには、交通
事故等による求償事案の確実かつ早期の発見・把握が重要。

○ そこで、発見手段の拡大策として、消防等の関係機関と
の連携することも必要。

○ ただし、関係機関と連携するためには、個人情報保護条
例に基づき、個人情報の取扱いについて定める必要がある。

○ 個人情報保護条例に基づき本人以外から個人情報を収集
するためには、一般的に次の規定を遵守する必要がある。

１） 事務の遂行に必要な限度で利用すること

２） 当該利用することについて相当の理由があること

３） 個人情報の適正な管理方法を定める

個人情報保護条例に基づく対応

（参考） レセプトの症状詳記欄に「救急搬送」の記載があるものを疑いレセプトとして抽出して、保険者へ情報提供している国保連合会もある。

１）必要最少限の個人情報

○ 例えば、救急搬送記録の場合、以下７つの情報のうち、①⑤⑦の

３情報に限定、等

①救急事故発生年月日、②覚知時刻、③発生場所、④発生原因、⑤傷

病者の住所・氏名・年齢・性別、⑥傷病の部位・程度、⑦傷病者を搬

送した医療機関名・医師等

２）個人情報を利用する相当の理由

○ 求償事案の確実かつ早期発見のために、必要不可欠な情報

※ 第三者求償の目的は、二重利得の防止、財政健全化等

３）個人情報の適正な管理方法

○ 国保加入者以外の情報も含まれるため、資格台帳と突合し、不要

な情報は直ちに廃棄・消去する管理体制を整備

※ 提供情報の中には、国保被保険者のみならず、後期高齢者が
含まれる場合もあるため、個人情報保護審査会等に諮問する際は、
後期高齢者医療制度、介護保険制度と連携することも一案。

消防等の
関係機関

国保担当 後期担当 介護担当

救急搬送
記録情報等

被保険者へ
状況確認

被保険者から、どうやって把握したのか、と聞か
れたら場合、下記に配慮している旨を説明。
→ 条例の手続きを経て、救急搬送記録から把
（人格的側面）
→ 治療行為に何ら影響はない（財産的側面）
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【固有指標⑤第三者求償の取組状況】

保険者努力支援制度（2020年度市町村分）における評価指標について

平成31年度実施分

【今後の方向性】

④ ２機関以上の関係機関から救急搬送記録等の第三者行為による傷病発見の手がかりとなる情報の提供を受ける
体制を構築している場合に高く評価することを検討（１機関２以上の関係機関との連携は、50％評価）。

⑥ 私債権の管理手法の習熟を推進するため、顧問弁護士、行政書士等の専門家の助言などを得て、課題の解決に
取り組んでいる場合に高く評価することを検討（求償アドバイザーの実務的助言は、含まれない）。

⑦ 請求実績がない場合の定義については、請求すべき事案が存在しない場合に整理することを検討。

第三者求償
（平成30年度の実施状況を評価）

得点 該当保険者数 達成率

① 第三者行為によって生じた保険給付の疑いのあるレセプトを抽出し、被保険者に確認作業を行っているか。 5 1628 93.5%

② 第三者求償の適正な事務を行うために、一般社団法人日本損害保険協会等と締結した第三者行為による傷病
届の提出に関する覚書に基づく様式に統一して、代行されているか。（全様式が統一されていない場合は２
点）

５

（２）

1386

120

79.6%

6.9%

③ 第三者求償事務に係る評価指標（２必須指標）について、前年度の数値目標を達成したか。（平成28年４
月４日国民健康保険課長通知）（１指標のみ達成の場合は３点）

５

（３）

335

566

19.2%

32.5%

④ 消防や地域包括支援センター、警察、病院、保健所、消費生活センター等の２以上の関係機関から救急搬送
記録等の第三者行為による傷病発見の手がかりとなる情報の提供を受ける体制を構築しているか。（１機関
のみの場合は４点）

8

（４）

577

436

33.1%

25.0%

⑤ 各市町村のホームページにおける第三者求償のページ等において、傷病届の提出義務について周知し、傷病
届の様式（覚書様式）と、第三者行為の有無の記載欄を設けた高額療養費等の各種申請書をダウンロードで
きるようにしているか。

５ 1103 63.4%

⑥ 国保連合会等主催の第三求償研修に参加し、知識の習得に努めている。また、求償アドバイザーの助言な
どを得て、課題の解決に取り組んでいるか。（研修参加のみの場合は３点）

６

（３）

952

686

54.7%

39.4%

⑦ 求償専門員の設置や国保連合会と連携、債権回収の庁内連携など、第三者直接請求を行う体制を構築し、第
三者直接求償を行っているか。（請求実績がない場合は2点）

６

（２）

1507

０

86.6%

０

アンケート結果を踏まえて31年度に決定
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第三者行為求償事務アドバイザーによる支援

○ 保険者の抱える第三者求償事務の課題に対して、実務的な観点から具体的な解決策等を助言し、第三者求償事務の継続
的な取組強化と目標達成を支援するため、第三者行為求償事務アドバイザーを委嘱。 ※法解釈等の疑義照会は対象外

（１） 講演依頼に基づく講師派遣
（２） 電話やメール等により相談対応
（３） その他、会議への出席 等

市町村等は、直接、
アドバイザーに依頼又は相談

※費用は依頼者が負担

（１） 傷病届の提出の励行を促す取組の強化
（２） 第三者による不法行為が疑われるレセプト発見の強化
（３） 損害賠償請求の事務が滞っている場合の解消方法
（４） 損害保険会社、医療機関等との連携方法
（５） その他、求償事務の取組強化

アドバイザーからの助言等を得て求償事務の底上げ

数値目標
の達成

氏名
相談対応等の時間・
相談先メールアドレス

氏名
相談対応等の時間・
相談先メールアドレス

高橋 稔
（月）～（金）9時～17時
minoru-t@xpost.plala.or.jp 

宮井 昭治
（月）～（金）9時～17時
ayakappe0715@ybb.ne.jp

宇賀 昭司
（月）～（金）9時～15時
mhlwadsuptdp1@yahoo.co.jp

高田橋 厚男
（月）～（金）9時～18時
atsuokoudabashi@btvm.co.jp

※平成31年度から担当ブロックを廃止。

依頼・相談の手順

① 下記相談先メールアドレスへ
相談事項等を明記の上、送信。

件名に「アドバイザー氏名」と
相談者の所属・氏名を記載。

（件名例）
【相談】○○様←○○市国保課○○

③ アドバイザーからの返信に
応じた対応

② アドバイザーから返信。

（返信内容例）
・相談内容への回答。
・電話で照会いただきたい場合

には、電話番号を通知。
・講演依頼に可否の返信。

【市町村】 【アドバイザー】

【市町村】
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Ⅱ平成31年度国民健康保険助成費の概要、
補助金申請事務等
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平成３１年度 国保関係予算のポイント

【市町村国保関係】

○ 給付費等に必要な経費 ３兆４，４６４億円（△２０２億円）

うち、市町村国保への財政支援強化（いわゆる「１，７００億円分」） 計１，７７２億円
〈内訳〉・財政調整機能の強化分 ：８００億円

・保険者努力支援分 ：９１２億円

・特別高額医療費共同事業分： ６０億円

○ 国民健康保険制度関係業務事業費補助金（都道府県、市町村分） １２．８億円（＋６億円）

〈内訳〉・都道府県が市町村事務処理標準システムのクラウド構成による共同利用を進めるための体制構築への支援分： ２．５億円

・被保険者の資格管理の更なる効率化・適正化を図るために必要な市町村自庁システムの改修に要する経費 ：１０．３億円

【番号制度の利活用推進事業関係】

○ オンライン資格確認システムにかかる経費等（保険局全体） ３１５億円

【避難指示区域等の特別措置関係】（東日本大震災復興特別会計）

○ 被災者に対する医療保険の一部負担金及び保険料の免除等の特別措置 ２９．８億円（△１４．１億円）

（注）財源構成割合（復興特会：特調）の見直しに伴うもの。措置内容は30年度と同じ。

【国民健康保険組合関係】

○ 給付費等に必要な経費 ２，８７６億円（＋０．０３億円）

【国民健康保険団体関係】

○ 国民健康保険団体連合会等補助金 ３９．２億円（＋９．７億円）

○ 国民健康保険制度関係業務事業費補助金（中央会分） ４３．１億円（＋１．３億円）

〈内訳〉・国保保険者標準事務処理システムの機能改善や制度改正対応に伴うシステム改修経費等：３５．２億円

・国保総合システムの給付点検機能追加に伴うシステム改修経費等 ： ７．９億円
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財政安定化支援事業

50％ 50％

調整交付金（国）

（９％）※１

8,200億円

調整交付金（国）

（32％） ※１

22,900億円

定率国庫負担

公費負担額

国 計 ： 34,300億円

都道府県計： 11,300億円

市町村計： 1,800億円

医療給付費等総額： 約109,900億円

都道府県繰入金

（９％） ※１

6,400億円

前期高齢者交付金

○国保・被用者保険の65歳か
ら74歳の前期高齢者の偏在
による保険者間の負担の不
均衡を、各保険者の加入者数
に応じて調整。

前期高齢者交付金

34,900億円
※３

保険者支援制度

保険料軽減制度

市町村への地方財政措置：1,000億円

○ 低所得者の保険料軽減分を公費で
支援。
事業規模： 4,400億円

（都道府県 3/4、市町村 1/4）

○普通調整交付金（７％）

都道府県間の財政力の不均
衡を調整するために交付。

○特別調整交付金（２％）

画一的な測定方法によって、
措置できない都道府県・市町
村の特別の事情（災害等）を
考慮して交付。

保険者努力支援制度

※４

特別高額医療費共同事業

高額医療費負担金

保険者支援制度

保険者努力支援制度

特別高額医療費
共同事業

高額医療費負担金

保険料

（26.700億円）

法定外一般会計繰入

約2,500億円 ※２

保険料軽減制度

平成31年度の国保財政 （平成31年度予算案ベース）

※１ それぞれ保険給付費等の９％、32％、９％の割合を基本とするが、定率国庫負担等のうち一定額について、財政調整機能を強化する観点から国の調整交付金に振りかえる等の法律上の措置がある
※２ 平成２８年度決算（速報値）における決算補填等の目的の一般会計繰入の額
※３ 退職被保険者を除いて算定した前期高齢者交付金額であり、実際の交付額とは異なる
※４ 平成３１年度は、平成29年度に特例基金に措置した500億円のうち残330億円は取り崩ししない

○ 都道府県・市町村の医療費適正化、予
防・健康づくり等の取組状況に応じ支援。

予算額：約900億円

○ 著しく高額な医療費（１件420万円超）に

ついて、都道府県からの拠出金を財源に

全国で費用負担を調整。国は予算の範

囲内で一部を負担。 国庫補助額：60億円

○ 高額な医療費（１件80万円超）の発生に

よる国保財政の急激な影響の緩和を図る

ため、国と都道府県が高額医療費の１/４

ずつを負担

事業規模：3,700億円、国庫補助額：900億円

○ 低所得者数に応じ、保険料額の一定

割合を公費で支援
事業規模： 2,600億円、国庫補助額：1,300億円

（国 1/2、都道府県 1/4、市町村 1/4）
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（国民健康保険課）

平 成 ３ ０ 年 度 平 成 ３ １ 年 度 対 前 年 度 対 前 年 度

予 算 額 予 算 額 （ 案 ） 比 較 増 ▲ 減 額 伸 率 （ ％ ）

千円 千円 千円

市町村等の国民健康保険助成に必要な経費 3,466,649,901 3,446,362,853 ▲ 20,287,048 ▲ 0.59

（項）医療保険給付諸費 3,198,671,588 3,200,635,910 1,964,322 0.06

(目) 1,858,225,263 1,828,747,521 ▲ 29,477,742 ▲ 1.59

療 養 給 付 費 負 担 金 1,600,238,808 1,599,955,767 ▲ 283,041 ▲ 0.02

保 険 基 盤 安 定 等 負 担 金 257,986,455 228,791,754 ▲ 29,194,701 ▲ 11.32

(目) 503,991,824 510,456,261 6,464,437 1.28

(目) 627,362,284 625,425,440 ▲ 1,936,844 ▲ 0.31

141,747,701 143,565,826 1,818,125 1.28

(目) 66,661,554 91,161,554 24,500,000
　

(目) 682,962 1,279,308 596,346

（項）介護保険制度運営推進費 250,747,048 227,910,927 ▲ 22,836,121 ▲ 9.11

(目) 195,705,013 177,881,699 ▲ 17,823,314 ▲ 9.11

(目) 55,042,035 50,029,228 ▲ 5,012,807 ▲ 9.11

（項）医療費適正化推進費 17,231,265 17,231,265 0 0.00

(目) 17,231,265 17,231,265 0 0.00

（項）社会保障・税番号活用推進費 0 584,751 584,751

(目) 0 584,751 584,751

国民健康保険団体に必要な経費 41,577,890 9,143,723 ▲ 32,434,167 ▲ 78.01

(目) 2,946,926 3,915,976 969,050 32.88 ####

(目) 34,456,809 856,992 ▲ 33,599,817 ▲ 97.51

(目) 4,174,155 4,308,715 134,560

(目) 0 62,040 62,040

平 成 ３ １ 年 度 国 民 健 康 保 険 助 成 費 の 概 要 （ 予 算 案 ）

事　　　　　　　　　項 摘　　　　　　　要

国 民 健 康 保 険 療 養 給 付 費 等 負 担 金

国 民 健 康 保 険 後 期 高 齢 者 医 療 費 支 援 金 負 担 金

国 民 健 康 保 険 保 険 者 努 力 支 援 交 付 金

国 民 健 康 保 険 制 度 関 係 業 務 事 業 費 補 助 金

国 民 健 康 保 険 制 度 関 係 業 務 事 業 費 補 助 金

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 交 付 金

社 会 保 障 ・ 税 番 号 制 度 シ ス テ ム 整 備 費 補 助 金

(目)
国 民 健 康 保 険 後 期 高 齢 者

医 療 費 支 援 金 財 政 調 整 交 付 金

国 民 健 康 保 険 介 護 納 付 金 負 担 金

国 民 健 康 保 険 介 護 納 付 金 財 政 調 整 交 付 金

国 民 健 康 保 険 特 定 健 康 診 査 ・ 保 健 指 導 負 担 金

社 会 保 障 ・ 税 番 号 制 度 シ ス テ ム 整 備 費 補 助 金

国 民 健 康 保 険 団 体 連 合 会 等 補 助 金

高 齢 者 医 療 制 度 円 滑 運 営 臨 時 特 例 交 付 金
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（国民健康保険課）

平 成 ３ ０ 年 度 平 成 ３ １ 年 度 対 前 年 度 対 前 年 度

予 算 額 予 算 額 （ 案 ） 比 較 増 ▲ 減 額 伸 率 （ ％ ）

千円 千円 千円

国保組合の国民健康保険助成に必要な経費 287,620,061 287,623,411 3,350 0.00

（項）医療保険給付諸費 259,184,199 258,648,928 ▲ 535,271 ▲ 0.21

(目) 193,341,057 191,193,386 ▲ 2,147,671 ▲ 1.11

(目) 58,736,780 60,459,170 1,722,390 2.93

(目) 4,818,623 4,739,478 ▲ 79,145 ▲ 1.64

出 産 育 児 一 時 金 補 助 金 2,131,185 2,042,040 ▲ 89,145 ▲ 4.18

高 額 医 療 費 共 同 事 業 補 助 金 2,687,438 2,697,438 10,000 0.37

(目) 2,287,739 2,256,894 ▲ 30,845 ▲ 1.35

（項）介護保険制度運営推進費 27,863,339 28,387,190 523,851 1.88

(目) 27,863,339 28,387,190 523,851 1.88

（項）医療費適正化推進費 572,523 572,523 0 0.00

(目) 572,523 572,523 0 0.00

（項）社会保障・税番号活用推進費 0 14,770 14,770

(目) 0 14,770 14,770

3,795,847,852 3,743,129,987 ▲ 52,717,865 ▲ 1.39

うち（項）医療保険給付諸費 3,499,433,677 3,468,366,521 ▲ 31,067,156 ▲ 0.89
うち（項）介護保険制度運営推進費 278,610,387 256,298,117 ▲ 22,312,270 ▲ 8.01
うち（項）医療費適正化推進費 17,803,788 17,803,788 0 0.00
うち（項）社会保障・税番号活用推進費 0 661,561 661,561

事　　　　　　　　　項 摘　　　　　　　要

国 民 健 康 保 険 組 合 療 養 給 付 費 補 助 金

国民健康保険組合後期 高齢 者医 療費 支援 金補 助金

国 民 健 康 保 険 組 合 出 産 育 児 一 時 金 等 補 助 金

国 民 健 康 保 険 関 係 助 成 費 総 計

国 民 健 康 保 険 組 合 事 務 費 負 担 金

国 民 健 康 保 険 組 合 介 護 納 付 金 補 助 金

国民健康保険組合特定 健康 診査 ・保 健指 導補 助金

社 会 保 障 ・ 税 番 号 制 度 シ ス テ ム 整 備 費 補 助 金
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【平成３１年度予算案】 ※復興庁（東日本大震災復興特別会計）に一括計上

（億円）

東日本大震災に係る国保保険者等に対する財政支援の延長

市町村
国保

国保
組合

国保中
央会 ・
国保連

備 考

一部負担金免除 16.4 0.6 －
一部負担金免除の４割相当を補助。
６割相当は特別調整交付（補助）金で補助予定。

保険料減免 10.5 0.9 －
保険料減免の４割相当を補助。
６割相当は特別調整交付（補助）金で補助予定。

固定資産税の課税免除 1.3 － －
固定資産税の免除に伴う保険料減収分の１／２を補助。
残り１／２は特別調整交付金で補助予定。

被災者に対する特別措置につい
ての周知事業

－ － 0.06 医療機関等に対して、一部負担金免除等の特別措置の延長を周知
する事業

特定健診等の自己負担免除 0.08 0.001 － 特定健康診査等に係る自己負担金に対する助成。

計 28.3 1.5 0.06

① 帰還困難区域等（注）の住民及び平成29年度以前に避難指示が解除された区域等の上位所得層以外の住民
○ 窓口負担・保険料の免除をさらに１年延長
○ 国により全額を財政支援 （復興特会 及び 特別調整交付金）

② 平成29年度以前に避難指示が解除された区域等の上位所得層の住民
○ 本来の制度により、保険者の判断で窓口負担・保険料の減免が可能

→減免について、財政負担が著しい場合に、国により減免額の８/10以内の額を財政支援（特別調整交付金）

（注） 「帰還困難区域等」とは、避難指示区域等から再編された区域であって、平成31年４月１日時点において設定されている①帰
還困難区域、②居住制限区域、③避難指示解除準備区域の３つの区域をいう。
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補助金申請事務等の適正化について①

会計検査院における平成２９年度決算検査報告において、国民健康保険助成費について、次のとおり
指摘があったところである。

例年、過大交付とされる事務処理誤りは同じような内容が繰り返されており、補助金申請事務の適正化
に御配意をお願いしたい。
※国民健康保険関係国庫補助金等に係る事務処理の適正化について（通知）（平成30年12月5日保国発1205

第１号及び同日事務連絡）参照。

平成２９年度決算検査報告について

○ 不当事項

〔療養給付費負担金〕
（ア）遡及退職被保険者等の医療給付費の控除漏れ ９保険者 ３６，１１１千円
（イ）地方単独事業に係る医療給付費の集計誤り ３保険者 ２７，１０６千円
（ウ）地方単独事業の調整率の適用誤り １保険者 １０，８４７千円
（エ）医療給付費の算定誤り １保険者 ８５，７６６千円

合 計 １４保険者 ７５，１３９千円
〔財政調整交付金〕

（ア）基礎資料からの転記誤り 10保険者 ８６，９０３千円
（イ）結核精神病に係る一般被保険者の集計誤り ８保険者 ２６，６５４千円
（ウ）結核精神病に係る医療費給付費の算定誤り ３保険者 ６２，８６２千円
（エ）非自発的失業保険料軽減世帯の一般被保険者数等の算定誤り ３保険者 ６，１７７千円
（オ）地方単独事業に係る医療給付費の集計誤り ２保険者 １３，１５３千円
（カ）一般被保険者数の集計誤り １保険者 １６，１２２千円

合 計 ２７保険者 ２１１，８７１千円
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【参考１】前回検査報告の指摘状況との比較

（単位：百万円）

前回（２８年度検査報告） 今回（２９年度検査報告）

保険者数 指摘金額 保険者数 指摘金額

療養給付費負担金 ２６ ２７３ １４ ７５

財政調整交付金 ２９ ７７１ ２７ ２１２

合 計 ５５ １，０４４ ４１ ２８７

補助金申請事務等の適正化について②

平成30年度から、都道府県が財政運営の責任主体として保険者に加わるとともに、今後は都道府県が療養
給費負担金及び調整交付金の交付申請・実績報告を行うことになる。一方で市町村は引き続き、当該負担金
等の算定のための資料等を作成する必要があるため、市町村に対して作成した資料の確認を十分に行うよう
指導するとともに、都道府県においても当該負担金等の算定に当たり確認事務の強化を図るようお願いした
い。

【参考２】平成30年度からの申請事務処理等の変更内容

○申請者：市町村
○申請書作成者：市町村
○交付先：市町村（普調、特調）

（29年度まで） （30年度から）

○申請者：都道府県

○申請書作成者：都道府県（算定の基礎となる資料は市町村が作成）

○交付先：都道府県（普調、特調、特例（当分の間））
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Ⅲ国保組合の事務運営
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平成３１年度予算案（国保組合関係）

【平成30年度予算】 【平成31年度予算案】

◎定率補助 1,762.4億円 →        1,738.1億円（▲ 24.3億円）

◎調整補助金 1,037.0億円 →        1,062.3億円（＋ 25.3億円）

◎出産育児一時金補助金 21.3億円 → 20.4億円（▲ 0.9億円）

◎高額医療費共同事業補助金 26.9億円 → 27.0億円（＋ 0.1億円）

◎事務費負担金 22.9億円 → 22.6億円（▲ 0.3億円）

◎特定健診・保健指導補助金等 5.7億円 → 5.7億円（ 0.0億円）
（医療費適正化対策推進室）

◎社会保障・税番号制度

システム整備費補助金

計 2876.2億円 → 2876.2億円（＋ 0.0億円）

※項目毎に四捨五入している。

0億円 → 0.1億円 (＋ 0.1億円)
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○被保険者の所得水準の高い国保組合の国庫補助については、負担能力に応じた負担とする観点から、各
組合への財政影響も考慮しつつ、平成28年度から5年間かけて段階的に見直すこととし、所得水準に応じて
13％から32％の補助率とする。

○具体的には、所得水準が150万円未満の組合には32％の定率補助を維持し、150万円以上の組合に対して
は所得水準に応じ段階的に引き下げ、240万円以上の組合については13％とする。

○また、被保険者の所得水準の低い国保組合の国庫補助には影響が生じないようにするため、調整補助金
を15.4％まで段階的に増額する。

国保組合･･･同業同種の者を対象に国保事業を行うことができる公法人
（医師・歯科医師・薬剤師：92組合/建設関係32組合/一般業種38組合 計162組合（281万人※））※被保険者数は平成２８年度末

被保険者の所得水準の高い国保組合の国庫補助の見直し

Ｈ27年度の国庫補助 見直し （Ｈ32年度）
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○平成28年度以降における国保組合に係る定率補助率（予定）

国保組合の平均所得 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

定率補助

150万円未満

32％

32％

150万円以上 160万円未満 31.6％ 31.2％ 30.8％ 30.4％ 30.0％

160万円以上 170万円未満 31.2％ 30.4％ 29.6％ 28.8％ 28.0％

170万円以上 180万円未満 30.8％ 29.6％ 28.4％ 27.2％ 26.0％

180万円以上 190万円未満 30.4％ 28.8％ 27.2％ 25.6％ 24.0％

190万円以上 200万円未満 30.0％ 28.0％ 26.0％ 24.0％ 22.0％

200万円以上 210万円未満 29.6％ 27.2％ 24.8％ 22.4％ 20.0％

210万円以上 220万円未満 29.2％ 26.4％ 23.6％ 20.8％ 18.0％

220万円以上 230万円未満 28.8％ 25.6％ 22.4％ 19.2％ 16.0％

230万円以上 240万円未満 28.4％ 24.8％ 21.2％ 17.6％ 14.0％

240万円以上 28.2％ 24.4％ 20.6％ 16.8％ 13.0％

調整補助金の総額の国保組合の医療給付費等の
総額に対する割合

15％以内 15.1％以内 15.2％以内 15.3％以内 15.4％以内 15.4％以内

※国保組合の平均所得を算出するに当たっては､他制度との均衡を考慮し、各被保険者の所得の上限額（1200万円）を設定し計算する｡
※平成９年９月以降の組合特定被保険者に係る定率補助の補助率については､医療給付分については､13％にて一定。後期高齢者支援金、介護納付金については、

他の被保険者に係る補助率と同様の逓減率とし、今回の見直しで13％まで引き下げる。
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○ 医療費適正化事業等に要した経費に対する補助として、平成23年度から創設。

【補助対象事業（平成30年度）】

①医療費適正化事業

(1)レセプト点検 …保険者独自基準に基づく点検

(2)医療費通知 …医療費通知、減額査定通知

(3)第三者求償 …第三者行為求償事務

(4)後発医薬品の普及促進 …後発医薬品利用時の自己負担軽減額通知 等

(5)適正受診の普及啓発 …適正受診普及啓発用のパンフレット・冊子等の作成 等

(6)医療費分析等の調査研究及びデータの整備

(7)海外療養費の不正請求対策 …海外療養費の支給申請に対する審査業務等の委託 等

②適用適正化事業

(1)研修・広報に関する事業 …適用適正化のための組合員への研修・広報 等

③保健事業

(1)国保ヘルスアップ事業 …データ分析に基づくＰＤＣＡサイクルに沿って効率的・効果的に実施する保健事業

(2)保健指導事業 …特定健診受診率・特定保健指導実施率向上のための対策 等

(3)保健事業の実施計画の策定 …中長期的な展望を踏まえた保健事業の実施計画

(4)がん検診事業

④その他保険者機能強化に資する事業

(1)システム開発等 …制度改正に伴うシステム改修

(2)保険料算定方式の見直し …加入者の実態に応じた保険料算定方式の調査研究

(3)事業の共同実施 …複数組合による共同実施事業

(4)その他 …ｴｲｽﾞ予防・ｳｨﾙｽ性肝炎予防等に関するパンフレット作成、講習会の開催等

特別調整補助金（保険者機能強化分）
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保険者
種別

健康保険組合
・共済組合

協会けんぽ 国保（都道府県
・市町村）

国保組合 後期高齢者医療
広域連合

手法 後期高齢者支援金の
加算・減算制度の見直し

各支部の取組等を

都道府県単位保険料
率に反映

保険者努力支援制度を
創設

各国保組合の取組等を
特別調整補助金に反映

各広域連合の取組等
を特別調整交付金に
反映

指標 保険者種別共通の項目を設定
（各項目の具体的な基準や、保険者種別の特性を踏まえて追加する項目は保険者種別毎に設定）

保険者に対する予防・健康づくり等のインセンティブの見直し

保険者
種別

健康保険組合
・共済組合

協会けんぽ 国保（市町村） 国保組合

手法 後期高齢者支援金の加算・減算制度

指標 特定健診・保健指導の実施率

後期高齢者医療
広域連合

なし

〈見直し後（平成30年度～）〉

〈現行（～平成29年度）〉

○ これまでの検討会での指摘や日本再興戦略等を踏まえ、平成２７年の医療保険制度改革関連法において、国保の保険者努
力支援制度が創設されたこともあり、保険者種別それぞれの特性に応じた新たなインセンティブ制度に見直すこととした。
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指標⑥ 適正かつ健全な事業運営の実施状況

○考え方について

平成30年度における国民健康保険組合の保険者インセンティブの評価指標について

【評価指標の考え方について】
○ 特定健康診査・特定保健指導の受診率、被保険者へのインセンティブの提供、後発医薬品の使用促進などの医療費適

正化に資する取組の実施等の状況を項目として設定する。
○ 国保組合固有の指標として、データヘルス計画の実施状況、健康・体力づくり事業などを項目として設定する。

【評価指標ごとの加点の考え方について】
○ 評価指標ごとに医療費適正化の効果、取組の困難さ等を総合的に判断し、15～100点を配点する。

【規模について】
○ ３億円程度とする。

○評価指標について

指標① 特定健康診査･特定保健指導の受診率、メタボリックシンドローム該当者及
び予備群の減少率

○特定健康診査受診率・特定保健指導実施率
○メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率

保険者共通の指標 国保組合固有の指標

指標② 特定健康診査･特定保健指導に加えて、他の健康診査の実施や健康診査
結果等に基づく受診勧奨等の取組の実施状況

○がん検診受診率
○歯科疾患（病）検診実施状況

指標③ 糖尿病等の重症化予防の取組の実施状況

○重症化予防の取組の実施状況

指標④ 広く加入者に対して行う予防･健康づくりの取組の実施状況
○被保険者へのインセンティブの提供の実施
○被保険者への分かりやすい情報提供の実施

指標⑤ 加入者の適正受診・適正服薬を促す取組の実施状況
○重複服薬者に対する取組

指標⑥ 後発医薬品の使用促進に関する取組の実施状況
○後発医薬品の促進の取組
○後発医薬品の使用割合

指標①医療費の分析等に関する取組の実施状況

○データヘルス計画の実施状況

指標② 給付の適正化に関する取組の実施状況

○医療費通知の取組の実施状況

指標③ 第三者求償の取組の実施状況

○第三者求償の取組状況

指標④ 予防接種の実施状況

指標⑤ 健康・体力づくり事業に係る実施状況

162



→

国保組合 総得点

Ａ組合 △△点

・
・
・

・
・
・

Ｚ組合 ▲▲点

国保組合 交付金額

Ａ組合 □万円

・
・
・

・
・
・

Ｚ組合 ■万円

合計 ３億円

×

国保組合
体制構築

加点

Ａ組合 60点

・
・
・
・

・
・
・
・

Ｚ組合 60点

国
保
組
合
ご
と
の

被
保
険
者
数

＝

総得点に応じて
３億円を按分

161国保組合

②指標Ｂ

①指標Ａ

加点

Ａ組合 ＋γ

・
・
・

・
・
・

Ｚ組合 ＋δ

○交付イメージ

＋

国保組合 得点

Ａ組合 ○点

・
・
・
・

・
・
・
・

Ｚ組合 ●点

平成30年度における国民健康保険組合の保険者インセンティブの評価指標について

加点 項目

１００点 後発医薬品の使用割合、データヘルス計画の実施

７０点 健康・体力づくり事業の実施

５５点 被保険者へのインセンティブの提供

５０点 特定健康診査・特定保健指導の受診率、メタボリックシンドローム該当者及び予備軍の減少率、重症化予防の取組

４０点 適正かつ健全な事業運営の実施

３５点 重複服薬者に対する取組、後発医薬品の促進の取組、第三者求償の取組

３０点 がん検診受診率

２５点 歯周疾患（病）検診実施、被保険者への分かりやすい情報提供、医療費通知の取組

１５点 予防接種の実施

○配点について

163



平成30年度における国民健康保険組合の保険者インセンティブに係る作業スケジュール

平成３０年度
平成31年度

1２月 1月 ２月 ３月

厚
生
労
働
省

都
道
府
県

国
保
組
合

２月下旬

交
付
金
額
確
定

実
施
通
知
発
出

１２月２６日

自主採点及び点検期間

２月８日

提
出
〆
切

２月中旬

採
点
終
了

３月初旬
～中旬

採
点
結
果
の
周
知

(

課
長
通
知)

１月２５日
都道府県提出〆切

３月中旬

変
更
交
付
決
定
通
知

３月下旬

支
払
日

５月下旬
評
価
の
フ
ィ
|
ド
バ
ッ

ク

～上半期

事
業
実
績
調
査
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1. データ標準レイアウトの変更概要

 平成31年6月のデータ標準レイアウト改版に伴い、医療保険者等においても、既存システムの改修や運用変更が必
要となります。

 システム改修内容や運用変更内容の詳細については、現在調整中であるため、今後、順次周知予定です。

※データ標準レイアウトとは
・特定個人情報データをやりとりするため、標準化されたデータの形式
・情報連携において、特定個人情報データを各機関でやりとりするために使用する「データの項目名やその項目説明等」を定義し、
特定個人情報を使用する事務手続きとの対応を整理したもの
・情報連携する特定個人情報の詳細な内容の把握等において利用する

平成31年6月におけるデータ標準レイアウトの変更概要

• マイナンバー制度において、情報提供ネットワークシステ
ムを通じて情報連携を行う事務手続きと特定個人情
報の対応については、“データ標準レイアウト“において定
められていますが、平成31年6月にその改版が予定され
ています。

• これにより、“データ標準レイアウト”は、現在適用されて
いる平成30年7月時点版から平成31年6月時点版へ
と改版されることとなり、特定個人情報への項目変更等
が行われます。

• 医療保険者等の既存システムにおいても、医療保険者
等向け中間サーバー等とのインターフェイスの変更が生じ
ること等により、システム改修が必要となります。

• システム改修を要するもの以外にも、情報照会可能と
なる項目の変更に伴う運用変更やデータ標準レイアウト
の変更に伴う運用上の留意点があります。

• データ標準レイアウトの変更概要については、別紙「デー
タ標準レイアウトの変更点及び外部インターフェイスへの
影響」を参照ください。

• 今後の変更については、事務手続きの最新化及び新
元号公表後の元号名の反映を予定しています。
なお、内容の詳細については追って周知いたします。

データ標準レイアウト改版に伴う医療保険者等への影響

平成３１年６月におけるデータ標準レイアウトの変更概要
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2. データ標準レイアウト改版に関するスケジュール（概要）

 平成31年6月のデータ標準レイアウト改版に関するスケジュール（概要）は以下のとおりです。医療保険者等のシス
テム改修・テストは平成31年4月末を目途に完了するようにお願いいたします。

 総合運用テストは、取りまとめ機関及び医療保険者等が実際の業務手順に従って試行するものであり、制度ごとの
代表として医療保険者等（代表団体）を数団体、及び代表団体以外は希望する医療保険者に実施いただくこと
を想定しております。詳細な実施方法等については別途周知予定です。

12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

平成30年度 平成31年度

医療保険者等向け

中間サーバー等

医療保険者等

設計・開発・テスト

総合運用

テスト
システム改修・テスト・

総合運用テスト準備

外部インターフェイス仕様書発出
（平成31年1月末頃予定）

データ標準レイアウトの変更概要の周知（本文書）
外部インターフェイス仕様書（暫定版）発出

準備

運用

データ標準切替
（6月17日頃）

具体的な実施方法等
は追って周知予定

新元号公表
（4月予定）

改元
（5月1日）

新元号を反映した外部IF仕様書
（別紙）更新版発出
（平成31年4月末頃予定）
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